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平成26年版　
　　　環境白書の刊行にあたって

　和歌山県は、変化に富んだ海岸線や緑豊かな山々、清ら
かな河川、そしてそこに形成される多種多様な生態系など
豊かな自然環境に恵まれています。これらの豊かな自然か
ら多くの恵みを享受していることを認識し、貴重な財産を
次の世代に引き継いでいくことが私たちには求められてい
ます。
　しかし、社会や経済活動の変化に伴い、大気汚染や水質
汚濁など身近なものから地球温暖化をはじめとする地球規
模のものまで多岐にわたる環境問題が発生しています。
　こうした問題に対応していくため、県では「環境と経済が両立する持続可能な社
会　～環境と共生し成長する和歌山～」を将来像に掲げる「第３次和歌山県環境基
本計画」を策定し、人と自然とが共生する社会の構築、快適な生活環境の保全、循
環型社会の構築、地球環境温暖化対策など環境行政に取り組んでいます。
　さらに、PM2.5（微小粒子状物質）のように、計画策定時には顕在化していなかっ
た問題についても、測定局の増設や大気常時監視システムを整備し対応をとってい
ます。
　また、本年８月には紀南の９市町村の地域が、「南紀熊野ジオパーク」として、
日本ジオパークに認定されました。これは、紀南地域が、地球科学的に貴重である
ということだけでなく、大地に育まれた南紀熊野の自然や文化の素晴らしさ、そし
て地域資源を活用した地元の活動が評価されたことによるものです。今後も、これ
ら地域資源の保全に努めるとともに、環境教育の場や新たな観光資源としてより一
層活用をはかり、世界ジオパークの認定を目指した取組を推進していきます。
　この環境白書は、本県の環境の現状と主に平成 25 年度に実施した施策をまとめ
たものです。本書が広く県民の皆さんに活用され、和歌山の環境行政への関心と理
解を一層深めていただく一助となることを願っております。

　平成 26 年９月

和歌山県知事 仁　坂　吉　伸
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和歌山県環境白書

第４章　環境への負荷の少ない循環型社会の構築
　第１節　健全な資源循環システムの構築
　　Ⅰ　廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の促進
　　Ⅱ　廃棄物の適正処理の推進
　第２節　再生可能エネルギー利用及び省エネルギーの推進
　　Ⅰ　再生可能エネルギー利用の推進
　　Ⅱ　省エネルギーの推進

第５章　地球環境の保全を目指した地域からの実践
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第６章　すべての人々とともに築く環境の時代
　第１節　各主体への環境保全意識の普及啓発
　　Ⅰ　環境教育・環境学習の充実
　　Ⅱ　環境保全意識の普及啓発
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　　Ⅰ　民間団体の育成と連携の強化
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　　Ⅲ　広域ネットワークによる連携の強化
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　１．県環境基本計画の進捗に係る目標の達成状況一覧
　２．放射能の測定調査結果
　３．和歌山県の環境をめぐる最近の動き
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第１章 環境行政の総合的推進

　黒潮洗う海岸線、緑豊かな山々、清らかな河川など、私たちのふるさと和歌山の恵み豊かな環
境は、今日までこの地に生きるものに多くの恩恵をもたらしてきた。
　しかしながら、近年の社会経済活動の進展に伴い、生活様式の多様化が進み、私たちの生活の
利便性が高まるとともに物質的な豊かさがもたらされている一方で、生活排水等による水質汚濁、
自動車交通騒音、廃棄物の排出量の増大等のいわゆる都市型及び生活型の環境問題が顕在化して
きている。また、私たちの日常生活や事業活動に伴う環境への負荷が、地域の環境を損なう原因
となるにとどまらず、生態系の均衡や地球環境にまでも影響を及ぼし始めている。
　私たちは、健康で文化的な生活に欠くことのできない健全で恵み豊かな環境を確保し、その恵
沢を享受するとともに、この健全で恵み豊かな環境を適切に保全すべきことを優先的に配慮し、
その環境を将来の世代に引き継ぐ責務を有している。
　本県では、「環境基本法」の理念を踏まえ、「和歌山県環境基本条例」を制定するとともに、
同条例に基づき「和歌山県環境基本計画」を策定し、幅広い取り組みを進めている。

　和歌山県環境基本条例（平成９年10月制定）は、環境の保全について、基本理念を定め、県、
事業者及び県民の責務を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策の基本となる事項を定
めることにより、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来の
県民の健康で文化的な生活の確保に寄与することを目的としている。
　この条例では、基本理念として「健全で恵み豊かな環境の恵沢の享受と承継」、「自然と人間
との共生の確保」、「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築」、「地球環境の保
全の推進」を定めており、県はこの基本理念にのっとり、環境の保全に関する基本的かつ総合的
な施策を策定し、実施する責務を有している。

　和歌山県環境基本条例に基づく和歌山県環境基本計画は、平成12年に第１次計画、平成17年に
第２次計画を策定し、現在の第３次和歌山県環境基本計画は、平成23年４月に改定したものであ
る。
⑴　計画の意義と役割
　　私たちが、環境への負荷をできる限り低減し、健全で豊かな環境の中で持続可能な社会を実
　現するためには、社会のしくみやライフスタイル・ビジネススタイルの変革も視野に入れた長
　期的かつ総合的な行政計画を策定し、環境の保全のための施策をより一層推進することが必要
　である。そして、県民、事業者、民間団体及び行政が今日の環境問題を自らのこととして受け
　止め、問題の解決に向けてそれぞれの役割分担のもと協働で取り組むことが求められている。
　　本計画は、このような認識のもと、和歌山県環境基本条例の理念を受け、県の行政全体にお

第１節

第２節

和 歌 山 県 環 境 基 本 条 例

和 歌 山 県 環 境 基 本 計 画
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　ける環境の保全に関する総合的な大綱などを定めるものであり、環境施策の基本的考え方と長
　期的な目標を示すとともに、その実現に向けた県の施策展開のあり方を示している。また、す
　べての主体による自主的な行動や連携・協働を推進するため、各主体に期待される役割や行動
　についても示すものである。
⑵　計画の期間
　　平成23年度（2011年度）から平成27年度（2015年度）まで。
⑶　計画の将来像
　　環境と経済が両立する持続可能な社会　～環境と共生し成長する和歌山～
⑷　計画の目標
　　この将来像を実現するため、環境基本条例の理念を踏まえ、次の５つの基本目標を掲げてい
　る。
　①人と自然とが共生する社会の構築
　②快適な生活環境の保全
　③環境への負荷の少ない循環型社会の構築
　④地球環境の保全を目指した地域からの実践
　⑤すべての人々とともに築く環境の時代
⑸　計画の点検・評価の方法
　　環境保全に資する施策・事業について、毎年点検・評価し、その結果を取りまとめるととも
　に、必要に応じて施策・事業の内容の見直しを行う。また、施策の実施状況等を客観的に評価
　するため、主要関連項目を環境指標として設定し、これらの推移を見ることによって施策効果
　を把握し、関連施策の見直し等に反映する。

 

⑹　和歌山県環境白書
　本県では、和歌山県環境基本条例に基づき、本県の環境に関する状況を明らかにする「和歌山
県環境白書」を作成し公表している。
　この環境白書では、和歌山県環境基本計画に基づき実施した施策の方向性や取り組み状況につ
いて掲載するとともに、施策の進捗状況を判断する環境指標について、その推移をとりまとめ掲
載している。

第３次和歌山県環境基本計画
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　様々な環境施策の推進に共通して関わってくる基盤整備を目指して「環境影響評価の推進」、
「環境保全協定の適切な運用」、「公害紛争処理制度」、「環境保全のための施設整備に対す
る融資制度」、「環境情報の収集・管理・提供システムの充実」、「環境保全への率先行動」、
「調査・研究体制の整備」に取り組んでいる。

１　環境影響評価の推進
　環境影響評価は、土地の形状の変更や工作物の新設等の大規模開発を行う者が、その事業によ
る環境への影響について、自ら調査、予測、評価し環境保全措置を検討することにより、あらか
じめその事業による環境影響の回避・低減を図るものである。事業者は、調査、予測、評価やそ
れらを踏まえた環境保全措置の検討過程を含む一連の結果を公表し、一般の人々や関係自治体の
意見を聴くこととされている。事業者は、それらの意見を踏まえてよりよい事業計画を作ること
になる。また、知事は、環境影響評価の手続きのなかで環境の保全の見地からの意見を述べるに
あたり市町村長等の意見を聴くことになっている。
　また、環境影響評価法施行後の状況を踏まえ環境影響評価書等の電子縦覧や事業計画の検討段
階での環境配慮検討手続の導入などの制度改正が行われたほか、風力発電事業が対象事業に追加
された。
⑴　国の制度による環境影響評価
　　環境影響評価法による環境影響評価手続において、県では、県民等からの意見や関係市町村
　長の意見を踏まえ、有識者による環境影響評価審査会の意見を聴いたうえで県知事意見を述べ
　るほか、必要に応じて事後調査を求めている。
　　平成25年度の環境影響評価法に基づく手続き案件としては、有田川、広川町、日高川町で計
　画されている「（仮称）中紀ウインドファーム事業」の方法書手続きが行われた。
　　本件については、平成25年３月28日付けで方法書の公告があり、同年４月13日と14日に地元
　説明会が行われた。
　　また、事業者から送付された環境影響評価方法書に対しては、県民や関係町長及び環境影響
　評価審査会の意見を踏まえ同年７月25日付けで知事意見を述べた。
　　このほか公有水面埋立法など個別法に基づく環境影響評価や事業者の自主的な環境影響評価
　に関し、指導、助言等を行っている。
⑵　県の制度による環境影響評価
　　本県では、和歌山県環境影響評価条例を平成12年７月から施行している。
　　環境影響評価法の改正などを踏まえて、条例においても電子縦覧や方法書説明会を義務づけ
　たほか風力発電事業を対象事業に加えるなど所要の改正を行っている。
　　なお、平成25年度に条例に基づく案件はなかった。

第３節 共 通 的 基 盤 施 策 の 推 進
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件　要　の　等　模　規類種の業事

※　法の対象事業を除く

④　飛行場　

⑥　廃棄物最終処分場

⑦　公有水面埋立・干拓

⑧　土地区画整理事業

⑨　新住宅市街地開発事業

⑩　工業団地造成事業

⑪　新都市基盤整備事業

⑫　流通業務団地造成事業

⑬　工場又は事業場

⑭　レクリエーション施設

⑮　宅地その他の土地造成事業

⑯　土砂等の採取事業

⑰　複合開発事業

⑱　その他

　　　　　　　　

すべて

４車線以上　7.5㎞以上

6.5ｍ以上　15㎞以上

貯水面積　75ha以上

湛水面積　75ha以上

改変面積　75ha以上

改変面積　75ha以上

すべて

7.5㎞以上

7.5㎞以上

滑走路延長　1,875ｍ以上

出力　2.25万kW以上

出力　11.25万kW以上

出力　7,500kW以上

すべて

出力　7,500kW以上

面積　25ha以上

面積　40ha以上

面積　75ha以上

面積　75ha以上

面積　75ha以上

面積　75ha以上

面積　75ha以上

１時間あたりの使用燃料の量　15kL以上（重油換算）

１日あたり排出水量１万㎥以上

面積　75ha以上

面積　75ha以上

面積　50ha以上

面積　75ha以上

環境影響評価を行う必要の程度がこれらに準ずるものとして規則で定める事業

高速自動車国道

一般国道

大規模林道幅員

ダム　　　　　　　　　　　　　

堰

湖沼水位調節施設

放水路

新幹線鉄道（規格新線含む） 　

普通鉄道　　　　　　　　　　　　　

軌道　　　　　　　　　　　　　　

水力発電所

火力発電所

地熱発電所

原子力発電所

風力発電所

①
道
路

②
河
川

③
鉄
道

⑤
発
電
所

図表１　県環境影響評価条例対象事業の種類と規模等の要件
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２　環境保全協定（公害防止協定）の適切な運用
　大規模工場からの公害は広範囲に影響を及ぼす恐れがあることから、地域住民の健康と生活環
境の保全を目的に、関係市町とともに７事業者との間に環境保全協定（公害防止協定）を締結し、
総量規制方式による規制の充実、監視体制の確立や公害防止施策による計画的な整備などを図っ
てきた。
　協定締結後も地域の状況や工場の稼働状況等、公害の実態に合わせ効果的な環境保全を図るべ
く必要に応じ適宜見直しを行うとともに、適切な運用を行っていく。

2　環境保全協定（公害防止協定）の適切
　な運用
　大規模工場からの公害は広範囲に影響を及
ぼす恐れがあることから、地域住民の健康と
生活環境の保全を目的に、関係市町とともに
７事業者との間に環境保全協定（公害防止協
定）を締結し、総量規制方式による規制の充

実、監視体制の確立や公害防止施策による計
画的な整備などを図ってきた。
　協定締結後も地域の状況や工場の稼働状況
等、公害の実態に合わせ効果的な環境保全を
図るべく必要に応じ適宜見直しを行うととも
に、適切な運用を行っていく。
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図表２　県環境影響評価の手続のフロー



第１章　環境行政の総合的推進

7

３　公害紛争処理制度
　県及び市町村は、県民から寄せられる公害の苦情に対応するため、県立各保健所及び市町村の
環境担当課を窓口として、処理に努めている。平成25年度中に県及び市町村が新規に受理した公
害苦情件数は、863件（県84件、市町村779件）であった。
　公害苦情件数を種類別に見ると、典型７公害に関する苦情は302件で、その中では大気汚染に関
する苦情が最も多く、典型７公害以外の公害苦情は561件で、不法投棄に関する苦情が最も多く
なっている。

図表４　公害苦情件数の推移

年度

県受付

市町村受付

計

全国公害苦情件数
（総務省公害等調整
委員会事務局調べ）

和
歌
山
県

16

220

1,108

1,328

94,321

17

231

1,031

1,262

95,655

18

187

1,021

1,208

97,713

19

280

873

1,153

91,770

20

228

766

994

86,236

21

120

692

812

81,632

22

103

765

868

80,095

23

122

715

837

80,051

24

121

783

904

80,000

25

84

779

863

区分

図表３　公害苦情件数種類別推移

受付年数

注）その他のグラフ状の数字は受付件数
　　不法投棄は平成 19 年度から項目に追加、平成 18 年度以前はその他に分類



第１章　環境行政の総合的推進

8

　公害に係る紛争について、公害紛争処理法に基づき公害審査委員候補者を委嘱しており、住民
から公害紛争に係る調停等の申請が出された場合、その中から委員を指名して調停（仲裁、あっ
せん）委員会を開催し、解決を図っている。
　公害紛争に係る案件については、従来の産業型公害だけでなく都市・生活型公害やダイオキシ
ン類をはじめとする有害化学物質問題なども課題となっており、さらに、今後、開発における自
然の保護や保全対策の実施の問題など、住民の環境に対する価値観はますます多様化することが
予想され、そういった変化に即した対応が必要となる。

４　環境保全のための施設整備に対する融資制度
　県では多額の資金を要する環境保全施設整備や新エネルギー設備等の導入促進のため、県内の
中小企業者を対象に融資枠を設けている。
　従来から、この融資により中小企業者による地域の生活環境保全を促進しているが、近年の地
球温暖化対策や電力需給対策などの諸課題に対し県民とともに対応していくため、太陽光発電な
ど新エネルギーを活用した設備やＬＥＤ照明など省エネルギー設備を導入する中小企業者を積極
的に支援している。制度概要は以下のとおり。

⑴　安全・安心推進資金（エネルギー政策推進枠）の概要
　ア　対象施設
　　　次のいずれかの施設等を整備する方

図表５　和歌山県中小企業政策融資安全・安心推進資金（エネルギー政策推進枠）融資及び
　　　　中小企業一般融資振興対策資金（環境保全枠）融資

　中小企業者が新エネルギー・省エネルギー施設の導入、または、環境保全のため施設・設備の設置、改善
を行う場合に、必要な資金の融資を行う。

融資対象施設 図表６に掲げる施設 図表８に掲げる施設

資金使途 設備資金、運転資金 設備資金、運転資金（アスベスト関連施設
のみ）

融資限度 設備資金：１億円以内
運転資金：5,000万円以内 5,000万円以内

内以％08.1年内以％02.1年率利資融

融資期間
設備資金：10年以内
　　（うち据置期間１年以内）
運転資金：７年以内
　　（うち据置期間６ヶ月以内）

設備資金：10年以内
　　　　（建物取得等は15年以内）
　　　　（うち据置期間１年以内）
運転資金：７年以内
　　　　（うち据置期間６ヶ月以内）

償還方法
担保、保証人
信用保証の要否
申込先

割賦償還
取扱金融機関及び保証協会の定めるところによる。
必要
取扱金融機関

取扱金融機関
三菱東京UFJ銀行、三井住友銀行、りそな銀行、みずほ銀行、商工組合中央金庫、
紀陽銀行、南都銀行、池田泉州銀行、百五銀行、第三銀行、関西アーバン銀行、
きのくに信用金庫、新宮信用金庫、近畿産業信用組合、ミレ信用組合、和歌山県
医師信用組合、県内農協系金融機関

安全・安心推進資金（エネルギー政策
推進枠） 振興対策資金（環境保全枠）

（平成26年４月１日現在）
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　　　　１．新エネルギー利用施設
　　　　２．エネルギー効率化設備
　　　　３．クリーンエネルギー自動車及びクリーンエネルギー自動車燃料供給施設
　　　　４．自家発電設備、蓄電池
　イ　手続き
　　　直接金融機関に借入れを申込（知事の認定手続きは不要）
　ウ　融資利率
　　　最優遇金利となる年1.2%以内

⑵　振興対策資金（環境保全枠）の概要
　ア　対象施設
　　　公害問題の解決や公害関係法令の遵守に必要な施設
　イ　手続き
　　　知事の認定を受けた後、金融機関に借入れを申込
　　　（NOx・PM法適合車に買い替える場合は知事の認定不要）
　ウ　融資利率
　　　年1.80％以内

図表6　和歌山県中小企業政策融資安全・安心推進資金（エネルギー政策推進枠）融資対象施設等一覧

施　　　　　設　　　　　等
新エネルギー利用施設（太陽光、太陽熱、バイオマス、風力、水力、波力、地熱など）
エネルギー効率化設備（コージェネレーション（熱電供給システム）、工場廃熱を利用する設備、
建物用断熱設備、ＬＥＤ照明など）
クリーンエネルギー自動車及びクリーンエネルギー自動車燃料供給施設（電気自動車、ハイブリッド車、
天然ガス車、電気自動車用充電施設、天然ガス等燃料供給施設など）
自家発電設備、蓄電池

図表７　和歌山県中小企業政策融資安全・安心推進資金（エネルギー政策推進枠）融資実績

年　度 件数 融資額（千円）
平成25年度 ４２ 502,090

図表８　和歌山県中小企業一般融資 振興対策資金（環境保全枠）融資対象施設等一覧

対　象　施　設　等
公害関係法令に基づく特定施設を有する工場等から発生する公害の防止に必要な設備
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第２号第１項に規定する廃棄物を処理する
ための施設（収集運搬設備を除く。）

吹付け石綿その他石綿を含む建築材料が使用されている施設であって、石綿の粉じんの排出又は飛散の
防止対策をするもの
自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法
（平成４年法律第70号）第12条第１項に規定する窒素廃棄物排出基準及び粒子状物質排出基準に適合す
る自動車であって、同法施行令（平成４年政令第365号）第４条各号（第５号を除く。）に掲げるもの
（ただし、非適合車からの代替として購入するものに限る。）

工場移転以外に公害の防止対策がないと認められる場合の工場移転に伴う施設

その他公害防止上知事が必要であると認めた施設等
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５　環境情報の収集・管理・提供システムの充実
　環境問題への関心が高まるにつれ、行政・団体・事業者等の各主体が持つ環境情報を正確かつ
適切に提供することが求められている。
　県では環境白書や各種冊子、パンフレット等により県が調査測定した環境データなどの環境情
報について積極的な公開を推進している。また、和歌山県のインターネットサイト「和歌山県情
報館」を活用し、迅速かつ的確な環境情報の提供に努めている。平成25年度には環境情報掲載サ
イトについて、より閲覧しやすくするためにその内容を見直し大幅に更新した。
　　　　　「和歌山県情報館」　http://www.pref.wakayama.lg.jp/

６　環境保全への率先行動（県庁における環境保全の取組）
⑴　県の事務事業に伴う温室効果ガス排出量削減
　　県では、県庁の組織自体が大規模な消費者、事業者として環境に及ぼす負荷を低減させるこ
　とはもとより、県民や事業者の自主的な行動を促すため、県庁自らが排出する温室効果ガスの
　削減に向けて、二酸化炭素の主な排出要因である電気や燃料の使用をはじめ、水道やコピー用
　紙の使用について削減に向けて取り組んできた。
　　和歌山県地球温暖化対策実行計画（平成23年３月策定）においては、平成27年度の県の事務
　事業に伴う温室効果ガスを平成21年度比で７％削減することを目標とし、引き続き取り組むこ
　ととしている。
　主な取組内容
　・昼休み時及び残業時には不要な照明を消灯する。
　・OA機器等を使用していない時には電源をカットする。
　・空調設備の適切な温度設定（暖房19度、冷房28度目安）
　・公用車を適正使用する。（アイドリング・ストップ等）
　・古紙の分別を徹底する。
　・裏面未使用のコピー用紙を再利用する。
　・コピー用紙に再生紙を使用する。
　・グリーン購入を促進する。
　・電子情報活用の促進（インターネットを利用した情報収集・発信・ファイルの送受信等によ
　　るコピー用紙の節減）
　　また、「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律（グリーン購入法）」に基づいて
　「和歌山県グリーン購入推進方針」を策定し、環境にやさしい物品を優先的に調達するように
　努めている。
⑵　和歌山県環境マネジメントシステム
　　県では、県事業による環境負荷の低減を図るため、和歌山県環境マネジメントシステムを策
　定し、運用している。このシステムでは特に重点的に推進する３つの事項について、技術的・
　経済的に可能な範囲で環境目的・目標を設定し、定期的に見直しを行い、継続的な取り組みの
　改善を図っている。
　①「第３次和歌山県環境基本計画」に掲げる基本目標の達成のため、各事業の進捗を把握し取
　　組を推進する。
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　②オフィス活動一般事務事業に伴い生じる環境負荷の低減を図る。また、これらの取組結果を
　　毎年県ホームページにおいて公開している。
　③公共工事の施工に伴って生じる環境負荷の低減を図る。
⑶　和歌山県自然にやさしい技術者認定制度
　　県の豊かな自然資源の保全と復元、更には自然環境共生の創出を図り、「次の世代までかけ
　がえのない県土を引き継いでいく」ことをテーマに、自然にやさしい、環境に配慮した公共事
　業の推進に取り組んでいる。その一つとして、環境に配慮した公共事業の推進のための人材育
　成を目的とした「和歌山県自然にやさしい技術者認定制度」を創設し、公共工事に関わる人の
　環境に対する知識及び意識の向上を目指している。「自然にやさしい技術者」の認定は、自然
　にやさしい技術者認定制度に関する研修会に参加し、単位を取得した者に対して行っており、
　平成25 年度末時点で213 名を認定している。
⑷　公共工事での県産品の活用
　　公共工事に使用する建設資材について県産品の活用を促進しており、公共工事においても
　「県産品建設資材」の優先使用を図っている。公共工事の発注にあたっては、県ホームページ
　等で情報提供を行うとともに、実際に使用した場合に工事成績評定に反映するなど、県産品活
　用促進に努めている。平成25年度における県産品活用率は91％であり、更なる活用率の向上を
　目指している。

７　調査・研究体制の整備
　地球環境問題から地域レベルまでの多岐にわたる環境問題に対応するために、本県でも、和歌
山県環境衛生研究センターをはじめとする各試験研究機関において関係機関と連携しながら環境
問題に関する調査研究に取り組んでいる。
　和歌山県環境衛生研究センターでは、健康と環境を守る調査研究事業に取り組みや「洪水が底
生生物に及ぼした影響と回復過程の調査」等環境保全に係る県独自の課題をテーマにした調査研
究を実施している。
　また、広域的な汚染物質の移流については関係機関と連携し、酸性雨共同調査や黄砂影響調査
等を行っている。
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　本県は、豊かな森林や清らかな水、変化に富んだ海岸線等の自然環境資源に恵まれるとともに、
気候風土も紀北・紀中・紀南と移り変わり、それぞれの地域で多様な生態系が築かれ、多くの生
物が育まれている。私たちは本県に残る多くの良好な自然環境資源の魅力と価値について再認識
し、私たちの県土の誇りとして、より良い状態で将来の世代に引き継いでいく責任がある。そし
て、本県の自然が多くの人々に愛されると同時に、様々な生き物とともにその恵みを享受してい
かなければならない。
　このようにして生まれた風景は、季節の移り変わりや周辺の自然とあいまって、県民の豊かな
心を育んでいる。私たちは地域固有の風景を愛し、時間の流れに耐えうる美しさを見出すととも
に、先人が残してくれた美しい自然とその中に刻まれた歴史を次の世代に引き継ぎ、安らかで誇
らしい空間を創出していかなければならない。

　本県は、豊かで多様な自然環境を本県の財産として将来にわたって残していくことを目指した
「豊かな自然環境の保全」と、多種多様な生物の保護や生息環境の確保といった生態系の保全を
目指した「生物の多様性の保全」の２つの方向で施策に取り組んでいる。

　本県は、その大部分が紀伊山地を中心とする山地地域で、森林が県土の77％を占めている。そ
の森林は61％が人工林、38％が天然林となっており、林種別では64％が針葉樹、36％が広葉樹で
形成されている。それらの森林は県土の保全や水源のかん養、保健休養の場、さらには二酸化炭
素の吸収源等の公益的機能を併せ持っている。
　山地地域と都市との間には、果樹園や棚田、水田地帯など、人の生活とのかかわりの中で形成
されてきた里地・里山としての空間が存在する。また、紀伊山地に源を発する多くの河川が海域
に流入し、その河口部には平野が開けている。沿岸部は入り組んだ海岸線が多く、その延長は648
㎞に及び、特に県南部の沿岸は黒潮に洗われる優れた景観を呈している。
　また、自然公園としては、国立公園、国定公園が各２地域、県立自然公園が13地域で合計約
50,300ha（県土の約11％）が指定され、また自然環境保全地域として７か所、約330ha、鳥獣保護
区として100か所、約31,700haが指定されている。

第２章 人と自然とが共生する社会の構築

第１節 自 然 環 境 の 保 全

Ⅰ　豊かな自然環境の保全

現　状
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図表９　和歌山県自然公園・自然環境保全地域位置図（平成26年３月31日現在）
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　本県の多様な自然は、人とのかかわりの程度に応じて様々な地域特性を有している。ほとんど
人の手が加わっていない自然については、その現状を的確に把握した基礎調査に基づき、関係法
令による自然環境の改変規制や自然公園地域の指定・見直しにより適正に保全する必要がある。
　また、人々の生活とかかわりのある自然については、適切に人がかかわることによって保全、
維持を図る必要がある。豊かな自然環境は県民の貴重な財産であり、それぞれの必要性を認識し、
地域の特性に応じた管理、保全が必要である。

　

１　県立自然公園の指定と見直し
　自然公園とは、すぐれた自然景観を保護するとともに、その利用の増進を図り、国民の保健、
休養等に資するとともに、生物の多様性の確保に寄与することを目的として、区域を定めて指定
される公園のことをいう。
　本県では、昭和11年に吉野熊野国立公園が指定されたことに始まり、昭和25年には和歌浦及び
加太地区が瀬戸内海国立公園に編入指定された。続いて昭和30年代から40年代にかけて、高野龍
神国定公園や10か所の県立自然公園が指定され、平成８年には金剛生駒紀泉国定公園が拡大指定
されている。
　近年の自然公園を取り巻く社会・経済環境の変化は激しく、また住民の自然環境に対する意識
は高まってきており、県ではこれまでも公園区域及び公園計画の軽微な修正を行ってきたが、公
園を取り巻く諸状況の変化や県民の自然環境に対する意識の変化に対応し、県内の自然資源を適
切に保全していくため、平成18年度以降、県立自然公園の抜本的な見直しを行った。
　　平成21年４月には城ヶ森鉾尖県立自然公園など３公園の新規指定と１公園の指定解除を、平
成22年３月には１公園の新規指定を行なった。平成22年３月には、新たに古座川県立自然公園を
公示し、現在県立自然公園は13公園である。

和歌山県環境基本計画　豊かな自然環境の保全に関する環境指標

目　　標
単位指標項目

目標値
207,830
6,700
125,600
－　
－　
－　
－　
－　
－　

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha
ヵ所

林種別森林面積　育成単層林
林種別森林面積　育成複層林
林種別森林面積　天然生林
自然公園面積　国立公園
自然公園面積　国定公園
自然公園面積　県立自然公園
自然公園面積　合計
自然環境保全地域面積
自然環境保全地域指定箇所数
・第3次和歌山県環境基本計画策定時（H22年度データ）から、育成単層林は861ha減少、育成複層林は15ha増加した。
　また、天然生林は523haの増加となり、目標数値を上回っている。
・自然公園面積は、平成21年度の県立自然公園に係る抜本的見直し以降50,309haである。
・自然環境保全地域面積に変化はない。

年度
H27
H27
H27
－
－
－
－
－
－

209,314
5,117
126,113
11,980
16,746
21,583
50,309
329
7

H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22

208,453
5,132
126,636
11,980
16,746
21,583
50,309
329
7

H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25

計画策定時
値 年度

現　況　値
値 年度

課　題

取　組
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２　自然環境保全地域
　現存する貴重な自然環境を保全するため、自然的・社会的諸条件からみて自然環境を保全する
ことが特に必要な特定の地域を、和歌山県自然環境保全条例に基づき、自然環境保全地域に指定
し、適正な保全に努めている。

白崎海岸県立自然公園

古座川県立自然公園 生石高原県立自然公園
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図表10　県自然環境保全地域位置図　（平成26年３月末現在）

図表11　県自然環境保全地域一覧表 平成26年３月末現在（単位：ha）

面積表の（　）内は、野生動植物保護地区（　）の面積を示す

名　称

立神社社寺林 有田市野 ホルトノキ、スダジイ、
バクチノキ 5～65

S51.3.30
県告示
第192号

1.30 1.30

川又観音社寺林 日高郡印南町
川又

トガサワラ、ヒメシャラ、
ツゲモチ

350～
　560 〃3.90 3.90

西ノ河原生林 日高郡日高川町寒川、
西ノ河国有林

ツガ林、ブナ林の
極相林

700～
1,120

S52.3.26
県告示
第203号

S55.3.29
県告示
第243号

64.58 20.97 85.55

亀谷原生林 田辺市龍神村龍神、
亀谷国有林

ツガ林、ブナ林、県内で
最大の極相林

700～
1,268 〃215.81 10.95 226.76

大滝川 日高郡日高川町
大滝川及び山野

シダ類、キクシノブ、
コショウノキ、ウエマツソウ

85～
　250

（2.60）
  2.60

（2.60）
  2.60

静閑瀞 新宮市熊野川町
鎌塚

Ｖ字谷、キイジョウロウ
ホトトギス、ウナズキ
ギボウシ、ホソバノギク

130 〃（5.68）
  5.68

（5.68）
  5.68

琴の滝
西牟婁郡すさみ町
周参見字広瀬谷及び
字上戸川北側

滝、渓流、ヒノキ、ホンシャ
クナゲ、コバンモチ、ハマセ
ンダン、ヒロハコンロンカ

100～
　300 〃3.6 3.6

合　　計 （8.28）
297.47 31.92 （8.28）329.39

高 標徴　　特地 在 所
指定年月日
及び
告示番号

面　　　　積

特別地区普通地区 合計



第２章　人と自然とが共生する社会の構築

17

３　ラムサール条約湿地の保全事業
　串本沿岸海域は、希少なサンゴ群集や熱帯性魚類がいきづく豊かな海洋生態系を誇り、平成17
年11月ラムサール条約湿地に登録された。
　串本海中観察会を実施し、ラムサール条約湿地の保全についての啓発を行っている。

　本州の最南端に位置する本県は、大部分が山地であり、これらの山々を源とする河川が蛇行し
て流れ、海岸線は出入りが激しく複雑な地形となっている。また、黒潮の影響を受け、全域が温
暖で比較的降水量が多く、紀南地域を中心に豊富な生物相を呈している。
　植生では、スギ、ヒノキの植林による人工林が多い中でウバメガシ群落やシイ・カシ萌芽林な
どの暖温帯に生育する群落が主となっているが、大塔山系や護摩壇山山頂周辺では冷温帯に属す
るブナ、ミズナラなどの落葉広葉樹林も見られる。
　野生鳥獣の生息状況は、気候・地形等により種類は豊富で生息数も多い。獣類については、山
岳地に集中して生息し、都市及びその周辺地については比較的少ない。鳥類については、留鳥、
渡り鳥等の種類及び生息数も多く、山地、農地、人家の周辺等広い範囲に分布している。
　和歌山県鳥類目録（2009年３月発行）によると本県で確認された鳥類は359種である。哺乳類は、
シカ、サルの大型獣をはじめ多数生息しており、ツキノワグマのほか天然記念物であるヤマネや
ニホンカモシカの存在も確認されている。

　
　近年、人間活動による生息・生育環境の悪化や乱獲等による生息地の減少や個体数の減少によ
り地域個体群の維持が危ぶまれる種が生じている。野生生物や希少生物については、実態調査に
基づき、将来にわたって保護管理を総合的に推進するとともに生物多様性に対する保全意識の高
揚を図ることも重要である。
　また、生物多様性を保全するためには、種の絶滅を防止することは勿論、生物の生息基盤であ
る自然の生態系の多様性を適切に維持するとともに、外来種による地域の生態系のかく乱や遺伝
子レベルでの多様性の低下問題についても配慮が必要である。

１　第11次鳥獣保護事業計画の実施
　鳥獣の保護繁殖を目的とする事業を実施するため、環境大臣が定める基準に従って、鳥獣保護
事業計画を定めている。
　野生鳥獣の生息環境を保全するためには、長期間にわたって計画性をもった鳥獣保護施策を統
一的かつ積極的に推進していくことが重要であり、また鳥獣の生息状況等は、地域的にきわめて
特殊性に富んでいるので、地域の鳥獣の生息状況に即応する計画としている。
　計画の概要は、次のとおりである。
　⑴　計画の期間は、平成24年４月１日～平成29年３月31日である。

課　題

Ⅱ　生物の多様性の保全

現　状

取　組
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　⑵　鳥獣の保護繁殖、生息環境の保護を推進する等のため、鳥獣保護区・特別保護地区の指定
　　を行う。
　⑶　キジの人工増殖及び放鳥は、和歌山県猟友会へ委託し、実施する。
　⑷　有害鳥獣捕獲は、鳥獣による農林水産物被害等が生じているか又はそのおそれがある場合
　　に、原則として被害防除対策によっても被害等が防止できないと認められるときに限って行
　　うものであり、それに係る許可基準を定める。
　⑸　有害鳥獣の捕獲以外に、学術研究を目的とする場合、特定鳥獣保護管理計画に基づく数の
　　調整を目的とする場合及びその他特別な事由を目的とする場合の鳥獣の捕獲について、許可
　　基準を設定する。
　　　なお、愛玩のための飼養の目的での捕獲は、原則として許可しない。
　⑹　銃猟や、わな猟による危険を未然に防止するために特定猟具使用禁止区域、水辺域におけ
　　る水鳥の鉛中毒事故を防ぐために鉛製散弾使用禁止区域を設定する。
　⑺　イノシシ、シカ、ニホンザルについて、特定鳥獣保護管理計画を策定する。
　⑻　鳥獣保護事業を実施するために、行政担当職員だけではなく鳥獣保護員を設置し、事業の
　　充実に努める。また、保護管理の担い手の育成も併せて努めていく。鳥獣保護センターは、
　　傷病鳥獣の保護・治療及びリハビリ施設及び県民の愛鳥意識の高揚のための施設として位置
　　づける。
　⑼　鳥獣保護の啓発として、鳥獣保護思想の普及、愛鳥モデル校の指定、法令の普及徹底を図
　　る

２　鳥獣保護対策
　鳥獣保護対策としては鳥獣保護区等を指定し、狩猟の適正化並びに鳥獣の保護を図っている。
　また、鳥獣の重要な生息地については、特別保護地区を指定して重点的に保護管理を行ってい
る。本県の鳥獣保護区等の指定状況は、平成25年度末現在151か所、面積51,411.7haである。
　また、県内各市町村に鳥獣保護員を設置し保護に努めている。狩猟者の資質の向上を図るため、
狩猟に関する講習会を実施するなど適正な狩猟が行われるよう努めるとともに、保護増殖のため、
キジ放鳥を行っている。
　野生鳥獣は、自然環境を構成する重要な要素であることから、鳥獣の保護思想の普及啓発のた
め巡回啓発、巣箱設置、鳥獣保護員の巡視等を実施するとともに、愛鳥週間のポスター原画募集、
愛鳥モデル校の巣箱の設置等教育活動を通じ愛鳥意識の高揚に努めている。しかし、一方におい
て野生鳥獣による農林水産物に対する被害もあるため、有害鳥獣捕獲を有効かつ適切に実施して
農林水産業の振興と調和を図っている。

名　称 既存面積及び箇所数 新規及び区域拡大 廃止及び区域縮小 計

図表12　鳥獣保護区等面積及び箇所数の計画期間（計画期間：H24.4.1 ～ 29.3.31）中の増減状況

鳥獣保護区
同特別保護地区
休猟区
特定猟具使用禁止区域
特定猟具使用制限区域
鉛製散弾使用禁止区域

33,725.6（103）
1,051.4 （9）

0 （0）
19,129.6（49）

0 （0）
11.5 （1）

 670.0（1）
 0（0）
 0（0）
 615（1）
 0（0）
 0（0）

 3,843.6（10）
 2.0（1）
 0（0）
 0（0）
 0（0）
 0（0）

 30,552（96）
 1,049.4（8）

 0（0）
 19,744.6（50）

 0（0）
 11.5（1）

〔単位：ha（　）内は箇所数〕
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３　傷病鳥獣救護対策
　病気や傷ついた野生鳥獣を指定の救護医や救護所で保護治療するにあたり、獣医師等の連携を
図ることにより、機動的に傷病鳥獣の保護、収容及び介護を行っている。

４　鳥獣保護センターの運営
　県では傷病鳥獣救護等鳥獣保護思想の普及啓発や鳥獣保護に関する調査等の効果的実施を図る
ため、紀美野町国木原に鳥獣保護センターを設置している。この施設では主に、救護された傷病
鳥獣の野生復帰までのリハビリや治療を行っている。施設の主な概要として、入院室、処置室の
ある管理棟、大型動物・小型動物を収容、飼育できる飼育棟（屋外リハビリゾーン含む）、また
鳥類飼育のためのフライングケージ等を備えている。

５　カモシカ調査
　紀伊山地カモシカ保護地域において、特別天然記念物であるカモシカに関し、和歌山、奈良、
三重の３県が合同で定期的に特別調査を実施している。特別調査は、昭和61 ～ 62年度、平成４～
５年度、平成12 ～13年度に行っており、第４回を平成20 ～21年度に実施した。また、昭和63年度
からは特別調査を補完するため県内のカモシカ保護地域で通常調査を実施している。調査内容は、
カモシカの分布、生息密度、個体群など生息状況とその生息環境をも含めた総合的な資料の収集
を行い、保護地域におけるカモシカの保護管理施策を検討する資料を作成するものである。

６　和歌山県サル捕獲事業の実施
　現在、県内には有田川以南のほぼ全域にニホンザルが生息し、多様な生物による豊かな自然環
境の一部を形成している。これらの個体群は本県だけでなく本州全域の中でも貴重な存在として
位置づけられている。こうした中、平成11年度の調査により、従来、ニホンザルの群れが生息し
ていなかった本県北部において、外来種であるタイワンザルが野生化して繁殖し、在来種のニホ
ンザルとの交雑が進んでいることや、農作物被害を引き起こしていることが確認された。このま
ま繁殖が続くと生息域及び被害地域が拡大し、ニホンザルの遺伝子かく乱が紀伊半島全域、やが
ては本州全域に波及することが懸念されるため、サル捕獲事業を行っている。

７　和歌山県レッドデータブック
　県では、貴重な自然の状況を把握し、県として保全の対象とすべきものを明らかにするため、
平成13年３月に「保全上重要なわかやまの自然－和歌山県レッドデータブック－」を発刊した。
　しかし、野生生物の育成・生息環境は刻々と変化し、また自然環境についての学術的知見の蓄
積も進んできたことから、平成21年度に和歌山県レッドデータブック改訂委員会による改訂作業
を開始し、平成24年３月に改訂版を発刊した。

名　称 既存面積及び箇所数 新規及び区域拡大 廃止及び区域縮小 計

図表12　鳥獣保護区等面積及び箇所数の計画期間（計画期間：H24.4.1 ～ 29.3.31）中の増減状況

鳥獣保護区
同特別保護地区
休猟区
特定猟具使用禁止区域
特定猟具使用制限区域
鉛製散弾使用禁止区域

33,725.6（103）
1,051.4 （9）

0 （0）
19,129.6（49）

0 （0）
11.5 （1）

 670.0（1）
 0（0）
 0（0）
 615（1）
 0（0）
 0（0）

 3,843.6（10）
 2.0（1）
 0（0）
 0（0）
 0（0）
 0（0）

 30,552（96）
 1,049.4（8）

 0（0）
 19,744.6（50）

 0（0）
 11.5（1）

〔単位：ha（　）内は箇所数〕

図表13　鳥獣保護区等の設置状況　（平成26年３月31日現在）
鳥獣保護区 休猟区 鉛製散弾使用禁止区域 特定猟具使用禁止区域 計

箇所

100
（8）

31,655.6 
（1,049.4） 0 0 1 11.5 50 19,744.6 151 51,411.7

面　積 箇所 面　積 箇所 面　積 箇所 面　積 箇所 面　積
区分

県内
全域

（注）　（　）内は特別保護地区、鳥獣保護区内に指定するので内数である。

ha ha ha ha ha
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　私たちは、自然とのふれあいを通して心のやすらぎを得、自然の大切さを知るとともに、自然
から多くの恵みを享受することにより、農林水産業を営んできた。
　ここでは、自然と親しむことのできる環境整備を目指すための「自然環境とのふれあいの推
進」と、これまで人間の営みを介して維持・活用されてきた自然の恵みを今後とも享受し得る環
境づくりを目指した「森林や農地、沿岸域等の保全と公益的機能の維持・増進」、地域の自然環
境を意識し活用することで地域への愛着を育み、地域の活性化を目指した｢自然を活かした地域づ
くり｣の３つの方向で施策を展開している。

　本県は、紀伊山地の雄大な山並みをはじめ、大小多数の河川、海岸など様々な自然環境資源に
恵まれている。この資源を活かすため県内で17の自然公園が指定され、多くの人々が県内外から
訪れて自然とのふれあいを楽しんでいる。これらの自然公園は、自然環境を保全する上で重要な
役割を果たすとともに、観光資源として、また自然体験の場としても大きな役割を担っている。
　また、沿岸域も様々な自然とのふれあいの場となっており、多くの人々が海水浴や潮干狩り、
釣りなどを楽しんでいる。さらに、県内には100近くの温泉地が点在し、県内外の人が多く利用し
ている。
　県では、安全で快適に自然とふれあい、体験する場を提供するため、自然公園内の園地や野営
場、休憩所などの施設、自然公園や文化財などを有機的に結ぶ長距離自然歩道、森林公園や生活
環境保全林などの森林空間等の施設整備を行っている。

　環境や健康に対する関心の高まりやアウトドアブームなどにより、自然の中で充実した時を過
ごしたいというニーズが高まっている。こういった声にこたえるため、自然公園を中心に、自然
環境の保全に配慮しつつ、野生体験、自然観察、野外レクリエーション等自然とふれあう場を計
画的に整備するとともに、施設の維持管理を適切に行っていく必要がある。また、そういった施
設を効果的に利用し、自然に対する知識と理解を深めるためのシステムづくりも必要である。さ
らに温泉については、すぐれた天然資源として保護と利用を進める必要がある。
　自然の中で人が活動する際には一定のルールのもとで、賢明な利用を図る必要がある。様々な

第２節 自然環境とのふれあいと活用

Ⅰ　自然環境とのふれあいの推進

現　状

課　題

和歌山県環境基本計画　自然環境とのふれあいの推進に関する環境指標
目　標 計画策定時 現況値

年 度
H24
H25

値
21,764
233.9

年 度
H20
H22

値
20,573
228.3

年 度
－
H27

千人
km

自然公園利用者数
自然歩道整備延長

目標値
単位指　標　項　目

－  
298.3

　・自然公園の利用者数が前年度より増加した理由は、平成23年度に発生した東日本大震災及び台風12号
　　による紀伊半島大水害の影響が和らぎ、観光客数が回復したためと考えられる。
　・自然歩道の整備延長は、増加しているものの目標値の約78％にとどまっている。
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自然とのふれあいの場や機会を提供すると同時に自然の大切さが多くの人々に理解されるような
働きかけを行うことが重要である。

１　自然公園の施設整備
　優れた自然環境を有する自然公園において、自然とのふれあいを求める住民のニーズに応え、
安全で快適な自然体験の場を提供するため、その自然環境の保全に配慮しながら、園地、野営場、
公衆トイレ、長距離自然歩道などの整備を進めている。
　これまで設置した公園施設の老朽化が進んでいるため、今後は公園施設の改修や更新に重点を
移していく。
　また、紀の国わかやま国体・紀の国わかやま大会に向けた「和歌山おもてなしトイレ大作戦」
の取組の一環として、平成25年度、平成26年度の２か年で、県立自然公園内の公衆トイレ等を対
象に、温水洗浄便座、小便器の自動洗浄センサーの設置等、トイレの快適性向上を進めている。

２　自然公園の保護と利用
　⑴　自然公園の保護・管理
　　　自然公園は、その優れた自然景観の保護を図るため、公園区域及び公園計画を定めている。

　　　これらの地域では、国立・国定公園においては自然公園法、県立自然公園においては県立
　　自然公園条例に基づき、工作物の新築・改築や木竹の伐採等の各種行為について、一定の基
　　準を設け、許可等を要することとし、その風致景観の保護に努めている。

取　組

図表14　公園計画の構成

公園計画 規制計画

施設計画

保護規制計画 　 特別地域
（陸地のみ）

海中公園地区
（国立・国定のみ）

普通地域
（陸地・海域）

特別保護区
（国立・国定のみ）

第1種特別地域

第2種特別地域

第3種特別地域

利用規制計画

利用施設計画
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　　　自然公園の管理体制については、県及び各市町村の担当課室が協力して、その維持・管理
　　に努めるとともに、国立公園においては、これらに加え、環境省近畿地方環境事務所及び同
　　熊野自然保護官事務所が管理事務を行っている。また、国から委嘱された38名の自然公園指
　　導員や知事から選任された107名の和歌山県自然公園指導員が自然公園の管理及び自然環境の
　　保護並びに自然公園の適正な利用を図るため、利用者に対する指導・助言等を行っている。
　　　環境月間（毎年６月）、自然公園クリーンデー（毎年８月第１日曜日）等に実施される美
　　化清掃活動をとおして、県は自然公園内でのマナーの向上や、美化に対する啓発を行ってい
　　る。
　⑵　車馬等の乗入れ規制地区の指定
　　　近年、レジャー用を中心に普及の著しいオフロード車、モーターボート等の無秩序な乗り
　　回しにより、自然公園内の自然景観や動植物の生育・生息環境が悪化している地域が見られ
　　問題となっている。
　　　このような状況に対応するため国立・国定公園の特別地域内で環境大臣が指定した地域に
　　おいて、車馬、動力船あるいは航空機を乗り入れることは要許可行為とされている。この指
　　定がなされた地域を「乗入れ規制地区」という。
　　　同様に、県立自然公園については、県立自然公園条例において、知事が指定した地域に車
　　馬等の乗り入れが規制されている。
　　【乗入れ規制地区の指定要件】
　　　①　現在、相当程度の車馬の使用などがある地域で、そのために動植物の生息・生育環境
　　　　や植生の破壊等自然環境への影響が生じているか、その恐れが大きい地域。
　　　②　現在、車馬の使用等の例はないが、その被害が将来生じることが十分に予想され、　
　　　　かつ当該地域の自然が特に脆弱又は貴重であり、厳正な保護を図る必要のある地域。

３　南紀熊野ジオパーク構想
　ジオパークとは、「ジオ（地球）に親しみ、ジオを学ぶ旅、ジオツーリズムを楽しみ、成り立
ちとしくみに気付き、生態系や人間生活との関わりを考える場所」とされ、日本ジオパーク委員
会に認定された地域である。
　大地をおりなす地形や地質にはじまり、そこで育まれた地域の宝ものを再発見し、それらを保
全するとともに、地域活性や教育や観光などに活かそうというジオパーク活動が日本各地に広
がっている。（平成26年７月現在で33地域が日本ジオパークに認定。）
　本県南部地域は、プレートの沈み込みという地球のダイナミックな動きによって形成された３
つの地質体（付加体・前孤海盆堆積体・火成岩体）から成る学術的にも貴重な場所である。この
特徴的な大地には、黒潮の影響による温暖湿潤な気候によって多様な自然が形成され、熊野信仰、

図表15　車馬等乗入れ規制地域一覧
海浜名 公　園　名 市町名 面積 ha 指定理由 規制期間

千里の浜

大　浜

みなべ町

新宮市

通　　年7

29

田辺南部白浜海岸県立自然公園

吉野熊野国立公園

アカウミガメの
上陸･産卵地

５月１日から
９月30日まで

アカウミガメの
上陸･産卵地
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筏流し、古式捕鯨、などの独自の文化も発達してきた。さらに三段壁、千畳敷、橋杭岩、古座川
の一枚岩、那智の滝、瀞八丁など優れた景勝地が多数存在し、古くから観光地として知られてき
た地域でもある。
　こうしたことから、紀南９市町村（新宮市、白浜町、上富田町、すさみ町、那智勝浦町、太地
町、古座川町、北山村、串本町）を「南紀熊野ジオパーク構想地域」とし、平成25年２月には、
県、市町村、教育委員会、地域の商工関係団体、観光関係団体、研究者等の産学官で構成される
「南紀熊野ジオパーク推進協議会」を設立した。そして平成26年度の日本ジオパーク認定を目指
して、ジオパークの見どころとなるジオサイトの選定、ジオパークの普及啓発、ジオパークガイ
ドの養成やジオツアーの実施等に取り組んでいる。

４　近畿自然歩道の整備
　環境省では、国民が広く自らの足で自然や史跡などを訪ねることにより、健全な心身を育成し
自然保護に対する理解を深めることを目的とし、自然公園や文化財などを有機的に結ぶ全国長距
離自然歩道網、約21,000㎞の整備計画を進めている。県内においても、平成９年度に、近畿自然歩
道の路線及び整備計画（路線延長約510㎞：53コース）の決定がされ、平成17年度からは自然環境
整備計画に基づき、長距離自然歩道やその付帯施設の整備を進めている。
　近畿自然歩道では、自然ふれあいウォーキングコース整備事業を実施している。平成25年度は、
「稲葉根王子を訪ねるみち」において、崩落法面の補修の後、24名参加のもとウォーキングイベ
ントを実施した。

南紀熊野ジオパーク構想地域 ジオパークガイド養成講座
めざせ！南紀熊野
ジオパークマーク

稲葉根王子を訪ねるみち　ウォーキングイベント
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５　温泉の保護と利用
　温泉は、保養・休養のほかに、慢性疾患等の治療の手段としての利用や観光資源としての利用
等、幅広く活用されている。
　温泉資源保護のため、温泉の掘削・増掘、動力を設置する場合には、温泉法に基づく知事の許
可が必要とされている。本県における平成25年度の許可件数は、掘削、動力装置ともに０件で
あった。また、温泉を公共の浴用または飲用に供する場合も知事の許可が必要であり、平成25年
度の許可件数は、37件であった。

図表16　近畿自然歩道整備箇所表

年度

24

コ　ー　ス　名

鹿ヶ瀬峠越えのみち

紀州富士展望のみち
熊野女夫坂をたどるみち
牛馬童子を訪ねるみち

市町村名：公園名

日高町：区域外

事業費
（千円）

25,161

整 備 内 容

公衆トイレ

25 稲葉根王子を訪ねるみち 田辺市、上富田町：区域外 995 崩落法面の補修
石積復旧、草刈り

22
牛滝丁石地蔵を訪ねるみち 紀の川市、かつらぎ町：

金剛生駒紀泉国定 3,104 案内板、指導標識

21
20

紀の川市：龍門山県立
田辺市中辺路町：区域外
田辺市中辺路町：区域外

17,608
22,359
27,000

歩道、案内板、指導標識
山岳トイレ
山岳トイレ

※　平成20年度以降実施分

　図表17　近畿自然歩道（和歌山県ルート図）
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　平成19年６月の改正温泉法の施行により、可燃性天然ガス（メタンガス）による災害の防止の
ための措置が必要となった。平成25年度におけるメタンガスの安全対策を確認する温泉採取許可
件数は１件であった。また、メタンガスが一定濃度以下であることを確認する件数は３件であっ
た。
　本県は全国でも有数の温泉県であり、その歴史は古く、温泉にまつわる伝説が各地に残されて
いる。県では、開発に伴う湧出量の減少に対して、温泉保護対策実施要綱をまとめ主要温泉地の
保護を行っている。白浜温泉・椿温泉及びその周辺地域、勝浦・湯川温泉及びその周辺地域、湯
の峰温泉・川湯温泉及びその周辺地域、龍神温泉及びその周辺地域の４か所において、保護対策
が行われている。

６　根来山げんきの森
　本県では、岩出市根来地区で195haの里山区域を森林公園として整備している。この公園の基本
理念は、「人が育てる森・人を育てる森」であり、これは、県民が森づくりを通じて自然と親し
みつつ、豊かな環境を創造していくという、人と自然の共生の理念を目的としたものである。

７　「わかやまの山村」絵画コンクール
　県内の園児、児童、生徒を対象に、山の恵みとそれを支えてきた山村に対する理解と認識を深
めてもらうために、遊びや学習などの体験を通して知った実際の山村の暮らしや風景、山村のイ
メージ等をテーマにした絵画を募集して優秀作品等を表彰している。県が実施する絵画コンクー
ルとしては広く学校等に定着しており、子どもたちが山村について理解と関心を深める良い機会
となっている。
　平成25年度は、144校から総数1,424点の応募があった。

可燃性天然ガス濃度測定の様子
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　〔最優秀作品（うばめがし賞）〕

８　かしの木バンク
　かしの木バンクは、子ども達を中心に、カシやシイ・クヌギなどのどんぐりを集め、それを貯
金してもらい、集められたどんぐりは苗木に養成し、どんぐり100個あたり一本の苗木を払い戻す
システムである。払い戻された苗木は地域の緑化に役立ててもらっている。

　森林は、木材生産の場としてだけでなく、水源かん養や大気の浄化機能、県土の保全、生物の
多様性の確保等の公益的機能を有しており、県民に様々な恵みをもたらしている。また、森林の
CO2吸収能力は、地球温暖化対策として大きくクローズアップされており、本県の森林は地球環
境の保全に大きな役割を果たしているといえる。
　県土面積のうち森林面積は362,646ha（平成26年４月現在）で、森林率は77％を占め、全国平
均を上回っている。このうち民有林が95％と大半を占めており、国有林は５％にすぎない。民有
林のうち人工林面積は208,707haで、人工林率は61％、また人工林蓄積（材積）は、77,985千㎥で
資源が充実しつつある。人工林の97％がスギ、ヒノキで占められており、林齢が100年生を超え
る森林も県内数箇所に存在している。一方、天然林は広葉樹林が大半を占めており、県南部を中
心に常緑広葉樹林が広がり、すさみ、串本両町などの沿岸部では、県木であるウバメガシの純林
やウバメガシ、ハマヒサカキ、イブキ等を中心とする風による樹形が変形した植物群落が見られ
る。また、一部沿岸の小島には亜熱帯性の植物により構成される森林もあり、独特の景観を形成
し、自然公園区域に指定されている。県北部では、コナラ等の落葉広葉樹林が主となり、カシ類
との混交林も広く分布している。国内における木材価格の低迷等によって林業を取り巻く情勢は
厳しく、さらに、生活の中で薪や炭の需要が少なくなり里山の維持管理が十分行えなくなってき
たこと等により、放置された森林や里山が増加している。
　農地は食糧等の生産のほか、水源かん養や水質の浄化機能、生物の生息空間の確保等の公益的
機能を有しており、県土の環境保全に多様な役割を果たしている。本県の農業は、県土の約８％

Ⅱ　森林や農地、沿岸域等の保全と公益的機能の維持・増進

現　状

山崎北保育園5歳児
（岩出市）

松江小学校3年生
（和歌山市）

串本中学校3年生
（串本町）

南部高等学校3年生
（みなべ町）
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を占める耕地を積極的に活用し、基幹産業のひとつとして営まれてきた。しかし、農村地域では、
農業労働力の脆弱化、遊休農地の増加、集落機能の低下などの様々な問題が生じているとともに、
市街地周辺では、開発等によって農地が減少している。
　沿岸域は多様な生物を育むとともに、水質の浄化や気象緩和等の公益的機能を有している。本
県には良好な漁場が存在するが、河川等からの環境負荷物質の流入、自然海岸や藻場喪失等に
よって、生物を育む機能の低下が危倶されている。

　私たちは、引き続き森林や農地、沿岸域から自然の恵みを享受しながら適切に管理し、それぞ
れが持つ多様な公益的機能を維持・増進していかなければならない。
　森林では、林業の振興を図るとともに、樹種・樹高が異なる複層林化等による森林の多面的な
機能の保全管理や循環型自然素材である木材の積極的な活用等を促進することによって、森林を
健全な状態で保全していく必要がある。
　農地では、農業の担い手の確保・育成等による農業経営の支援や、都市との交流等による地域
としての活力の維持・増進に努めること等によって、農地とその周辺に広がる自然と一体となっ
た田園風景を良好な状態で継承していく必要がある。さらに、ニホンジカによる森林の植生被害
などが深刻化しており、野生鳥獣との共生を図ることが課題となっている。そこに棲む野生鳥獣
を適切に保護管理することによって、森林や農地に形成される生態系を保全していくことが必要
である。
　沿岸域では、河川等から流入する環境負荷物質の低減や海の適切な利用に努めると同時に、海
に豊かな栄養分を供給し続けることが可能な森づくりに努める必要がある。
　農林水産業も活動を営む中で環境へ負荷を与えており、農業において使用される肥料による河
川や地下水への影響、養殖漁業による海域への影響などが懸念される。森林や農地、沿岸域が有
する公益的機能を将来にわたって継承するには、個々の環境資源を保全するだけでなく、農林水
産業を健全に維持し、環境への負荷を低減することなどによって、自然の循環機能を維持・発揮
することが大切である。このため、土づくりを基本として、化学肥料や農薬の使用量の低減を併
せて行う農法への転換や、汚濁負荷の少ない養殖の推進などが必要である。

和歌山県環境基本計画　森林や農地、沿岸域等の保全と公益的機能の維持・増進に関する環境指標
目　　標

単位指標項目
目標値
35,000
12,500
101,370
－　
1,450
－　

ha
ha
千㎥
㎥
ha
ha

耕地面積
森林整備面積
森林蓄積量
県内木材需要量
エコファーマー取組面積
保安林面積

　・耕地面積は、近年都市化の鈍化、社会経済諸活動の成熟化等により、全体として減少率が低下しており、
　　今後も減少はするものの平成27年まで概ね現状維持になると見込まれる。
　・森林蓄積量は、計画策定時（平成22年度データ）から、1,560千㎥増加している。
　・木材需要量は、計画策定時（平成21年度データ）から、71千㎥減少している。
　・エコファーマー取組面積は、計画策定時（平成21年度データ）から136ha減少している。
　・保安林は増加している。

年度
H27
H29
H27
－
H25
－

35,200
9,300
96,490
319,000
1,283
127,754

H22
H21
H22
H21
H21
H22

34,600
6,187
98,050
248,000
1,147
131,622

H25
H25
H25
H24
H25
H25

計画策定時
値 年度

現　況　値
値 年度

課　題
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１　保安林の整備
　森林のもつ公益機能である、水資源のかん養、山崩れや洪水等災害の防止、保健休養の場の提
供等の役割をより高度に発揮させるため、それぞれの目的に応じ、水源のかん養、土砂の流出の
防備・潮害の防備等13種類の保安林として、県内森林面積の36％にあたる131,622haを指定し、適
切な施策を実施し、その保全を図っている。
　また、保安林機能の低下を防止するため、指定の目的に即して機能していないと認められる保
安林を特定保安林に指定し、造林・保育を計画的に推進している。その他にも、山地災害の防止、
水資源のかん養のための保安林等の適正な配置を進めるとともに、荒廃し、あるいは著しく機能
の低下した森林について、森林整備・荒廃地の復旧等の対策を総合的に実施している。

２　保健休養のための森林の活用
　近年、森林をはじめ緑資源に対する関心が高まり、森林を森林浴等のレクリエーション活動の
場として利用することが多くなっている。これらに対応し、県では保健保安林の指定を進めてい
る。

取　組

図表18　保安林の種類別面積面積

国　　有　　林面積
林野庁所管の国有林種類 林野庁以外の所管の国有林 民　有　林 計

水源かん養
土砂流出防備

土砂崩壊防備

15,372
508

防風
水害防備
潮害防備

12
－　
－　

－　
－　
4

1

1
0
164

13
0
168

落石防止 －　 －　 6 6

魚つき
航行目標

5
－　

－　
－　

386
1

391
1

－　 －　 （17）
644

（17）
644

干害防備 －　 －　 （165）
999

（165）
999

防火 －　 －　 （5）
18

（5）
18

保健

風致

計

（42）
287

27

（42）
16,211

－　

－　

5

（3,042）
310

（131）
50

（3,360）
115,406

（3,084）
597

（131）
77

（3,402）
131,622

－　 84,512
28,315

99,884
28,824

（平成26年３月31日現在）単位：ha

（　）書きは他種保安林との重複を示す内数字
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３　遊休農地の解消と農地の有効活用
　担い手の高齢化や後継者不足等により年々増加している遊休農地について、農業生産活動の再
開及び農地保全に努める農業者等への支援として耕作放棄地再生利用緊急対策事業や、多様な担
い手が参画する農地保全活動モデルを構築するためNPO等が持つ新たなアイデアを生かした耕作
放棄地再生活動協働モデル事業を推進している。また、牛・山羊の放牧による遊休農地の保全管
理をモデル的に実施するなど農地再生に向けた提案や、地域のニーズに対応した市民農園などの
新たな農地活用の促進に努めている。

４　県土の保全及び水資源のかん養
　本県は年間降水量が多く、地形も急峻で地質的にも災害が起こりやすい状況にある。
　また森林の手入れ不足等による荒廃森林が増加傾向にあることから、山腹崩壊や、土石流など
の山地災害が発生する危険性が高くなっている。居住地域が山地や山麓周辺にまで広がっている
ため、山地災害等に対する地域住民の不安は大きく、山地保全に対する関心は高くなっている。
　また、昨今の水需要のひっ迫などから、森林のもつ保水力、水質の浄化や水資源の安定供給機
能が注目されており、水源かん養機能の高い森づくりが求められている。治山事業は、森林の維
持造成を図り、その森林の持つ公益的機能によって我々の生活を守ることを基本理念としながら、
現在、地域の特色に応じ、自然環境に調和した事業や、森林のもつ水資源のかん養機能をさらに
高めるための森林整備を実施し、安全で潤いのある県土づくりを推進している。

５　森林の保全と緑化の推進
　健全な森林の造成を図るため、造林事業、間伐事業や森林病害虫等防除事業を進めるとともに、
林野火災から森林を守るため森林のパトロールを行う等、森林の保全に努めている。また、高ま
りつつある緑に対する県民の要請に対処するため、昭和54年度に緑の拠点として植物公園緑花セ
ンターを設置し、県民の憩いの場として、また、緑化意識の高揚の場として整備し、広く県民に
利用されている。
　また、昭和61年から、護摩壇山周辺に残る貴重なブナ林とその周辺森林を購入し、その保全を
図るとともに、一部を緑と親しむ空間として整備し、森林公園として開放するとともに、岩出市
に県立森林公園「根来山げんきの森」を整備し、ボランティア作業や森林体験を通して森林の魅
力と役割を広く県民にＰＲしている。さらに緑化対策事業、緑化運動及び緑化宝くじの収益によ
る地域緑化に関する諸事業の積極的な推進に努めている。

６　森林環境保全整備事業
　森林の有する国土保全、水源かん養等の公益的機能の高度発揮に資するため、人工造林、間伐
等保育を推進している。

７　紀の国森づくり税・紀の国森づくり基金活用事業
　水源のかん養、県土の保全等の公益的機能を有する森林から全ての県民が恩恵を受けていると
の認識に立ち、森林を県民の財産として守り育て、次の世代に引き継いでいくことを目的として
紀の国森づくり税を課し、紀の国森づくり基金に積み立てている。
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　平成19年度より、紀の国森づくり基金を活用し、県民主体、県民との協働を重視し、森林環境
の保全や森林と共生する文化の創造に資する事業を公募方式などにより実施している。
　また、平成21年度からは、貴重な自然生態系を持つ森林及び景観保全上重要な森林を保全する
ため、森林の公有林化を推進している。

８　ニホンジカ保護管理計画
　ニホンジカによる農林業被害は、毎年多く、様々な対策を講じているにもかかわらず、高水準
で推移しており、また生態系への悪影響が生じている。これらの被害を軽減することとニホンジ
カ個体群の安定的な維持を図ることを目的として、ニホンジカ保護管理計画を策定し、捕獲圧の
強化とメスの重点捕獲、防護策の設置、被害発生要因（餌場や隠れ場所）の除去や追い払い等を
実施している。
　増えすぎた個体数を減らすため、年間９千頭の捕獲を実施することとし、近年捕獲数は一貫し
て増加してきた。平成24年度は9,433頭の捕獲を行ったが、農業被害は4,666万円と依然高水準であ
る。

９　漁業集落環境整備事業
　漁港背後集落における生活環境の改善を総合的に図るとともに海域の水質改善に資するため、
漁業集落排水施設の整備を行っている。平成25年度は雑賀崎漁港（和歌山市）・衣奈漁港（由良
町）について実施した。

10　環境にやさしい農業・水産業の推進
　⑴　農業用廃プラスチックの適正処理推進
　　　施設園芸の円滑な振興及び環境保全を図るため、施設園芸から排出される農業用使用済み
　　プラスチックについて、適正処理の啓蒙等を行うとともに、回収及び再生処理の推進を行っ
　　ている。
　⑵　エコ農業推進モデル事業
　　　堆肥等有機質資材の施用による土づくりを基本に、化学合成農薬・化学肥料に頼らない環
　　境にやさしいエコ農業の推進を図っている。エコファーマー認定制度により、持続性の高い
　　農業生産方式の導入を促進するとともに、和歌山県特別栽培農産物認証制度や有機ＪＡＳ認
　　証制度を活用したエコ農産物の高付加価値化等を推進している。
　　　エコファーマーの取組面積は減少傾向にあるが、化学合成農薬・化学肥料の使用を県慣行
　　基準の半分以下にした和歌山県特別栽培農産物認証制度の取組面積や、化学合成農薬・化学
　　肥料を一切使用しない有機ＪＡＳ認証ほ場の面積は増加傾向にある。
　⑶　総合的病害虫管理（IPM）の推進
　　　輪作、抵抗性品種の導入や土着天敵等の生態系が有する機能を可能な限り活用すること等
　　により、病害虫の発生しにくい環境を整える総合的病害虫管理（IPM）を進めるため、野
　　菜・花・果樹栽培において、IPMを実践する上で必要な農作業の工程指標の作成に取り組ん
　　でいる。
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　⑷　漁場環境保全技術の開発
　　　海域の環境浄化、幼稚仔魚の生息場、貝類の餌料として重要な藻類の藻場造成をその生息
　　環境に応じた手法で実施するとともに、食用藻類の増養殖技術の開発に取り組んでいる。
　⑸　ウメのエコ農業の推進
　　　病害虫防除による環境負荷を軽減するため、病害虫の発生動向に基づいた効率的かつ効果
　　的な防除を推進するとともに、ケシキスイによる食害を軽減するための収穫果実の水浸漬処
　　理等物理的防除を組み合わせた総合的防除体系を確立し、ほぼすべての農家が取り組んでい
　　る。
　　　また、ウメ剪定枝の簡易堆肥化技術の開発、梅調味残液を利用した水田の雑草抑制や鶏ふ
　　ん堆肥化技術の開発等を行い、地域有機質資源の循環的な利用に取り組んでいる。

11　畜産経営における環境保全対策の推進
　⑴　畜産の生産環境の現状
　　　近年、畜産の生産環境は、都市化の進行等により周辺の環境との調和が求められている。
　　このため、関係機関等との連携の下、周辺環境と調和のとれた畜産経営の推進を図っており、
　　農家の意識改革が進んでいる。
　⑵　家畜のふん尿処理の動向
　　　県内の畜産経営体のうち、牛は10頭未満、豚は100頭未満、鶏は2,000羽未満を除いた109戸
　　の家畜ふん尿処理の利用施設については、図表19のとおりである。

　　　主な処理施設は、堆肥舎によるものが71戸と全体の57％を占めており、強制発酵施設20戸
　　（16％）、乾燥（天日・機械式）施設11戸（9％）、簡易対応9戸（7%）その他（焼却施設含
　　む）8戸（7％）、汚水浄化施設5戸（4％）、の順となっている。
　　　畜種別に見ると、全畜種ともに堆肥舎が中心であるが、肉用牛の強制発酵施設や採卵鶏の
　　乾燥（天日・機械式）施設による経営体も比較的多い。
　　　処理されたたい肥は、耕種農家等における土づくり等に利用されることが重要であること
　　から、今後も資源としての有効利用を推進していく必要がある。　　
　⑶　環境保全の基本方針
　　　畜産経営における環境保全は、畜産農家の責務の自覚のもとに地域社会と調和を図ること
　　を基本として、必要な施設の整備と効率的な運用を推進し、環境汚染の防止に努めることと
　　している。

主な処理施設別利用経営体数（延数）

堆肥舎 強制発
酵施設

乾燥（天日・
機械式）
施設

貯留槽 液肥化
施設

汚水浄
化施設 簡易対応 その他

（焼却施設含む）

調査対
象総数
（戸）

区分

畜種
乳用牛
肉用牛
豚
採卵鶏
ブロイラー
計

11
41
6
25
26
109

11
49
8
29
27
124

5
29
4
16
17
71

3
11
1
3
2
20

1
1
0
9
0
11

0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0
0

2
2
1
0
0
5

0
4
1
0
4
9

0
2
1
1
4
8

図表19　家畜ふん尿処理の利用施設（平成25年度）



第２章　人と自然とが共生する社会の構築

32

　⑷　畜産バイオマス利活用推進事業（平成25年度）
　　１）家畜ふん尿処理施設等実態調査
　　　　地域と調和した健全で安定的な畜産経営の確立を図るため、処理施設等の実態を調査し
　　　ている。
　　２）家畜ふん尿処理施設・機械等整備推進
　　　　環境汚染の防止及び家畜ふん尿の適切な処理並びに耕種農家との連携による堆きゅう肥
　　　の利用促進のため、家畜ふん尿処理施設・機械等の整備を推進している。
　　３）その他
　　　　畜産に起因する環境問題を未然防止するため、畜産農家に対する巡回及び指導を実施し
　　　ている。
　⑸　養鶏環境改善技術の開発
　　　地域内循環型社会の構築を目的に、鶏ふんと食品残さ等バイオマス資源を有効活用した製
　　造過程で悪臭が出にくい良質堆肥の技術開発を行った。

　自然環境を適切に管理・維持していくためには、その基盤となる農山漁村など地域の活性化が
必要不可欠である。しかし、基幹産業である農林水産業は、高齢化・過疎化や所得の減少等によ
り厳しい状況に直面している。また、地域活動の停滞などにより、地域で支え合うコミュニティ
機能が低下し、地域の活力が失われようとしている。
　こういった問題に対処するためには、農林水産業の振興を図るとともに、地域の豊かな自然環
境や優れた歴史・文化の魅力を活かして、エコツーリズムの推進や、県民参加型の森づくりの機
会の創出等により、都市と地域の交流を促進し、地域の活性化を図らなければならない。
　県内に暮らす人々や県内を訪れるすべての人々に地域の環境資源の魅力を感じてもらい、また、
地域の人々にはその環境資源に愛着や誇りをもってもらえるような取り組みを行い、自然を活か
した地域づくりにつなげていく必要がある。

１　農業体験活動の推進
　県内小中学校等の児童、生徒に体験を通して食と農の大切さを伝え、理解を深めてもらうため、
農業体験学習の支援活動を実施している。

Ⅲ　自然を活かした地域づくり

現状と課題

　和歌山県環境基本計画　自然を活かした地域づくりに関する環境指標
目　標 計画策定時 現況値

年 度

H25

値

26

年 度

H21

値

28

年 度

－万人

目標値
単位指　標　項　目

－  体験型観光客数

取　組
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２　子ども農山漁村交流の推進
　子どもの農山漁村での宿泊体験活動は、農林漁家での民泊などを通じて、豊かな自然の中で農
山漁村の生活を実際に体験することで、子どもの豊かな人間性や社会性を育むとともに、農山漁
村の地域づくりに繋がる。また、農業体験や森林での間伐体験などを通じて、食の大切さや環境
の大切さを学ぶことができる。平成25年度は、12小学校で実施した。
○受入実施地域
　紀美野町「紀美野民泊協議会」
　紀の川市「紀の川市子ども農山漁村受入協議会」
　かつらぎ町「かつらぎ町ふるさと発見推進協議会」
　有田川町「有田川町子ども農山漁村交流受入協議会」
　印南町「いなみかえるの宿」
　日高川町「ゆめ倶楽部２１」
　田辺市「田辺市子ども農山漁村交流受入地域協議会」
　白浜町「 一般社団法人　南紀州交流公社」
　すさみ町「すさみ町子ども農山漁村交流受入地域協議会」

３　過疎集落再生・活性化支援事業
　個別の集落や市町村全体ではなく、住民生活の一体性を重視し、過疎生活圏単位の課題に対す
る総合対策を実施している。
　行政主導による支援施策ではなく寄合会を組織し、住民主導により地域資源を活用した活性化
などの課題に総合的に取り組んでいる。
　例）農山漁村体験、耕作放棄地再生、薪ボイラーによるエコ農業推進

４　体験観光魅力アップ事業
　本県の自然、生活、歴史文化等を活用した体験型観光の質の向上、旅行商品としての素材の発
掘、促進販売活動を実施し、誘客促進を図っている。新規体験メニューの開発や体験者が利用し
やすい受入体制づくりへの支援、体験提供者等を対象とした研修、語り部の資質向上、企業とタ
イアップした体験ＰＲを進めている。

農業体験活動　田植えと稲刈りの様子

農家民泊先での体験の様子
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　私たちの生活空間やその周辺に存在する緑や水辺といった身近な自然は、人々の暮らしを豊か
なものとする重要な環境資源である。これらの資源を保全するとともに、今後のまちづくりの中
で有効に活用し創造することを目指して「まちの緑や水辺、美しい景観の保全と創造」として取
り組みを進める。
　地域固有の歴史的・文化的資源は地域の個性を形成し、人々の地域への愛着をもたらす。これ
らの資源の存在価値を再認識し、その保全を目指して「歴史的・文化的資源の保存と活用」とし
て取り組みを進める。

　まちの緑や水辺は私たちの生活にうるおいとやすらぎを、また、まちなみや地域の美しい景観
は人の心をなごませ、地域の個性を生み出す。近年は、スプロール化現象などにより近郊の緑が
失われつつある一方で、都市公園や緑地の整備などにより新たな緑が創り出されている。都市部
の河川や沿岸域は、水質の汚濁やコンクリート護岸の建設などにより住民からは遠い存在となっ
ていたが、親水性の向上や水質の改善などにより再び豊かな生活空間の一部としての役割を果た
しつつある。まちの景観は道路、建物、河川など様々な構成要素により成り立っているが、それ
らの整備にあたっては景観に配慮されたものが増えてきている。

第３節 豊かな生活空間の保全と創造

Ⅰ　まちの緑や水辺、美しい景観の保全と創造

現　状

和歌山県環境基本計画　まちの緑や水辺、美しい景観の保全と創造に関する環境指標
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位指　標　項　目

　・一人あたりの都市公園面積は、目標値の79%にとどまっている。
　・電線類の地中化延長については、毎年一定の割合で増加している。

都市公園面積
電線類の地中化延長
多自然川づくり実施延長

H24
H25
H25

7.7
50.89
55.16

H21
H22
H21

7.7
44.4
43.76

－
H27
－

㎡/人
km
km

9.8
53.7
－  

円月島
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　県民の環境に対する要求は多様化、高度化し、生活空間の快適さに対する関心も高まってきて
いる。こういった社会的変化に対応するため、都市公園や緑地の整備を進めるほか、道路、公共
施設、河川などの公共空間や、工場・事業所などでの効果的な緑のレイアウトを推進する必要が
ある。さらに、それらまちの緑と近郊の緑とを結ぶ緑のネットワークづくりが必要である。
　また、県民の日常生活において憩いの場となり、ゆとりの空間となるような公園、広場、歩道、
水辺などのオープンスペースの整備を進める必要がある。地域の特性に応じた美しい景観づくり
には、県民、事業者、行政が共通の認識を持ち、それぞれの役割を果たすことが重要であり、行
政は公共事業の実施などに当たって先駆的な役割を担うとともに民間事業に対する誘導的措置を
講じることも必要である。

１　都市公園の整備
　都市公園は、都市の緑化・公害の緩和・災害時の避難場所の提供等の都市環境の改善、またス
ポーツ・レクリエーションの場として都市住民の健康な心身の維持・形成に寄与し、自然とのふ
れあいを通じて豊かな情操の育成に資することを目的として整備が行われている。本県の整備状
況は平成24年度末で都市公園面積659ha、都市計画区域内人口１人当たり都市公園面積7.7㎡であ
り、今後とも計画的、積極的な整備を推進する必要がある。

２　無電柱化事業
　安全で快適な通行空間を確保し、都市景観の向上を目指すとともに、台風や地震といった災害
による事故の防止や情報通信ネットワークの信頼性の向上を図るため、現在、無電柱化事業を推
進している。
　本県では平成10年度までは主に大規模商業地域を対象に無電柱化事業を実施してきたが、平成
11年度からはそれらを中規模商業系地域や住居地域に範囲を拡大し、平成22年度からは観光地の
無電柱化事業に積極的に取り組んでいる。

３　和歌川河川環境整備事業
　和歌山市内の河川における水環境を改善するため、底泥の浚渫、浄化用水導入、下水道整備等
を、国、県、市が協力して実施するとともに、地域の美化活動等により、総合的な取り組みを実
施している。
　また、和歌川河川整備事業としては、大門川の底泥浚渫を進めている。

４　「多自然川づくり」の推進
　豊かな自然に恵まれた和歌山の河川の整備では、河川環境の保全や連続した環境の確保、その
川らしい動植物の生息、生育環境の保全をめざし、河川特有の瀬、淵、河原といった河川形態な
どその川らしさを尊重し、河川の良好な景観の維持・形成をめざしている。

課　題

取　組
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５　景観条例及び景観計画
　本県らしい良好な景観の形成を図るため、県景観条例を平成20年４月から施行している。条例
では、公共事業景観形成指針に基づく公共事業の実施、良好な景観の形成に寄与する建造物等を
登録する景観資源登録制度など県独自の施策を定めている。
　平成21年１月から施行している県景観計画では、計画区域の範囲、特に重要である特定景観形
成地域の区域などを定めており、届出制度をはじめとする施策の実施により良好な景観の形成を
推進している。
　また、和歌山市、高野町、有田川町では、市町による景観条例を施行し、地域の特色を反映し
た景観形成を推進している。

　本県は、古くから国内外との交流や信仰の場としての歴史を持ち、その中で優れた独自の文化
を創り上げ、貴重な文化財や伝統を今日に伝えてきた。また、本県は、国宝の数が全国６位に位
置する等、有数の文化財の保有県であると同時に、高野山町石道や熊野参詣道、湯浅町湯浅の古
いまちなみなど地域の特色となる歴史的遺産にも恵まれており、これらの歴史的・文化的資源は、
県民の心のゆとりや地域への愛着を育んでいる。
　これまで長い歳月を経て伝えられてきた貴重な資源は、県民の財産として、今後とも積極的に
保存の措置を講じていくとともに、これらをとりまく周辺の環境をも含めた一体的な保全につい
て考慮する必要がある。
　これらの文化財のうち、重要なものを重点的に保護するため国及び地方公共団体は文化財保護
法等に基づき指定等の措置を講じている。県内に所在する文化財は、国指定（国選定を含む）の
ものが 444件、国登録が 175件（登録記念物５件含む）、県指定のものが 575件（平成26年４月１
日現在）あり、市町村指定文化財を含めると2,000件以上となる。
　県では、新たな文化財の掘り起こしに努めており、指定文化財の数は、年々増加している。

１　指定文化財の管理
　県では文化財保護指導員制度を設け各市町村に委員を配置し、文化財の愛護思想の普及・啓発
を図るとともに、指定文化財等の定期的なパトロールを実施し、現状の把握に努めている。

２　文化財の保護
　文化財を適正に次の世代に守り伝えるため建造物・記念物等の保存修理と整備等を計画的に実
施するとともに、各種の調査を実施し未指定文化財の発掘に努めている。

Ⅱ　歴史的・文化的資源の保存と活用

現状と課題

和歌山県環境基本計画　歴史的・文化的資源の保存と活用に関する環境指標
目　標 計画策定時 現況値

年 度

H25

値

8,535,733

年 度

H21

値

8,963,788

年 度

－人

目標値
単位指　標　項　目

－  県内の歴史的名所を訪れたり、
伝統的行事を見学した人の数

取　組
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　有田川町蘭島周辺の文化的景観については、平成25年10月に、本県で初めて国の重要文化的景
観に選定された。
　また、同年11月には有田川町にて、地域景観の保全や水源涵養等、棚田の持つ機能を将来に引
き継いでいくことを目的とした第19回全国棚田（千枚田）サミットが開催された。

３　文化財保護育成補助事業	
　県内に所在する国・県指定文化財及び埋蔵文化財の保護と活用を図るために実施される文化財
保存事業に対して助成を行っている。
　平成 25年度は、建造物、美術工芸品の保存修理等全 7件、史跡・名勝・天然記念物・文化的景
観の保存修理等 15件、埋蔵文化財の発掘調査等 5件、湯浅伝統的建造物群保存地区の保存修理に
ついて補助を行った。

４　歴史的景観の復元
　寺院跡・古墳などの国指定史跡の復元整備等を進めている。整備に当たっては、毀損が進行す
る恐れのある古墳の埋め戻し及び修景等を行い、歴史的景観の復元に努めている。

５　自然的名勝調査
　平成23年度及び平成24年度において和歌山県自然的名勝調査を実施し、「紀伊国名所図絵」等
に記される自然的名勝を抽出した。平成25年度には補足調査として、古代から現代までの文献調
査を行い、和歌山県が持つ自然的名勝の特性を把握した。
　また、この結果を利用して、近年、指定が進められている特定のテーマに基づく名勝群の個別
調査を実施し、評価した。
　今後は特に価値の高い名勝地について、国指定または登録名勝を目指していく。

６　世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の保存と活用
　「紀伊山地の霊場と参詣道」が平成16年７月にユネスコの世界遺産として登録されたことから、
世界遺産条約（「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」）に基づき、人類のかけが

蘭島及び三田・清水の農山村景観
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えのない財産として、より一層の保存への取り組みが求められる。
　世界遺産に登録された「紀伊山地の霊場と参詣道」は、紀伊山地に形成された山岳霊場「吉
野・大峯」、「熊野三山」、「高野山」に加え、これらを結ぶ参詣道「大峯奥駈道」、「熊野参
詣道（中辺路・小辺路・大辺路・伊勢路）」、「高野山町石道」から構成される。
　また、周辺の山、森、川、滝、温泉など信仰に密接に関連する景物や、農業・林業など人の生
活文化が形成した景観要素も「文化的景観」として、その構成に含まれている。
　構成資産（霊場及び参詣道）は、文化財保護法に基づき現状の保存を図るとともに、その周辺
についても、自然公園法、森林法、県景観条例、市町村景観条例等の法令により良好な環境を保
持している。また、地域住民や民間団体、来訪者等との連携・協働を促進し、資産の保存、周辺
森林の整備、沿道の修景等保存と活用の両立を図りながら必要な施策を積極的に推進している。
本県では、世界遺産の価値を将来の世代へ確実に引き継いでいくことを決意して、平成17年３月、
「和歌山県世界遺産条例」を制定した。
　世界遺産の一体的な保全と活用のための中核機関として、「和歌山県世界遺産センター」を田
辺市本宮町に設置し、世界遺産セミナーや、ホームページによる啓発や情報発信、次世代育成事
業等を行っている。また同センターでは、本県の世界遺産を紹介した展示や交流のためのスペー
スを設置し、世界遺産の価値を伝える教育啓発・交流拠点としての機能も備えている。
　平成19年度からは、世界遺産緊急保全対策事業を実施して、天災や人災による文化財の被害に
対応している。
　また、平成24年12月には、那智の田楽が新たにユネスコ無形文化遺産の代表一覧表に記載され
たことにより、世界遺産エリアの無形文化遺産への保護の取り組みが求められる。 
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　私たちの生活をとりまく環境は、大気、水、土壌といった様々な環境要素から成り立っている。
私たちは日常活動や事業活動を行うことにより、これらの環境要素に対し様々な負荷を与えてい
る。より安全で安心して暮らすことのできる快適な生活環境の保全・創出するために、従来から
の公害防止の取り組みに加え、個々の環境要素の保全と環境への負荷の未然防止を目指して取り
組んでいかなければならない。

　大気汚染の原因となる物質のうち、人の健康を保護し生活環境を保全する上で維持することが
望ましい項目について環境基準が定められており、それらの常時監視等を行うことで大気環境の
実態把握・監視に努めている。
　本県の大気環境は、おおむね良好な状態を保っており、経年的にも全体として横ばい傾向にあ
る。

第３章 快適な生活環境の保全

第１節 快 適 な 生 活 環 境 の 保 全

Ⅰ　大気環境の保全

現　状

和歌山県環境基本計画　大気環境の保全に関する環境指標　

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位指　標　項　目

環境基準達成率　二酸化いおう
環境基準達成率　二酸化窒素
環境基準達成率　一酸化炭素
環境基準達成率　浮遊粒子状物質
環境基準達成率　微小粒子状物質
環境基準達成率　光化学オキシダント
光化学スモッグ発令回数 注意報
光化学スモッグ発令回数 予報

H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25

100
100
100
90
12.5
0
0
8

H21
H21
H21
H21
－
H21
H21
H21

100
100
100
100
－  
0
0
2

H27
H27
H27
H27
H27
H27
H27
H27

%
%
%
%
%
%
回
回

100
100
100
100
100
100
0
0
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１　大気汚染物質調査状況

　⑴　二酸化いおう及び窒素酸化物
　　　過年度と比べて各地点ともほぼ横ばいで推移し、すべての測定局において長期的評価によ
　　る環境基準に適合している。
　　　なお、大気汚染監視体制が整備されていない地域では、関係する市町の協力を得て、３地
　　点でトリエタノールアミン含浸ろ紙・パッシブ法により二酸化いおう及び二酸化窒素の測定
　　を実施している。

図表20　大気汚染物質に係る基準及び基準達成状況
準　基　境　環質物染汚 測定地点数 環境基準達成地点数

二酸化いおう

二酸化窒素

一酸化炭素

浮遊粒子状物質
（SPM）

微小粒子状物質
（PM2.5）

日平均値が0.04ppm以下であり、１時間値が0.1ppm以下
であること。
日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内又はそれ
以下であること。
日平均値が10ppm以下であり、８時間平均値が20ppm以下
であること。
日平均値が0.10mg/㎥以下であり、１時間値が0.20mg/㎥
以下であること。
年平均値が15μg/㎥以下であり、日平均値35μg/㎥以下で
あること。

32

25

1

27

1

光化学オキシダント
ベンゼン

トリクロロエチレン
テトラクロロエチレン
ジクロロメタン

一時間値が0.06ppm以下であること。
年平均値が0.003mg/㎥以下であること。
年平均値が0.2mg/㎥以下であること。
年平均値が0.2mg/㎥以下であること。
年平均値が0.15mg/㎥以下であること。

0
3
3
3
3

32

25

1

30

8

13
3
3
3
3

図表21　二酸化いおう濃度年平均値経年変化

※１：平成25年度からは２局増で10局平均　　
※２：平成22年度からは１局減で８局平均　　
※３：平成25年度からは１局減で11局平均
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　⑵　一酸化炭素
　　　和歌山市が自動車排出ガス測定局１局で常時監視測定を実施した。過年度と比べてほぼ横
　　ばいで推移し、環境基準に適合している。

図表22　一酸化窒素濃度年平均値経年変化

図表23　二酸化窒素濃度年平均値経年変化

※1：平成22年度からは１局減で５局平均
※2：平成25年度からは１局減で11局平均

※1：平成22年度からは１局減で５局平均
※2：平成25年度からは１局減で11局平均
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　⑶　浮遊粒子状物質（SPM）
　　　平成25年度は30局中１局において長期的評価で環境基準を超過し、30局中３局において短
　　期的評価で環境基準を超過していた。なお、SPMについては、黄砂日に数値が上がる傾向が
　　ある。

　⑷　微小粒子状物質（PM2.5）
　　　平成25年度は和歌山市（６局）、橋本市（伊都総合庁舎）、海南市（海南市役所）及び田
　　辺市（会津公園）の計9局において常時監視を実施し、有効測定日数が足りない橋本市（平成
　　25年8月から測定開始）を除く８局について測定結果の評価を行った。
　　　その結果、田辺市については環境基準を達成したものの、他の7局については環境基準未達
　　成となった。

図表24　一酸化炭素濃度年平均値経年変化

図表25　浮遊粒子状物質（SPM）濃度年平均値経年変化

※1：平成22年度からは１局減で６局平均
※2：平成25年度からは１局減で11局平均
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　⑸　光化学オキシダント
　　　平成25年度の測定局数は13局で、全局環境基準未達成となっている。
　　　光化学オキシダントは、１年間で昼間の１時間値が１回でも環境基準値（0.06ppm）を超え
　　ると環境基準未達成となる。なお、一年間で昼間の1時間値が0.06ppm以下の割合（１年間の
　　昼間の全測定時間に対する割合）は、90％（全測定局の平均）となっている。

４ １

図表26　微小粒子状物質（PM2.5）濃度月平均値変化

図表27　光化学オキシダント濃度の1時間値の年平均値経年変化
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【備考】
○　発令地域
Ａ地域：和歌山市（７測定局）
Ｂ地域：海南市（下津町の地域を除く）
Ｃ地域：海南市下津町の地域及び有田市
○　発令基準
〔予　報〕オキシダント濃度の１時間値が、同一地域内の１以上の測定局で0.10ppm以上になり、
　　　　　気象条件などから大気の汚染状況が継続すると認められるとき。
〔注意報〕オキシダント濃度の１時間値が、同一地域内の２以上の測定局で0.12ppm以上になり、
　　　　　気象条件などから大気の汚染状況が継続すると認められるとき。
〔警　報〕オキシダント濃度の１時間値が、同一地域内の２以上の測定局で0.30ppm以上になり、
　　　　　気象条件などから大気の汚染状況が継続すると認められるとき。
〔重大緊急警報〕オキシダント濃度の１時間値が、同一地域内の２以上の測定局で0.40ppm以上に
　　　　　　　　なり、気象条件などから大気の汚染状況が継続すると認められるとき。
　⑹　炭化水素
　　　平成25年度の炭化水素測定について、測定機器の不具合により測定していない。

　図表28　平成25年度光化学オキシダント（スモッグ）発令状況　

発令日 発令区分 発令地域 発令時刻 解除時刻 測定局 濃度（ppm）

１号

２号
３号
４号

５号

６号

７号

８号

5月22日

5月24日
6月 7日
8月 8日

8月10日

8月11日

8月12日

8月14日

予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報
予報

Ａ地域
Ｃ地域
Ａ地域
Ａ地域
Ａ地域
Ａ地域
Ｂ地域
Ｃ地域
Ａ地域
Ｂ地域
Ｃ地域
Ａ地域
Ｂ地域
Ｃ地域
Ａ地域
Ｂ地域

13：50
13：50
15：50
14：50
12：50
12：50
13：50
11：50
12：50
12：50
12：50
15：50
12：50
12：50
12：50
12：50

清明寮
加茂郷
小倉小学校
小倉小学校
小倉小学校
小倉小学校
消防東出張所
加茂郷
明和中学校
海南市役所
加茂郷

市立和歌山高校
海南市役所
加茂郷
明和中学校
海南市役所

0.104
0.104
0.105
0.105
0.103
0.107
0.105
0.100
0.102
0.098
0.111
0.102
0.089
0.100
0.099
0.103

18：50

17：50
15：50
13：50

15：50

15：50

18：50

16：50
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　⑺　有害大気汚染物質
　　　環境基準が定められているベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジ
　　クロロメタンのほか、その他16物質の調査をした。環境基準が設定されている物質について
　　は環境基準を満足し、その他物質についても低濃度であった。

２　環境測定車「ブルースカイ21」による一般環境大気及び自動車排ガス調査状況
　⑴　田辺市上芳養における一般環境大気の調査結果（調査期間8月3日～10月14日）
　　　二酸化いおう、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質の濃度は、１時間値及び日平均
　　値で環境基準に適合している。光化学オキシダントは環境基準を超えた時間（昼間1,104時間
　　のうち129時間）がある。
　⑵　有田川町長田における一般環境大気の調査結果（調査期間10月19日～11月23日）
　　　二酸化いおう、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質の濃度は、１時間値及び日平均

図表29　非メタン炭化水素濃度６～９時における年平均値経年変化

図表30　メタン濃度年平均値経年変化
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　　値で環境基準に適合している。光化学オキシダントは環境基準を超えた時間（昼間487時間の
　　うち10時間）がある。
　⑶　岩出市高塚における自動車排ガス調査結果（調査期間　6月22日～7月27日）
　　　二酸化いおう、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質の濃度は、１時間値及び日平均
　　値で環境基準に適合している。光化学オキシダントは環境基準を超えた時間（昼間492時間の
　　うち23時間）がある。

　大気汚染物質のうち、光化学オキシダントについては、昭和47年の常時監視開始以来、全測定
局について環境基準未達成の状態であり、さらに、ここ数年予報発令回数が増加傾向にあること
から、引き続き夏期の特別監視を実施していく必要がある。なお、光化学オキシダントは全国的
に環境基準達成率がきわめて低く、現在、国においてその原因究明と対策に関し検討が進められ
ている。
　微小粒子状物質（PM2.5）については、依然として国の事務処理基準に基づく測定局数を達成
できていないことから、早急に県内監視体制を構築するとともに、監視結果をわかりやすく県民
（特に高齢者や気管に疾患のある方、子供など高感受性者）に伝えられるよう大気常時監視シス
テムの更新を実施していく必要がある。

１　大気環境監視
　　県設置局（12局）、市町設置局（24局）の監視データを和歌山県大気常時監視システムによ
　りリアルタイムで環境衛生研究センターに集め、大気汚染物質の濃度変化等を常時監視してい
　る。
　　また、光化学オキシダントや微小粒子状物質（PM2.5）の常時監視データについては、これ
　らの物質の大気中濃度が一定の基準を超えた場合、県民に注意を促す等の対策に役立てている。
　　なお、微小粒子状物質（PM2.5）への取組として、平成24年度から微小粒子状物質の組成や
　生成機序などを明らかにすることを目的とした成分分析を実施している。

２　工場事業場指導
　　「大気汚染防止法」、「和歌山県公害防止条例」の適用工場・事業場に立入調査を行い、ば
　い煙濃度等の排出基準適合状況の監視を行うとともに、維持管理の徹底を指導している。

３　大規模発生源対策
　　大規模発生源対策として、県内の７つの工場・事業場の煙道での硫黄酸化物や窒素酸化物の
　排出量を、和歌山県大気常時監視システムにより環境衛生研究センターにリアルタイムで収集
　し、公害防止協定等の遵守状況等を確認している。

課　題

取　組
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　図表31　発生源常時監視局標

事 業 所 名市町村

和歌山市

海南市

有田市

御坊市

新日鐵住金㈱和歌山製鐵所

和歌山共同火力㈱

花王㈱和歌山工場

関西電力㈱海南発電所

和歌山石油精製㈱海南工場

東燃ゼネラル石油㈱和歌山工場

関西電力㈱御坊発電所

第４焼結炉
第５焼結炉
その他小規模発生源
１号発電ボイラー
２号発電ボイラー
３号発電ボイラー
発電ボイラー
１号発電ボイラー
２号発電ボイラー
３号発電ボイラー
４号発電ボイラー
総量
120m煙突
70m煙突
A筒集合煙突
B筒集合煙突
C筒集合煙突
総量
１号発電ボイラー
２号発電ボイラー
３号発電ボイラー
総量

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

監視項目
Sox NOx

　図表32　大気汚染に係る工場・事業場等立入調査測定状況

測　定　項　目 工場・事業場数 調査施設数
措　置　件　数

命　令 勧　告 指　導
32
16
6
6
60

35
16
6
6
63

0
0
0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0
0

燃料中いおう含有量

窒素酸化物
ばいじん
塩化水素

計
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１　公共用水域の監視状況
　公共用水域の水質保全行政の目標として、達成・維持することが望ましい基準として、健康項
目及び生活環境項目について環境基準が定められている。健康項目は、公共用水域全域が対象で
ある。また、生活環境項目については、利用目的等を考慮して類型指定を行なっている。現在の
環境基準類型指定状況は、河川におけるBOD等の環境基準指定水域が31水域（紀の川水域につい
ては国が指定）、水生生物に係る環境基準指定水域が１水域（紀の川を国が指定）、海域におけ
るCOD等の環境基準指定水域が、22水域、窒素・燐の指定水域が5水域である。これら環境基準の
維持達成状況等を把握するため水質測定計画に基づき調査を行っている。
　平成25年度は、28河川81地点及び12海域64地点で調査を行った。健康項目は、ほう素が18地点、
ふっ素が3地点において環境基準を超過していたが、全て海水の影響と考えられる。また、生活環
境項目について、BOD及びCOD（75％値）の水域別環境基準達成状況は、図表39～40のとおりで
あり、窒素・燐においては、全5水域において、環境基準を達成していた。
※調査内訳：国土交通省近畿地方整備局４河川11地点、県24河川52地点・10海域45地点、和歌山
　　　　　　市２河川18地点・２海域19地点

Ⅱ　水環境の保全

現　状

　和歌山県環境基本計画　水環境の保全に関する環境指標
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位指　標　項　目

・県内河川水域におけるBODの環境基準達成率は、計画策定時より減少しており、前年度と同じ値である。
・県内海域水域におけるCODの環境基準達成率は、今年度100％となった。
・県内地下水の概況調査による環境基準達成率は、90％台で計画策定時より改善している。
・汚水処理人口普及率と下水道普及率は、共に増加しているが、目標を達成できていない。
・浄化槽普及率は、増加しているが、目標を達成できていない。
・上水道使用量は、ほぼ横ばいで推移している。
・工業回収水利用率は、ほぼ横ばいで推移している。

環境基準達成率　BOD
環境基準達成率　COD
地下水に係る環境基準達成率
汚水処理人口普及率
下水道普及率
下水道接続率
農業集落排水施設等普及率
漁業集落排水整備率
浄化槽普及率
水洗化率
上水道使用量
工業用水使用量
工業回収水利用率

H25
H25
H25
H24
H24
H24
H24
H25
H24
H23
H24
H23
H23

80
100
99
55.2
22.7
77.2
4.9
77
27.5
60

423.1
1,673
70

H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21
H20
H20
H20

86.7
95.5
88
50.1
19.5
74.5
4.9
60
25.7
73

440.8
1,680
68.3

H27
H27
H27
H29
H29
－
H29
H27
H29
－
－
－
－

%
%
%
%
%
%
%
%
%
%

㍑/人日
千㎥/日
%

100
100
100
70
31.1
－  
4.9
90

34.0 
－  
－  
－  
－  
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　図表33　公共用水域図（調査対象水域）

　図表34　公共用水域における水質汚濁に係る環境基準等
　○人の健康の保護に関する環境基準

基準値

項目

基準値

項目

基準値

項目

基準値

0.003mg／
L 以下

検出され
ないこと。

0.01mg／
L 以下

0.05mg／
L 以下

0.01mg／
L 以下

0.0005mg／
L以下

検出され
ないこと。

検出されない
こと

ジクロロ
メタン

四塩化
炭素

1,2-ジクロロ
エタン

1,1-ジクロロ
エチレン

シス-1,2-ジク
ロロエチレン

1,1,1-トリクロロ
エタン

1,1,2-トリクロロ
エタン

トリクロロ
エチレン

0.02mg／
L 以下

0.002mg／
L以下

0.004mg／
L以下

0.1mg／
L 以下

0.04mg／
L 以下 １mg／L 以下 0.006mg／

L以下 0.03mg／L 以下

テトラクロロ
エチレン

1,3-ジクロロ
プロペン チウラム シマジン チオベン

カルブ ベンゼン セレン 硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素

0.01mg／
L 以下

0.002mg／
L以下

0.006mg／
L以下

ふっ素 ほう素 1,4－
ジオキサン

0.8mg／
L 以下

1mg／L
以下

0.05mg／
L以下

0.003mg／
L以下

0.02mg／
L 以下

0.01mg／L 
以下

0.01mg／
L 以下 10mg／L 以下

カドミウム 全シアン 鉛 六価クロム 砒素 総水銀 アルキル水銀 ＰＣＢ項目
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類型 利用目的の適応性 項目
水素イオン
濃度
(ｐＨ)

化学的酸素
要求量
(ＣＯＤ)

Ａ

Ｂ

Ｃ

水産１級
水浴
自然環境保全及
びＢ以下の欄に掲げるもの

基
準
値

基
準
値

7.8以上
8.3以下

２mg/L
以下

水産２級
工業用水
及びＣの欄に掲げるもの

7.8以上
8.3以下

３mg/L
以下

環境保全 7.0以上
8.3以下

８mg/L
以下

溶存酸素量
　
(ＤＯ)

7.5mg/L
以上

５mg/L
以上

２mg/L
以上

大腸菌群数

1,000MPN/
100mL以下

－

－

n-ヘキサン
抽出物質
(油分等)

検出されな
いこと。   

検出されな
いこと。

－

　図表36　公共用水域における水質汚濁に係る環境基準等
　○生活環境の保全に関する環境基準
　　イ 海域　ＣＯＤ等を基準とする利用目的別類型

類型 利用目的の適応性 項目

I

II

III

IV

自然環境保全及びII以下の欄に掲げるもの
（水産２種及び３種を除く。）

全窒素 全　燐

0.2mg/L以下 0.02mg/L以下
水産１種
水浴及びIII以下の欄に掲げるもの
（水産２種及び３種を除く。）

0.3mg/L以下 0.03mg/L以下

水産２種及びIVの欄に掲げるもの
（水産３種を除く。） 0.6mg/L以下 0.05mg/L以下
水産３種
工業用水
生物生息環境保全

1 mg/L以下 0.09mg/L以下

　図表37　公共用水域における水質汚濁に係る環境基準等
　○生活環境の保全に関する環境基準
　　イ 海域　全窒素及び全燐を基準とする利用目的別類型

　図表35　公共用水域における水質汚濁に係る環境基準等
　○生活環境の保全に関する環境基準
　　ア 河川（湖沼を除く）

類型 利用目的の適応性 項目
水素イオン
濃度
(ｐＨ)

生物化学的
酸素要求量
(ＢＯＤ)

浮遊物質量
　
(ＳＳ)

溶存酸素量
　
(ＤＯ)

大腸菌群数

ＡＡ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

水道１級
自然環境保全
及びＡ以下の欄に掲げるもの

基
準
値

6.5以上
8.5以下

１mg/L
以下

25mg/L
以下

7.5mg/L
以上 50MPN/

100mL以下

水道２級
水産１級
水浴
及びＢ以下の欄に掲げるもの

6.5以上
8.5以下

２mg/L
以下

25mg/L
以下

7.5mg/L
以上

1,000MPN/
100mL以下

水道３級
水産２級
及びＣ以下の欄に掲げるもの

6.5以上
8.5以下

３mg/L
以下

25mg/L
以下

５mg/L
以上

5,000MPN/
100mL以下

水産３級
工業用水１級
及びＤ以下の欄に掲げるもの

6.5以上
8.5以下

５mg/L
以下

50mg/L
以下

５mg/L
以上 －

工業用水２級
農業用水
及びＥの欄に掲げるもの

6.0以上
8.5以下

８mg/L
以下

100mg/L
以下

２mg/L
以上 －

工業用水３級
環境保全

6.0以上
8.5以下

10mg/L
以下

ごみ等の浮遊が
認められないこと。

２mg/L
以上 －
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　図表39　公共用水域における水質汚濁に係る環境基準達成状況

　○河川におけるＢＯＤの水域別環境基準達成状況

環境基準類型あてはめ水域名 類型 指定年度

80 % （24/30）

環境基準地点数 達成状況

紀の川　　※１
橋本川
貴志川
日方川
山田川（海南）
有田川
日高川
南部川（南部大橋上流）
南部川（古川）
左会津川（高雄大橋上流）
左会津川（高雄大橋下流）
富田川
日置川
古座川（高瀬橋下）
古座川（高瀬橋上）
太田川（旭橋上流）
二河川（二河川橋梁から上流）
那智川（市野々橋から上流）
那智川（市野々橋から下流）
熊野川　※２
市田川　※１
土入川（河合橋上流）　※３
土入川（河合橋下流）　※３
大門川　※３
有本川　※３
真田堀川 　※３
市堀川　※３
和歌川（仮堰から上流）　※３
和歌川（仮堰から旭橋）　※３
和田川　 ※３

　　水域合計　30 水域

A
A
A
C
D
A
A
A
B
A
A
A
AA
AA
AA
A
A
AA
A
A
D
B
C
C
C
C
C
B
B
B

達成率

昭和47年度
昭和49年度
昭和49年度
平成22年度
昭和49年度
昭和49年度
昭和49年度
昭和50年度
昭和50年度
昭和50年度
昭和50年度
昭和52年度
昭和52年度
平成22年度
昭和52年度
昭和52年度
昭和52年度
昭和52年度
昭和52年度
昭和52年度
平成22年度
昭和49年度
昭和49年度
平成11年度
平成11年度
平成11年度
平成11年度
平成11年度
昭和49年度
昭和49年度

3
1
1
1
1
1
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

○
×
×
○
○
○
○
○
○
×
×
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
×
○
×
○
○
○
○
○
○

　 ○　24
　 ×　 6

※１　国土交通省近畿地方整備局調査水域
※２　１地点は、国土交通省近畿地方整備局調査
※３　和歌山市調査水域
※４　複数の環境基準地点を持つ水域においては、当該水域内のすべての環境基準地点において、環境基準に適合
　　　している場合に達成と判断している。（北山川については、和歌山県では環境基準地点を設定していない。）

基
準
値

水域 類型 水生生物の生息状況の適応性 項目

生物Ａ

生物
特Ａ

生物
特Ａ

生物
特Ｂ

生物Ｂ

生物Ａ

河川
及び
湖沼

海域

イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水
生生物及びこれらの餌生物が生息する水域

全亜鉛 ノニルフェノール

0.03mg/L以下 0.001mg／L以下
生物Ａの水域のうち、生物Ａの欄に掲げる
水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚仔の
生育場として特に保全が必要な水域

0.03mg/L以下 0.0006mg／L以下

コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物
及びこれらの餌生物が生息する水域 0.03mg/L以下 0.002mg／L以下
生物Ａ又は生物Ｂの水域のうち、生物Ｂの欄
に掲げる水生生物の産卵場（繁殖場）又は幼稚
仔の生育場として特に保全が必要な水域

0.03mg/L以下 0.002mg／L以下

直鎖アルキル
ベンゼンスル
ホン及びその塩

0.03mg/L以下

0.02mg/L以下

0.05mg/L以下

0.04mg/L以下

水生生物の生息する水域 0.02mg/L以下 0.001mg／L以下 0.01mg/L以下
生物Ａの水域のうち、水生生物の産卵場（繁
殖場）又は幼稚仔の生育場として特に保全が
必要な水域

0.01mg/L以下 0.0007mg／L以下 0.006mg/L以下

　図表38　公共用水域における水質汚濁に係る環境基準等

　○生活環境の保全に関する環境基準
　　ウ 水生生物保全に係る水域類型及び基準値
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２　地下水の監視状況
　地下水に係る環境基準として、人の健康保護のための基準が定められている。これら環境基準
の維持達成状況等を把握するため、水質測定計画に基づき調査を行っている。また、過去に基準
値を超過した地点についてはモニタリング調査を実施している。
　平成25年度は、概況調査67地点、定期モニタリング13地点で調査を行った。概況調査1地点にお
いて、硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の超過があったため、平成26年度より定期モニタリング調査
に追加する。
※概況調査内訳：国土交通省近畿地方整備局1地点、県36地点、和歌山市30地点

　図表40　公共用水域における水質汚濁に係る環境基準達成状況
　○海域におけるＣＯＤの水域別環境基準達成状況

環境基準類型あてはめ水域名 類型水域名

海南海域

和歌山海域
湯浅海域・由良海域
日高海域

田辺海域

串本海域

勝浦海域

三輪崎海域

和歌山海域

築地川及び水軒川海域

指定年度 環境基準地点数 達成状況

和歌山下津港（海南港区）
和歌山下津港（下津港区）
和歌山下津港（有田港区泊地）
和歌山下津港（初島漁港区）
有田川の河口
和歌山下津港（その他の区域）
和歌山下津港（その他の区域）※１
湯浅湾および由良湾海域
日高海域
文里港区
田辺漁港区
田辺湾海域
串本町地先海域
勝浦港区
勝浦湾海域
三輪崎地先海域（甲）
三輪崎地先海域（乙）
三輪崎地先海域（その他の区域）
和歌山下津港（北港区）　※１
和歌山下津港（本港区）　※１
和歌山下津港（南港区）　※１
和歌川の河口　※１
築地川及び水軒川　※１

B
B
B
B
A

A

A
A
B
B
A
A
B
A
B
B
A
B
C
B
B
C

達成率

昭和47年度
昭和47年度
昭和47年度
昭和47年度
昭和49年度

昭和47年度

昭和49年度
昭和59年度
昭和50年度
昭和50年度
昭和50年度
昭和52年度
昭和52年度
昭和52年度
昭和48年度
昭和48年度
昭和48年度
昭和47年度
昭和47年度
昭和47年度
昭和49年度
昭和49年度

1
1
1
1
1
4
3
5
2
1
1
2
2
1
1
1
1
1
1
1
2
1
1

○
○
○
○
○

○

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

　 ○　22
　 ×　 0

※１　和歌山市調査水域
※２　複数の環境基準地点を持つ水域においては、当該水域内のすべての環境基準地点において、環境基準
　　　に適合している場合に、達成と判断している。

）22/22（% 100域水 22　計合域水

項目

基準値

項目

基準値

項目

基準値

項目

基準値

0.003mg／
L 以下

検出され
ないこと。

0.01mg／L
以下

0.05mg／
L 以下

0.01mg／
L 以下

0.0005mg
／L以下

検出され
ないこと。

検出され
ないこと。

ジクロロ
メタン

四塩化
炭素

塩化ビニル
モノマー

1,2-ジクロロ
エタン

1,1-ジクロロ
エチレン

1,2-ジクロロ
エチレン

1,1,1-トリクロロ
エタン

1,1,2-トリクロロ
エタン

0.02mg／
L 以下

0.002mg／
L以下

0.002mg／
Ｌ以下

0.004mg／
L以下

0.1mg／L
以下

0.04mg／
L 以下

１mg／L
以下

0.006mg／
L以下

トリクロロ
エチレン

テトラクロロ
エチレン

1,3-ジクロロ
プロペン チウラム シマジン チオベン

カルブ ベンゼン セレン

0.03mg／
L 以下

0.01mg／
L 以下下

0.002mg／
L以下

硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素 ふっ素 ほう素

10mg／L
以下

0.8mg／L
以下

1mg／L 
以下

0.006mg／
L以下
１，４－
ジオキサン
0.05mg／
L以下

0.003mg／
L以下

0.02mg／
L 以下

0.01mg／
L 以下

0.01mg／L 
以下

カドミウム 全シアン 鉛 六価クロム 砒素 総水銀 アルキル水銀 ＰＣＢ
　図表41　地下水における水質汚濁に係る環境基準等一覧
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３　工場・事業場の監視状況
　水質汚濁防止法に基づく特定施設の届出及び瀬戸内海環境保全対策特別措置法に基づく特定施
設の許可をしている特定事業場の数は、平成25年度末現在3,860である。また、水質汚濁防止法に
基づく有害物質貯蔵指定事業場の数は、平成25年度末現在は26である。
　これらの工場・事業場に対し、立入調査を適宜実施し、構造基準・排水基準適合状況の監視を
行うとともに、届出等の内容の確認を行っている。県は平成25年度に225工場・事業場に立入を計
画し、280工場・事業場に立ち入りした。そのうち、18工場・事業場が排水基準に不適合であっ
た。立入時の排出水の検査項目数は、延べ1,997項目である。調査結果についてみると、延べ1,997
項目中1,973項目が排水基準に適合（98.8％）し、24項目が不適合（1.2％）であった。不適合項目
は、pH、COD及びSS等である。排水基準に不適合であった工場・事業場には改善を指導し、基準
適合になったことを確認している。

４　その他水質等監視状況
　⑴　河川・海域の底質調査
　　　水質測定計画に基づき、底質中の重金属等の含有量及び強熱減量の調査を実施している。
　　平成25年度は、河川３地点、海域２地点で調査を行った。
　⑵　海水浴場の水質調査
　　　海水浴場の水質の　現状を把握し、住民の利用に資するため、遊泳期間前及び遊泳期間中
　　において水質調査を実施している。平成25年度は、調査の結果全ての海水浴場が「適」であ
　　り、良好な水質を維持していた。
　　　また、病原性大腸菌Ｏ－157について全ての海水浴場で検出されなかった。

　⑶　ダム貯水池等の水質調査
　　　平成25年度は、10箇所を調査した。窒素による富栄養化について注意を要する条件
　　（りん：0.02mg ／ L以上かつ窒素／りん＝20以下）に１地点があてはまった。
　⑷　要監視項目調査
　　　人の健康の保護に関連する物質であるが、公共用水域等における検出状況等からみて、現
　　時点では直ちに環境基準の健康項目とせず、引き続き知見の集積に努めるべきと判断される
　　項目として、環境省により26項目が設定されている。平成25年度は、水質測定計画に基づき、
　　８項目、５地点について調査を実施した。

　図表42　海水浴場の水質調査結果及び判定基準

区　分

水質A
水質B
水質C

不　適 0

水質AA
適

可

6
0
0

16

遊　泳
期間前

0

12
0
0

10

1,000個／100mL を超える
もの

100個／100mL 以下
400個／100mL 以下
1,000個／100mL 以下

不検出
（検出限界２個／100mL）

常時は油膜が
認められない

常時は油膜が
認められる　

油膜が認めら
れない　　　

遊　泳
期間中

判　断　基　準
ふん便性大腸菌群数 油膜の有無

８mg／ L 超

５mg／ L 以下
８mg／ L 以下

２mg／   L 以下
（湖沼は３mg／   L 以下）

COD

50cm未満

１ｍ未満～
50cm以上

全透
（１ｍ以上）

透明度
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　⑸　重要湿地の水質調査
　　　環境省の重要湿地500に選定された本県内の湿地について、水質測定計画に基づき調査を実
　　施している。

５　下水道の整備状況
　下水道は、浸水防除、周辺の環境改善、生活環境の改善・公共用水域の水質保全などさまざま
な役目をはたす重要な基幹的施設であり、県においても積極的にその整備促進を図っており、平
成24年度末における本県の下水道の処理人口普及率は22.7％である。
　⑴　流域別下水道整備総合計画
　　　「流域別下水道整備総合計画」（以下「流総計画」という。）については、紀の川流総計
　　画、有田川及び紀中地先海域流総計画、田辺湾流総計画が策定されている。
　⑵　流域下水道
　　　流域下水道は、２つ以上の市町村の区域における公共下水道（流域関連公共下水道）から
　　排除される下水を受け入れ、終末処理場で処理するものである。本県では、昭和54年度から
　　橋本市、かつらぎ町、九度山町の１市２町を対象にした紀の川流域下水道（伊都処理区）事
　　業を実施しており、平成13年４月１日から一部供用を開始した。また、平成13年度から、紀
　　の川市、岩出市の２市を対象にした紀の川中流流域下水道（那賀処理区）事業を実施してお
　　り、平成20年12月10日から一部供用を開始した。
　⑶　公共下水道
　　　公共下水道は、主として市街地における下水を排除し、また処理するために、市町村が設
　　置及び管理する下水道で、終末処理場を有するもの又は流域下水道に接続するものであり、
　　汚水を排除すべき排水施設の相当部分が暗渠である構造のものをいう。
　　　本県では、平成25年度までに和歌山市、橋本市、御坊市、田辺市、紀の川市、岩出市、か
　　つらぎ町、九度山町、高野町、広川町、有田川町、美浜町、由良町、みなべ町、白浜町、上
　　富田町、那智勝浦町、太地町、串本町の６市13町で公共下水道（特定環境保全公共下水道を
　　含む。）事業を実施し、供用を開始している。
　⑷　都市下水路
　　　都市下水路とは、主として市街地の雨水排除を目的とする下水道のうち公共下水道、流域
　　下水道以外のもので本県では、平成25年度に、海南市、田辺市で都市下水路事業を実施して
　　いる。

６　浄化槽の設置整備状況
　し尿と生活雑排水を併せて処理する合併処理浄化槽は、平成24年度末現在82,902基設置されてお
り、処理人口は279,850人となっている。またこの浄化槽の設置には、平成元年度から補助制度が
導入されており、平成24年度末までに62,755基が補助を受けて設置されている。

７　漁場環境の現況
　公共用水域の富栄養化等による赤潮の発生や、油類等の流出事故等による水質汚濁は、漁場環
境に影響を与え、漁業被害を引き起こすことがある。
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　現状では、一部の河川で環境基準が未達成となっている。その要因となる産業系排水について
は工場・事業場の排水基準監視を実施し適正指導を行い、生活排水についてはその対策を総合的
に推進する必要がある。本県の場合、汚水処理人口普及率が平成24年度末で55.2％と全国平均の
88.1％に比べ相当低いことから、下水道や農業、漁業集落排水処理施設、浄化槽等を適切に組み合
わせ、早期整備を図る必要がある。
　さらに、家庭でできる生活排水対策に係る啓発や地域活動の育成などを推進することも必要で
ある。水域の状況によっては、しゅんせつや浄化用水の導入など、より直接的な浄化対策を推進
することも必要である。
　また、閉鎖性海域の富栄養化等による赤潮発生防止のために、栄養塩類の汚濁負荷量規制を引
き続き実施することが必要である。
　水は雨となって地面に降り、森林や農地などの土壌や地下水脈に保水され、河川として海に流
れ込み、大気中に蒸発するという流れで自然の中を循環している。この自然循環を壊さないため
には、流水量の確保や水循環にかかわる生態系の保全といった総合的な視野に立った保全対策が
重要である。そのため、水源かん養機能を持つ森林、農地などの保全を図るとともに、水資源の
適切な利用、都市域における浸透機能の確保といった流域全体での対応が必要である。
　河川や海域は、本来、自然の水質浄化機能を有しているが、自然護岸や自然海岸、干潟などが
失われることにより、これら機能も失われてしまう。このような多様な自然をできる限り保全す
るとともに、新たな水辺環境を創造していくことも必要である。

１　公共用水域及び地下水の監視
　公共用水域及び地下水の水質に係る環境基準の達成状況を把握するため、水質汚濁防止法に基
づく「公共用水域及び地下水の水質測定計画」を作成し常時監視を実施している。

２　工場・事業場の監視指導
　「水質汚濁防止法」、「瀬戸内海環境保全特別措置法」及び「和歌山県公害防止条例」の適用
工場・事業場に立入調査を行い、排水基準等の適合状況の監視を行うとともに、特定施設や排水
処理施設の維持管理の徹底を指導している。また、排水量50㎥／日未満の排水基準（生活環境項
目）適用外の事業場に対しては、必要に応じ「小規模事業場等未規制汚濁源に対する指導指針」
（昭和63年作成、平成20年度更新）に基づき指導を行う。

３　各種水質調査
　公共用水域の監視の一環として、河川・海域の底質調査、海水浴場の水質調査、ダム貯水池等
の水質調査、要監視項目調査及び重要湿地等の調査を実施している。

４　公害防止計画
　公害防止計画は、環境基本法第17条に基づき、現に公害が著しい地域等において、公害の防止
に関する施策を総合的、計画的に講じるために策定する計画であり、全国では18都府県21地域に

課　題

取　組
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おいて策定されている。
　和歌山地域においては、平成23年３月末で第８次の計画期間を終え、この間、全般的に改善傾
向にあり、一定の成果を上げてきたものの、なお、同地域は河川の水質汚濁等依然として改善す
べき課題が残されている。そのため、同地域における河川の水質汚濁の防止を主要課題と位置づ
け、平成24年３月、第９次公害防止計画を策定した。

〔和歌山地域公害防止計画の概要〕
　⑴　地域の範囲
　　　和歌山市の区域
　⑵　計画の目標
　　　当地域における汚染物質等の項目ごとの目標を設定し、各種の公害防止施策の推進により、
　　平成32年度末を目途に環境基準等を達成維持するよう努める。
　⑶　計画の期間
　　　平成23年度から平成32年度までの10年間
　⑷　計画の主要課題
　　　河川の水質汚濁
　　　水質汚濁が著しい河川のＢＯＤに係る水質汚濁の防止を図る。
　　　瀬戸内海のＣＯＤに係る水質汚濁並びに窒素及び燐による富栄養化を防止するため、流入
　　河川の水質汚濁の防止を図る。
　⑸　地方公共団体が講じる主要事業
　　　公害対策事業
　　　公共下水道における終末処理場及び公共下水道の設置又は改築、底泥のしゅんせつ・導水
　　等

５　指定工場制度
　和歌山県公害防止条例においては、工場全体を規制する指定工場制を設け、和歌山市、海南市
及び有田市に立地する工場で、１時間当たりの燃料使用能力が5,000リットル（重油換算）以上ま
たは、一日当たりの総排水量が5,000立方メートル以上の工場を指定工場とし、その新設及び変更
については、知事の許可を必要としている。現在は11工場が指定工場となっている。平成９年４
月１日からは、和歌山市内の７工場については、和歌山市に事務委任されている。

６　生活排水対策
　公共用水域の水質汚濁の主な原因の一つとして、台所排水などの生活排水があげられる。生活
排水の処理については、公共下水道、農業集落排水処理施設、漁業集落排水処理施設、浄化槽等
の施設整備が重要であるが、県民一人ひとりがこの問題を自覚し、日常生活の中での心配りや工
夫を行うことによって汚濁軽減を図ることも大切であることから、機会あるごとに水環境保全意
識の啓発を図っている。
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７　和歌山県全県域汚水適正処理構想
　下水道・浄化槽・農業集落排水等の汚水処理施設の整備を効率的かつ適正に進めるための総合
的な計画として和歌山県全県域汚水適正処理構想を策定している。県内では、下水道事業は19市
町、農業集落排水事業は17市町、浄化槽設置整備事業は29市町村が実施しており、平成24年度末
の汚水処理人口普及率は55.2%となっている。引き続き平成29年度末汚水処理人口普及率70%を目
標に鋭意整備を進める。

８　瀬戸内海の環境保全
　⑴　瀬戸内海の環境の保全に関する和歌山県計画
　　　瀬戸内海環境保全特別措置法第４条の規定に基づく瀬戸内海の環境保全に関し実施すべき
　　施策について昭和56年に計画を定め、平成20年５月に改訂した。
　　　計画には、趣旨、目標及び目標達成のため講ずる施策等を定めており、これらに基づき各
　　種事業の推進を図っている。
　⑵　化学的酸素要求量（COD）、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減計画
　　（第７次計画）
　平成24年２月に瀬戸内海に流入する汚濁負荷削減対策のため、平成26年度を目標年度とした計
画を策定している。

９　水道週間における啓発
　水道についての県民の理解と関心を高めることを目的に、県と市町村水道事業者が連携して広
報活動を実施している。

生活排水

産業排水

その他

COD

10

9

1

窒素含有量

4

6

6

燐含有量

0.5

0.5

0.2

単位：トン／日
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　農用地の土壌汚染については、人の健康を損なう農畜産物が生産されたり、農作物などの育成
が阻害されることを防止するため「農用地の土壌の汚染防止等に関する法律」が施行されている。
そこではカドミウム、銅、ひ素について基準値を超えて汚染された農用地には客土等を行うこと
としている。また、市街地等を対象として、土壌汚染の状況把握、土壌汚染による人の健康被害
の防止に関する措置等の土壌汚染対策を実施することを内容とする土壌汚染対策法が、平成15年
２月15日に施行されている。さらに平成22年４月には改正法が施行され、汚染の状況の把握のた
めの制度の拡充等所要の措置が講じられている。
　本県では農用地土壌汚染対策地域に指定されている地域はない。土壌汚染対策法に基づく指定
区域は平成25年度末現在４カ所（和歌山県指定２カ所、和歌山市指定２カ所）である。

　土壌は地下水のかん養、水質浄化、農林業における生産等の機能を持ち、さらに、物質循環や
生態系を健全に維持するための重要な役割を担っている。土壌汚染はいったん生じると環境に対
する影響が長期間にわたって継続するため、その未然防止と万が一汚染が生じた場合の早期の対
策が重要であり、今後とも、県土の土壌の状況を監視していく必要がある。

　土壌に関する環境基準は現在カドミウム等計27項目が設定されている。また、土壌への有害物
質の排出を規制するため、水質汚濁防止法に基づき工場・事業場からの排水規制や有害物質を含
む水の地下浸透禁止措置、大気汚染防止法に基づき工場・事業場からのばい煙の排出規制措置、
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき廃棄物の適正処理確保のための規制措置等が講じら
れている。

Ⅲ　土壌環境の保全

現　状

課　題

取　組
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１　騒音対策の推進

　騒音は、人の感覚に直接影響を与え、日常生活の快適さを損なうことで問題となることが多く、
感覚公害と呼ばれている。また、騒音の発生形態としては、工場・事業場、建設作業、交通機関、
飲食店の深夜のカラオケ等多種多様である。

　⑴　工場・事業場の騒音
　　　平成25年度に県が受理した特定施設設置届出状況は、40工場112施設であった。また、これ
　　らの工場を対象に立入調査を行った結果、周辺の生活環境が損なわれると認められる事例は
　　なかった。
　　　なお、騒音が敷地境界で基準を超過し、かつ、周辺の生活環境が損なわれると認められる
　　時は、改善指導・命令により対応する。

　⑵　環境騒音
　　　平成11年度から国際的な評価手法を採用した新環境基準が施行されたことに伴い、和歌山
　　市、海南市における騒音に係る環境基準の類型指定を行っている地域を対象に達成状況の調
　　査を実施している。平成25年度は和歌山市、海南市及び県が調査を実施している。

Ⅳ　騒音・振動・悪臭公害対策の推進

現　状

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位指　標　項　目

・一般地域における騒音の環境基準達成率は、今年度100％となった。
・道路に面する地域における騒音の環境基準達成率は95.6％であり目標値に近い状況にある。
・自動車騒音要請限度以下の割合については100％で推移しており、目標を達成している。
※環境基準達成率については、騒音測定地点での達成率から、より詳細に評価できる面的評価から算出する
　方法に変更した。

騒音に係る環境基準達成率（一般地域）
騒音に係る環境基準達成率（道路に面する地域）
自動車騒音要請限度以下の割合

H25
H25
H25

100
95.6※
100

H21
H21
H21

92.9
69.2※
100

H27
H27
H27

%
%
%

100
100
100
  

　和歌山県環境基本計画　騒音・振動・悪臭公害対策の推進に関する環境指標

単位：デシベル 身近な騒音の例単位：デシベル 身近な騒音の例
120
110
100
90
80
70

60
50
40
30
20

 飛行機のエンジンの近く
 自動車の警笛（前方２m）
 電車が通るときのガード下
 大声による独唱・騒々しい工場の中
 地下鉄の車内
 電話のベル・騒々しい事務所の中

 静かな乗用車・普通の会話
 静かな事務所
 図書館・静かな住宅地の昼
 郊外の深夜・ささやき声
 置き時計の秒針の音（前方１m）

　図表43　騒音の大きさの目安
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　図表45 騒音に係る環境基準等一覧
　②和歌山県における騒音に係る環境基準の類型指定一覧

域地るす定指型類の域地

A
和歌山市及び海南市のうち、都市計画法（昭和43年法律第100号）第9条第1項から第4項ま
でに規定する第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用
地域及び第二種中高層住居専用地域

B 和歌山市及び海南市のうち、都市計画法第9条第5項から第7項までに規定する第一種住居
地域、第二種住居地域及び準住居地域

C 和歌山市及び海南市のうち、都市計画法第9条第8項から第11項までに規定する近隣商業地
域、商業地域、準工業地域及び工業地域

※和歌山県におけるAA類型の指定地域はない。

地域の類型
昼　間

ＡＡ
Ａ及びＢ
Ｃ

５０デシベル以下
５５デシベル以下
６０デシベル以下

４０デシベル以下
４５デシベル以下
５０デシベル以下

　図表44 騒音に係る環境基準等一覧
　①騒音に係る環境基準一覧

基　準　値
夜　間

地域の類型
昼　間

６０デシベル以下

６５デシベル以下

５５デシベル以下

６０デシベル以下

基　準　値
夜　間

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する
道路に面する地域

備考　個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるときは、
屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては45デシベル以下、夜間にあっては40デシベル以下）によることができる。

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する
道路に面する地域及びＣ地域のうち車線
を有する道路に面する地域

　ア　道路に面する地域以外の基準

　イ　道路に面する地域の基準

　ウ　幹線道路を担う道路に近接する空間における特例基準
昼間

７０デシベル以下
夜間

６５デシベル以下

　⑶　自動車騒音
　　　自動車騒音については、道路沿線地域住民の生活環境に相当程度の影響がみられることか
　　ら、自動車騒音の実態把握を行っている。
　　　調査は阪和自動車道及び湯浅御坊道路で毎年実施しており、平成25年度では、５月21日に
　　調査を実施した。等価騒音レベルを見ると、昼間の時間帯では51～69デシベル、夜間の時間
　　帯では46～65デシベルで、要請限度以下であった。
　⑷　航空機騒音
　　　南紀白浜空港周辺地域は航空機騒音に係る環境基準の類型指定は行われていないが、航空
　　機騒音の影響を把握するため、毎年調査を実施している。平成25年度では、空港周辺地域で
　　ある安久川漁民集会所、白浜町役場及び旧南紀白浜空港エプロンにおいて８月21日から８
　　月27日までの７日間、調査を実施したところ、航空機騒音（時間帯補正等価騒音レベル：
　　Lden）は安久川漁民集会所で45デジベル、白浜町役場で46デジベル、旧南紀白浜空港エプロ
　　ンで44デジベルで、3地点とも環境基準値（57デジベル以下）の範囲内であった。
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地域の類型
昼　間

ＡＡ
Ａ及びＢ
Ｃ

５０デシベル以下
５５デシベル以下
６０デシベル以下

４０デシベル以下
４５デシベル以下
５０デシベル以下

　図表44 騒音に係る環境基準等一覧
　①騒音に係る環境基準一覧

基　準　値
夜　間

地域の類型
昼　間

６０デシベル以下

６５デシベル以下

５５デシベル以下

６０デシベル以下

基　準　値
夜　間

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する
道路に面する地域

備考　個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるときは、
屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては45デシベル以下、夜間にあっては40デシベル以下）によることができる。

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する
道路に面する地域及びＣ地域のうち車線
を有する道路に面する地域

　ア　道路に面する地域以外の基準

　イ　道路に面する地域の基準

　ウ　幹線道路を担う道路に近接する空間における特例基準
昼間

７０デシベル以下
夜間

６５デシベル以下

　環境騒音について、測定地点における結果並びに面的評価の結果（推定）をみると、環境基準
の達成率は高い水準を保っている。今後、市街地においては、事業活動などからの影響を低減す
るため、発生源の監視、指導や土地利用の適正化を引き続き進める必要がある。
　また、自動車交通騒音については、発生源対策や道路構造対策、人・物流対策など総合的な観
点から道路交通対策に取り組む必要がある。南紀白浜空港に係る航空機騒音については、環境基
準値の範囲内であるが、空港周辺地域への影響について引き続き監視を行う必要がある。

　
　騒音の対策としては、和歌山市、海南市、橋本市、有田市、御坊市、田辺市、新宮市、有田川
町及び白浜町の７市２町に騒音規制法の地域指定（市域については、市が指定）を行うとともに、
県公害防止条例の一部を同市・町長が処理することとし規制を図っている。その他の市町村に対
しては、県公害防止条例に基づき工場・事業場及び特定建設作業の監視と指導に努めており、今
後、都市計画法の用途地域の設定状況に併せて騒音規制法の地域指定の拡大を図っていく。
　なお、平成24年４月から市域については市に地域の指定及び規制基準の設定に関する事務等の
権限が移っている。
　環境騒音については、環境基準の類型指定の行われている和歌山市及び海南市において基準の
維持達成に努めているが、その要因となる自動車騒音などの監視に努めていく。また、面的評価
の精度を上げるため交通量等により評価区間の細分化を図る必要がある。

２　振動対策の推進

　振動は、騒音と同様感覚的公害であり、発生形態としては、工場・事業場、建設作業、交通機
関等多種多様であり、なかには物的被害が生じる場合もあるため、排出基準を定めて監視を行っ
ている。
　平成25年度における県が受理した県公害防止条例基づく特定施設設置状況は、17工場48施設で
ある。また、これらの工場を対象に立入調査を行った結果、すべての工場において、基準超過等
はなかった。

　振動の対策として、騒音と同様に和歌山市、海南市、橋本市、有田市、御坊市、田辺市、新宮
市、有田川町及び白浜町の７市２町に振動規制法の地域指定（市域については市が指定）を行う
とともに、県公害防止条例の一部を同市・町長が処理をすることとし、規制を図っている。その
他の市町村に対しては、県公害防止条例に基づき、工場・事業場及び特定建設作業の監視と指導
に努めており、今後、都市計画法の用途地域の設定状況に併せて振動規制法の地域指定の拡大を
図るとともに、道路沿線地域においては、道路交通振動の発生状況についての実態把握と監視に
努めていく。
　なお、平成24年４月から市域については市に地域の指定及び規制基準の設定に関する事務等の
権限が移っている。

課　題

取　組

現　状

課題と取組
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３　悪臭対策の推進

　悪臭は、感覚的な公害であり、感受性についても個人差が著しく、また、悪臭に対する順応性
もみられることから、悪臭を客観的に評価することが困難となっている。悪臭の発生源としては、
肥料製造工場、化学工場、食品製造工場、畜産業等多岐にわたっている。
　悪臭防止法では、大気中の臭気濃度としてアンモニア等22物質を、排出水中に含まれる臭気濃
度としてメチルメルカプタン等４物質について、それぞれ基準を定めて悪臭の規制を行っている。
平成７年４月には、特定の悪臭物質の臭気濃度による規制手法では十分な規制効果がみられない
複合臭等の問題について適切な対応が必要であることから、悪臭防止法の一部が改正され、臭気
指数の算定方法が定められた。

　悪臭の対策として、和歌山市、海南市、有田市の３市に悪臭防止法の地域指定が行われている。
その他の市町村に対しては、県公害防止条例に基づき工場・事業場の監視と指導に努めている。
　なお、平成24年４月から市域については市に地域の指定及び規制基準の設定に関する事務等の
権限が移っている。

　私たちの身の回りには、プラスチック、塗料、合成洗剤、殺虫剤、化粧品、農薬など多くの化
学物質製品が溢れており、化学物質は私たちの生活になくてはならないものになっている。
　しかし、このように有用な化学物質についても、その製造、流通、使用、廃棄の各段階で適切
な管理が行われなかったり、事故が起こったりすると深刻な環境汚染を引き起こし、人の健康や
生態系に有害な影響をもたらすおそれがある。そのため、平成11年度には、ダイオキシン類対
策特別措置法が制定され、また、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の
促進に関する法律」によりPRTR制度の整備や事業者が化学物質の性状及び取扱いに関する情報
（MSDS）を提供する仕組みが導入されるなど化学物質対策が進められている。

現　状

対　策

Ⅴ　化学物質による環境汚染の未然防止

現　状

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位指　標　項　目

・大気、土壌に係るダイオキシン類濃度の環境基準達成率については、100％で推移しており目標を達成している。
・水質、底質に係る環境基準達成率についても、100％の水準を維持しており目標を達成している。

大気中のダイオキシン類濃度の環境基準達成率
水質中のダイオキシン類濃度の環境基準達成率
底質中のダイオキシン類濃度の環境基準達成率
土壌中のダイオキシン類濃度の環境基準達成率

H25
H25
H25
H25

100
100
100
100

H21
H21
H21
H21

100
100
100
100

H27
H27
H27
H27

%
%
%
%

100
100
100
100

　和歌山県環境基本計画　化学物質による環境汚染の未然防止に関する環境指標



第３章　快適な生活環境の保全構築

63

１　ダイオキシン類の環境調査結果
　⑴　ダイオキシン類常時監視
　　　ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、水質及び底質に係るダイオキシン類濃度
　　の環境基準が設定されており、この環境基準の達成状況等を把握するため常時監視を行って
　　いる。
　　　平成25年度の結果は図表46のとおりであり、大気については、７地点で年２回調査を実施
　　し、全ての地点で環境基準を満足していた。
　　　公共用水域調査（水質・底質）については、海南地区の３地点（日方川新港橋、山田川海
　　南大橋、海南海域St-2）で夏期、冬期の年２回、その他の地点で夏期に年１回、調査を実施し、
　　水質及び底質共に、全ての地点で環境基準を満足していた。
　　　地下水については、13地点で年１回調査を実施し、全ての地点で環境基準を満足していた。
　　　土壌については、23地点で年１回調査を実施し、全ての地点で環境基準を満足しており、
　　全ての地点で追跡調査を必要とする調査指標値（250pg-TEQ/g）未満であった。

図表46　平成25年度和歌山県ダイオキシン類常時監視結果

調査対象 区　分 測　定
地点数 環境基準 単　位

平均値
0.021
0.102
0.060
0.078
4.021
11.60
8.128
0.048
3.622
7.991
5.142

0.008
0.042
0.042
0.042
0.170
0.34
0.170
0.042
0.001
0.004
0.001

0.074
0.750
0.200
0.750
55.00
120
120
0.120
41.00
53.00
53.00

0.6

1.0

150

1

1,000

pg-TEQ/㎥

pg-TEQ/L

pg-TEQ/g

pg-TEQ/L

pg-TEQ/g

大　気
公共用
水　域
水　質
公共用
水　域
底　質
地下水

土　壌

－
河川
海域
合計
河川
海域
合計
－

一般地域
発生源周辺
合計

　

7
15
20
35
11
13
24
13
15
8
23

最小値 最大値
測定結果
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　図表47　ダイオキシン類常時監視調査地点図(１ 大気)

　図表48　ダイオキシン類常時監視調査地点図(２ 公共用水域)　　

①夏：橋本市役所冬：伊都総合庁舎①夏：橋本市役所冬：伊都総合庁舎
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　図表49　ダイオキシン類常時監視調査地点図(３ 地下水)

　図表50　ダイオキシン類常時監視調査地点図(４ 一般環境土壌)　

①紀美野町

⑤広川町

⑥御坊市

⑦日高川町

⑧田辺市 ⑨田辺市

⑩すさみ町

⑬古座川町

⑫那智勝浦町

⑪新宮市

②紀の川市

③橋本市

④橋本市

①紀美野町

①紀美野町

②紀の川市
④高野町

⑤広川町

⑥印南町
⑦日高川町

⑧田辺市

⑨上富田町

⑪白浜町

⑫白浜町

⑬古座川町

⑭新宮市

⑮新宮市

⑩みなべ町

③岩出市

①紀美野町

②紀の川市
④高野町

⑤広川町

⑥印南町
⑦日高川町

⑧田辺市

⑨上富田町

⑪白浜町

⑫白浜町

⑬古座川町

⑭新宮市

⑮新宮市

⑩みなべ町

③岩出市

⑤広川町

⑥御坊市

⑦日高川町

⑧田辺市 ⑨田辺市

⑩すさみ町

⑬古座川町

⑫那智勝浦町

⑪新宮市

②紀の川市

③橋本市

④橋本市
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　⑵　海南地区公共用水域モニタリング調査
　　　過去に環境基準超過が判明した海南地区公共用水域において、常時監視に加え、水質、底
　　質及び水生生物のモニタリング調査を実施している。
　　　水質調査結果については図表52のとおりである。

岩出クリーンセンター

上大中クリーンセンター

岩出クリーンセンター

上大中クリーンセンター

　図表51　ダイオキシン類常時監視調査地点図(５ 発生源周辺土壌)　

ダイオキシン類大気採取
（ハイボリウムエアサンプラー）

ダイオキシン類底質採取（採泥機）
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岩出クリーンセンター

上大中クリーンセンター

岩出クリーンセンター

上大中クリーンセンター

　図表51　ダイオキシン類常時監視調査地点図(５ 発生源周辺土壌)　 　　　海南海域Ｋ４で環境基準（年平均値１pg-TEQ/L）を超過する可能性のある値が検出され
　　たので、継続監視のため平成26年4月14日に再度調査を実施したところ問題のない水準まで下
　　がっていた。
　　　水質の基準値超過の判断は、「年間平均値とする」と環境省から告示されているとおり、
　　一時的な値の超過は、住民生活に直接の影響があるものではない。しかし今後も超過がない
　　かより注意深く監視を継続していく。

水質調査結果の経年推移（平成12年度～平成25年度）

図表52　海南地区公共用水域モニタリング調査（水質）結果
水質調査結果【平成26年１月17日（海域）・平成26年２月17日（河川）】

注：毒性等量の算出にはWHO-TEF（2006）を用いている。

注：毒性等量の算出にはWHO-TEF（2006）を用いている。

日方川　新港橋
山田川　浜橋
海南海域　Ｓｔ－２
海南海域　Ｋ１
海南海域　Ｋ２
海南海域　Ｋ３
海南海域　Ｋ４

0.07
0.19
0.13
0.18
0.069
0.14
6.4

１

１
５
３
８
２
２
４

調　査　地　点
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　底質調査結果については図表53のとおりである。
　以前より海南海域Ｋ４で環境基準（150pg-TEQ/g）を超過しているが、前回より下がっている。
同地点でも結果にばらつきがあるのは、海上から採泥する都合上、毎回採泥地点がずれるためだ
と考えられる。全体としては、減少傾向にあり、今後も同様に推移すると考えられ、監視を継続
する。

図表53　海南地区公共用水域モニタリング調査（底質）結果
底質調査結果【平成26年１月17日（海域）・平成26年２月17日（河川）】

注：毒性等量の算出にはWHO-TEF（2006）を用いている。

注：毒性等量の算出にはWHO-TEF（2006）を用いている。
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底質調査結果の経年推移（平成12年度～平成25年度）

　水生生物調査結果については図表54のとおりであり、全国平均値と比較して同程度であること
から、当該海域における環境基準超過の影響は受けていないものと考えられる。

エソ類
小エビ類
 シログチ
イシダイ
ヒラメ
 キス
 平均値 

魚　　種
採取年月日

1.5
2.4
3.7
1.4
－

2.3

H14.4.19 H15.4.22 H16.4.21
調　査　結　果

図表54　海南地区公共用水域モニタリング調査（水生生物）結果
単位：pg-TEQ/g（WHO-TEF（1998））
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0.93
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0.77

0.36
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２　化学物質排出移動量届出制度（PRTR）に関する届出状況
　平成11年７月に公布された「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に
関する法律」に基づき、環境中に広く継続的に存在し、人の健康や生態系に悪影響を及ぼす恐れ
のある462種類の有害化学物質について、事業者が、前年度にどれだけ環境に排出したかを届け出
る「化学物質排出移動量届出制度」（いわゆる「ＰＲＴＲ制度」）の届出が平成14年度より行わ

　図表55　海南地区公共用水域モニタリング調査調査地点図

ダイオキシン類環境調査・水生生物
（底引き網）
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れている。
　平成24年度の事業者によるPRTR制度に関する届出状況は、届出事業所数が288事業所（全国の
0.79％）、排出量が全物質の合計で932トン（全国の0.57％）、移動量の合計が2,313トン（全国の
1.06％）、排出量・移動量の合計が3,245トン（全国の1.28％）となっている。

　化学物質はその有益性の反面、種類によっては低濃度であっても長期間の暴露により、人の健
康や生態系に影響を及ぼす可能性がある。一部の有害化学物質は大気汚染防止法や水質汚濁防止
法などにより環境への排出が規制されているが、多くの化学物質については、まだその実態が明
らかになっていない点が多い。
　このような化学物質の使用や排出等の状況を踏まえ、環境リスクを的確に評価した上で、環境
汚染の未然防止の観点から、リスク低減のためＰＲＴＲ法やダイオキシン類対策特別措置法にも
基づき総合的な対応を図っていくことが必要である。

課　題

図表56　総届出排出量・移動量の構成比

図表57　届出排出量・移動量上位５物質
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１　ダイオキシン類対策
　⑴　ダイオキシン類濃度の実態把握
　　　ダイオキシン類常時監視及び海南地区公共用水域モニタリング調査の結果を和歌山県環境
　　審議会水質・土壌部会に諮り、専門的な知見に基づき、今後とも実態の把握・監視を行う。
　⑵　排出抑制対策の推進
　　　ダイオキシン類対策特別措置法に係る特定施設設置者による排ガス等のダイオキシン類濃
　　度測定結果報告書により、排出基準の適合状況を確認し、必要に応じて立入調査等を実施し
　　ている。

２　化学物質排出移動量届出制度（PRTR制度）
　この届出の集計結果及び国からの届出対象外の推計結果から、化学物質の環境への排出の実態
を把握し、また公表することにより企業への自主的な管理・削減を促し、環境汚染の未然防止に
努めている。

３　農薬による環境汚染防止対策
　県では農作物病害虫及び雑草防除指針、発生予察情報等により計画的効率的防除を推進すると
ともに、危被害防止、環境汚染防止等の徹底のため関係機関による指導体制の整備を図り、危害
防止運動の実施や、農家、病害虫防除員、農薬販売者、ゴルフ場グリーンキーパー等に対する研
修、講習会の開催等により総合的な対策を推進している。
　⑴　人畜に対する農薬の危害防止指導
　　　農薬の購入保管、使用等に関する法規の遵守を徹底し、農薬の目的外使用について厳しく
　　対処している。また、住家、通行者、公共施設、病院、隣接圃場、畜舎などへの飛散防止の
　　ため、強風時に散布を行わない、散布器具の圧力を上げすぎない、飛散しにくい種類や剤型
　　を選択する等の措置を行うよう指導している。
　⑵　農作物の農薬残留を考慮した防除
　　　農作物中の農薬の残留基準値は、農作物及び農薬の種類等によって異なるので、各農薬と
　　農作物・病害虫の組みあわせごとに定められた使用時期、使用量及び使用回数等の使用基準
　　を厳守するよう指導している。
　⑶　環境汚染、水質汚濁対策
　　　水産動植物に対する危害防止のため、農薬の製剤ラベルの注意事項に留意し、農薬を適正
　　に使用することとし、農薬取締法に定められた水質汚濁性農薬は使用せず、地域の特殊事情
　　等によりやむを得ず水質汚濁性農薬を使用する場合は、知事による事前許可を必要とするこ
　　ととしている。また、農薬の空びん、空袋の放置による事故防止のため、その適正処理を指
　　導するとともに、使用後の残液処理に注意し、必要量以上の薬液を調整しないよう指導して
　　いる。ゴルフ場においては、県ゴルフ場農薬安全使用指導要綱に基づき、農薬の安全かつ適
　　正な使用及び管理を指導している。

取　組
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　負荷の一つとして廃棄物の発生がある。廃棄物による環境への負荷を軽減するためには、廃棄
物の発生を抑制するとともに再使用や再生利用を促進して、循環型社会の構築を目指すことが重
要である。また、廃棄物だけではなく、地域で使用されるエネルギー資源についても、循環的に
利用していくことが必要である。
　本県では、環境への負荷の少ない循環型社会の構築にむけて、３Ｒや廃棄物の適正処理の推進
による「健全な資源循環の推進」と、エネルギー利用の観点から循環型社会を目指す「再生可能
エネルギー利用及び省エネルギーの推進」を施策の柱としている。

　県内に循環システムを構築するため、「廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の促進」及び
「廃棄物の適正処理の推進」の２つの方向で施策を展開している。

　廃棄物の処理に関しては、最終処分場の残余容量の逼迫や不法投棄の増大など様々な問題が発
生しており、深刻な状況となっている。こうした廃棄物を巡る問題解決のためには、「排出され
た廃棄物を適正に処理する」という対応ではもはや限界があり、従来の大量生産・大量消費・大
量廃棄型の経済社会システム自体を変更する必要がある。こうした問題を背景に、平成13年に
「循環型社会形成推進基本法」を中心とした廃棄物・リサイクル関連法が施行された。
　循環型社会形成推進基本法では「循環型社会」を「第１に製品が廃棄物等となることを抑制
（リデュース）し、第２に排出された廃棄物等についてはできるだけ資源として利用（リユース、
リサイクル）し、最後にどうしても利用できないものは適正に処分されることにより実現される、
天然資源の消費が抑制され、環境への負荷が低減される社会」と定義し、目指すべき社会の姿と
している。
　一方、循環型社会形成推進基本法や各種リサイクル法の整備と同時に廃棄物処理法も改正され、
都道府県には、廃棄物処理計画の策定が義務づけられており、平成23年度には、平成23年度～平
成27年度を計画期間とする「第３次和歌山県廃棄物処理計画」を策定した。

第４章 環境への負荷の少ない循環型社会の構築

第１節 健全な資源循環システムの構築

Ⅰ　廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の促進

現　状
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　和歌山県環境基本計画　廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の促進に関する環境指標
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位指　標　項　目

一般廃棄物排出量　総排出量
一般廃棄物排出量　一人1日あたり
一般廃棄物再生利用率
一般廃棄物最終処分量
産業廃棄物排出量
産業廃棄物再生利用率
産業廃棄物最終処分量

H24
H24
H24
H24
H24
H24
H24

381,019
1,022
14.1
49,065
372
65
16

H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21

387,731
1,025
14.3
51,303
384
59
16

H27
－
H27
H27
H27
H27
H27

t/年
g/人日
%
t/年
万t/年
%

万t/年

366,000
－  
25

38,000
419
60
10

・一般廃棄物の総排出量及び1人1日あたりの排出量はほぼ横ばいで推移している。
・一般廃棄物の再生利用率は、目標の56%にとどまっている。
・一般廃棄物の最終処分量は減少傾向であるが、目標の約1.3倍の値にとどまっている。
・産業廃棄物の排出量は減少傾向であり、目標値を達成している。
・産業廃棄物の再生利用率は、目標を達成している。
・産業廃棄物の最終処分量は、平成21年度以降には大きく減少したがその後ほぼ横ばいである。

１　一般廃棄物の排出量
　⑴　排出状況
　　　本県における一般廃棄物の平成24年度の総排出量は381,019トン、県民１人１日当たりの排
　　出量は1,022gで、平成23年度に比べ減少している。

図表58　市町村別ごみ排出状況
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　⑵　再生利用状況
　　　本県で排出された一般廃棄物の平成24年度の再生利用率は14.1％で、平成23年度に比べ上昇
　　している。

図表59　ごみ排出量及び１人１日当たりごみ排出量の推移

注：平成17年度実績より、国での集計方法が、「ごみ総排出量」を廃棄物処理法第５条の２に基づく
「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な
方針」における「一般廃棄物の排出量」と同様とし過去のデータを含め修正したため、県においても
同様に修正した。
「修正前」ごみ総排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋自家処理量
「修正後」ごみ総排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋集団回収量

図表60　再生利用率の推移
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　⑶　最終処分状況
　　　本県で排出された一般廃棄物の平成24年度の最終処分量は、49,065トンで、平成23年度に比
　　べ減少している。

２　産業廃棄物の排出量
　産業廃棄物の平成24年度の排出量は372万トンで平成23年度から約11万トン減少している。その
うち再生利用量は240万トンとなっており、排出量全体に占める再生利用量の割合は、65％となっ
ている。
【平成24年度の産業廃棄物の種類別の状況】
　⑴　排出状況
　　　鉱さい、がれき類、ばいじん、汚泥で排出量全体の86％を占めている。
　　　　ア　鉱さい　　 984千トン
　　　　イ　がれき類　  879千トン
　　　　ウ　ばいじん　  796千トン
　　　　エ　汚　　泥　  556千トン

図表61　最終処分量の推移

図表62　産業廃棄物排出量の推移
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　⑵　再生利用状況
　　　鉱さい、がれき類で再生利用量全体の73％を占めている。
　　　　ア　鉱さい　　　912千トン
　　　　イ　がれき類　　841千トン

　⑶　最終処分状況
　　　鉱さい、がれき類、汚泥で最終処分量全体の73％を占めている。
　　　　ア　鉱さい　　　62千トン
　　　　イ　がれき類　　38千トン
　　　　ウ　汚泥　　　　12千トン

図表63　産業廃棄物再生利用量の推移
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図表64　産業廃棄物最終処分量の推移
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３　循環型社会形成の推進
　⑴　資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律）
　　　廃棄物の発生抑制、部品等の再使用、使用済製品等の原材料としての再利用を総合的に推
　　進することを目的に、平成13年４月に施行された。
　　　製品の製造段階における３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）対策、設計段階にお
　　ける３Ｒの配慮、分別回収のための識別表示、製造業者による自主回収・リサイクルシステ
　　ムの構築など、10業種・69品目について、事業者として取り組むべき事項等が規定されてい
　　る。

図表65　産業廃棄物の排出及び処理フロー（平成24年度）

※フェニックス：P83参照
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　　　資源有効利用促進法に基づき、平成15年10月からは家庭系パソコンの回収・リサイクルが
　　始まっている。平成15年10月以降に販売されているパソコンについては、販売時にリサイク
　　ル料金を徴収し、郵便局を指定取引場所とした回収ルートにより、メーカーがリサイクルを
　　行う。それ以前のパソコンについては、廃棄時にリサイクル料金を支払い、メーカーがリサ
　　イクルすることとなっている。
　⑵　容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）
　　　家庭などから一般廃棄物として排出される容器包装廃棄物について、消費者が分別排出し、
　　市町村が分別収集し、事業者がリサイクルするという役割分担を明確にすることにより、一
　　般廃棄物の減量及び再生資源の十分な利用を通じて、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な
　　利用の確保を図ることを目的に、平成12年４月に施行された。
　　　再商品化義務の対象となる容器包装は、ガラス製容器、ペットボトル、紙製容器包装、プ
　　ラスチック製容器などがある。
　⑶　家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化法）
　　　家庭等から排出される使用済みの家電製品について、消費者、小売業者、家電メーカー等
　　の役割分担を明確にし、ごみ減量化やリサイクルを促進することを目的に、平成13年４月に
　　施行された。
　　　使用済みのテレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコンについて、消費者の費用負担により小売店
　　が引き取り、メーカーによるリサイクルが行われている。平成16年４月から冷凍庫が加わり、
　　また、平成21年４月から、液晶・プラズマテレビ、衣類乾燥機が加わった。
　⑷　建設リサイクル法（建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律）
　　　建築物等の解体工事等に伴って排出されるコンクリート廃材、アスファルト廃材、廃木材
　　の分別及びリサイクルを促進することを目的に、平成14年５月に施行された。
　　　特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファル
　　ト・コンクリート）の適正な分別解体、再資源化等を工事業者に義務付けている。
　⑸　自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源化等に関する法律）
　　　自動車製造業者、使用済自動車の引取業者、フロン類回収業者、解体業者、破砕業者、自
　　動車所有者等、各関係者の役割分担を明確にし、使用済み自動車のリサイクル及び適正処理
　　を図ることを目的に、平成17年１月に施行された。
　⑹　食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）
　　　食品関連事業者等から排出される食品廃棄物の発生抑制と減量化により最終処分量を減少
　　させるとともに、肥料や飼料としてリサイクルを図ることを目的に、平成13年５月に施行さ
　　れた。食品関連事業者などが取り組むべき事項等について規定されている。
　⑺　小型家電リサイクル法（使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律）
　　　使用済小型電子機器等に利用されている金属その他の有用なものの相当な部分が回収され
　　ずに廃棄されている状況に鑑み、使用済小型電子機器等の再資源化を促進するための措置を
　　講じることにより、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図るため、平成25年
　　４月に施行された。
　　　消費者が分別排出した使用済小型電子機器等を、市町村が分別・収集し、再資源化事業者
　　に引き渡すこととなっている。
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　⑻　リサイクル製品認定制度
　　　廃棄物や間伐材などの未利用資源を活用して様々な製品が開発されている。再生紙やＰＥ
　　Ｔボトルから製造された衣料品など普及が進んでいるものもあるが、多くはなかなか利用が
　　広まっていない。
　　　県では、資源循環を推進し環境産業を育成するため、平成15年４月に和歌山県リサイクル
　　製品認定制度を創設し、リサイクル製品の普及を図っている。平成25年度末の認定製品は124
　　社316製品である。

　戦後の飛躍的な経済社会の発展によって、一般廃棄物の排出量は大幅に増大してきたが、ここ
数年は減少傾向にある。しかし、循環型社会を構築していくためには、リサイクル率及び最終処
分場の残余容量の状況を踏まえ、行政と県民が一体となって、より一層の３Ｒに努める必要があ
る。このため、ごみの減量化やリサイクルの実践がすべての県民に定着するよう、意識啓発を進
めるとともに、身近にリサイクル活動を実践できるような環境を整備する必要がある。
　産業廃棄物については、排出量は景気などの影響により変動がある。今後とも排出事業者処理
責任の原則を踏まえ、事業者に対する普及啓発をとおして、生産、流通、消費のあらゆる段階で
の廃棄物の発生抑制に努め、適正な循環的利用を徹底することが必要である。
　また、一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずる市町村との連携を図りながら、循環型社
会形成推進基本法も踏まえた各種リサイクル法に基づく取り組みなど、廃棄物の発生抑制、再使
用、再生利用の優先順位を考慮した総合的な廃棄物対策を進めていく必要がある。

１　廃棄物の発生抑制
　⑴　廃棄物実態調査
　　　県内の廃棄物の発生と処理の状況を把握するため、一般廃棄物及び産業廃棄物について廃
　　棄物実態調査を実施した。廃棄物実態調査の結果概要については、別途「第4章第1節Ⅰ廃棄
　　物の発生抑制、再使用、再生利用の促進」の「現状１及び２」に記載している。

和歌山県認定リサイクル製品の認定マーク
　　　　　　（リサイクル製品の普及促進のため、県が認定したリサイクル製品
　　　　　　　　　　　　  であることを表示する認定マークです。）

課　題

取　組
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　⑵　レジ袋削減の取組
　　　最終的にほとんどがごみになるレジ袋の削減を通じて、ごみの減量や二酸化炭素削減によ
　　る地球温暖化の防止を目指し、学識経験者、食品スーパー等事業者、市民団体及びすべての
　　市町村の参加を得て、「わかやまノーレジ袋推進協議会」を設立した。「わかやまノーレジ
　　袋推進協議会」では参加店利用者のマイバッグ持参率を80％以上にすることを目標として、
　　平成21年１月23日からレジ袋の無料配布を一斉に中止した。
　　　その後、平成23年２月から取り組み手法を「様々なレジ袋削減手法」に変更し、目標をレ
　　ジ袋無料配布中止の取組についてはレジ袋辞退率80％以上、レジ袋無料配布中止以外の取り
　　組みについてはレジ袋辞退率20％以上とした。この活動に参加している店舗では、ポスター
　　やステッカーを貼付してレジ袋削減に取り組んでいる。なお、有料化されたレジ袋の収益金
　　は、地域への還元や環境保全活動に役立てるなど、さまざまな形で県民に還元されている。
　　　レジ袋の削減をきっかけに、使い捨てのライフスタイルを見直し、繰り返し使えるものを
　　できるだけ使用する（リユース）、無駄になるようなものを買わないなどゴミを減らす工夫
　　をする（リデュース）、古くなったものも形を変えて利用する（リサイクル）という３Ｒ運
　　動の啓発を推進している。

２　廃棄物の減量化・再生利用の推進
　⑴　各種リサイクル法に基づく指導等
　　　ア　容器包装の再資源化がなされるよう、平成26～30年度を対象とした第７期和歌山県分
　　　　別収集促進計画に基づき、市町村における分別収集の促進を図っている。
　　　イ　自動車リサイクル法において、使用済自動車の引取業及びフロン類回収業を行おうと
　　　　する者は登録が、解体業及び破砕業を行おうとする者は許可が必要であり、申請のあっ
　　　　た事業者について現場調査等審査の上許可証を交付している。平成26年３月末現在の登
　　　　録・許可業者数（和歌山市除く）は、引取業395社、フロン類回収業92社、解体業58社、
　　　　破砕業９社となっている。

レジ袋削減ポスター（左）とステッカー（右）
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　　　ウ　建設リサイクル法において、環境生活部と県土整備部が共同で建設現場の一斉パト
　　　　ロールを実施し、現場指導を行うとともに、無届け工事の発見、リサイクルの啓発に努
　　　　めている。
　⑵　リサイクル製品の利用促進
　　　循環資源の有効利用及び環境ビジネスの育成を一層推進するため「和歌山県リサイクル製
　　品の認定及び利用の促進に関する条例」に基づき県においても特に県産品のリサイクル製品
　　の優先使用に努め、リサイクル製品の普及を図っている。

　本県においては、一般廃棄物の１人１日あたりの排出量は全国平均と比べて多く、再生利用率
は低い水準にある。また、「産業廃棄物を持ち込ませない、なるべく持ち出さない」を方針と
しているが、現実には産業廃棄物の最終処分の大部分を県外に依存しており、平成25年度には
３万４千トンの一般廃棄物、８万４千トンの産業廃棄物が和歌山基地から大阪湾フェニックス最
終処分場に搬入され、埋立処分されている。
　また、大都市圏と隣接していることなどから依然として不法投棄が発生している。

１　一般廃棄物の処理状況
　⑴　ごみ処理状況
　　　平成24年度におけるごみの総排出量は381,019トンあり、97.3％にあたる370,573トンが市町
　　村により収集され、または排出者により処理施設へ直接搬入され処理されており、残りの
　　10,446トンが集団回収されている。
　　　処理施設では306,504トンが直接焼却処理され、4,511トンが直接埋立処分されている。

Ⅱ　廃棄物の適正処理の推進

現　状

図表66　ごみ処理状況
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　⑵　し尿処理状況
　　　平成24年度におけるし尿（浄化槽汚泥を含む）の処理量の合計は521,389kLであり、99.8％
　　にあたる520,441kLが収集されている。平成24年度の水洗化人口は793,867人で水洗化率
　　は77.7％となっている。
　　　また、処理状況はし尿処理施設による処理520,061kL（99.7％）、自家処理948kL（0.2％）、
　　下水道投入380kL（0.1％）である。処理施設として、１市12一部事務組合で13施設が設置さ
　　れており、その処理能力は１日当たり1,620kLである。

２　産業廃棄物の処理状況
　⑴　公共関与処理状況（大阪湾フェニックス計画）
　　　広域臨海環境整備センター法に基づき、昭和57年に設立された大阪湾広域臨海環境整備セ
　　ンターには本県を含む近畿２府４県168市町村（平成26年４月１日現在）及び港湾管理者４
　　団体が出資しており、これまでに４つの広域海面埋立処分場を建設し、広域処理対象区域の
　　廃棄物の処分を行っている。本県からは平成８年９月に完成した和歌山基地から廃棄物の搬
　　出を行っている。
　⑵　産業廃棄物処分業の許可及び産業廃棄物処理施設の設置許可状況
　　　平成25年度末現在の産業廃棄物処分業の許可件数は、県知事許可90件、和歌山市長許可52
　　件となっている。また、産業廃棄物処理施設設置許可件数は170件である。

図表67　し尿処理状況
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　最終処分場の新設は本県のみならず、全国的にも進んでいない状況であり、産業廃棄物の最終
処分の大部分を県外に依存している本県では、廃棄物の適正処理を行うための広域的な処理施設
を確保する必要がある。
　また、県内で発生した廃棄物の資源化や減量化、無害化を徹底し最終処分量の低減を目指すと
ともに、公共関与による最終処分場の確保を図り、廃棄物の処理に際しては、ダイオキシン類の
発生防止対策など、適正な処理に努める必要がある。
　さらに、地震や台風及び集中豪雨等の大規模災害により発生する多量の災害廃棄物の適正かつ
円滑な処理のための取り組み、応援体制の整備等の対策を予め検討することも必要である。
　し尿処理に関しては、今後も、人口変動、人口密度、水洗化率など地域の実情に応じて生活排
水処理施設やし尿処理施設等の整備を進める必要がある。
　不法投棄対策としては、不法投棄件数が平成19 年度の2,355 件をピークに減少傾向にあるが、

　図表68　産業廃棄物処分業者数
平成24年度末業者数
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　図表69　産業廃棄物処理施設設置許可状況（平成25年度末現在）
和　歌　山　県 和　歌　山　市 合　計
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依然として500 件前後発生しており、監視体制を強化するとともに、排出事業者や処理事業者等
に対しても、廃棄物の適正な処理の指導を徹底する必要がある。

１　一般廃棄物対策
　⑴　一般廃棄物の処理
　　　一般廃棄物の処理は、単に燃やして埋める処理体制から資源循環型の処理体制へと変換を
　　図っている。
　　　このため、ごみの減量化とリサイクルの推進を図りながら、ダイオキシン類の発生が少な
　　く、安定した燃焼が可能な全連続炉への転換、資源化施設等の広域的な施設の整備を促進す
　　ることとしている。
　　　具体的には、平成11年３月に策定した「和歌山県ごみ処理広域化計画」に基づき、効率的
　　な広域ごみ処理体制の構築を図りながら、循環型社会形成推進交付金制度を活用し、廃棄物
　　処理施設整備の支援を行っている。
　　　また、一般廃棄物の適正処理を図るために、市町村に対して一般廃棄物処理計画の策定指
　　導を行っている。
　　　大阪湾フェニックス計画については、平成18年３月27日に基本計画の変更が認可され、本
　　県における受入対象区域が御坊広域圏以北まで拡大された。また、平成24年３月27日に受入
　　期間を平成39年度まで延長する基本計画の変更が認可された。
　　　一方、大阪湾フェニックス計画対象外地域においては、平成25年８月１日に設立された紀
　　南環境広域施設組合により、広域的に廃棄物が処分できる最終処分場の整備を進めている。
　⑵　災害廃棄物対策
　　　一般社団法人和歌山県産業廃棄物協会と「大規模災害時における災害廃棄物の処理等に関
　　する協定」を、一般社団法人和歌山県清掃連合会及び一般社団法人和歌山県一般廃棄物協会
　　と「災害時におけるし尿等の収集運搬に関する協定」をそれぞれ締結し、大規模災害が発生
　　した場合における廃棄物の処理等に関して連携を強化している。

２　産業廃棄物対策
　⑴　産業廃棄物適正処理対策
　　　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「廃棄物処理計画」に基づき、排出事業者処
　　理責任を原則として、製造工程等の改善による発生の抑制、リサイクル等の有効利用及び中
　　間処理による減量化の促進を図るとともに、最終処分を必要とするものについては、生活環
　　境の保全に支障のないよう監視・指導を行っている。
　　　ア　適正処理体制の指導
　　　　　排出事業者処理責任の原則を周知徹底するとともに、市町村、事業者、処理業者との
　　　　連携を密にし、適正処理の推進、処理体制の確立、排出量の抑制及び有効利用の促進を
　　　　図っている。
　　　　　なお、多量排出事業者（産業廃棄物の発生量が年間1,000トン以上又は特別管理産業廃
　　　　棄物の発生量が年間50トン以上）への立入調査を実施するとともに、排出事業者に対す

取　組
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　　　　る研修会を開催し、排出事業者責任の周知徹底や排出量の減量化の取組強化について指
　　　　導を行っている。
　　　イ　廃棄物に関する情報の収集・提供
　　　　　産業廃棄物の排出から中間処理・最終処分に至る各種情報の収集、提供に努めている。
　　　ウ　産業廃棄物処理施設の監視・指導
　　　　　産業廃棄物処理施設の状況を把握するとともに、適正な維持管理について監視、指導
　　　　を行っている。
　　　エ　優良産廃処理業者認定制度
　　　　　一定の基準に適合する優れた能力及び実績を有する産業廃棄物処理業者を県が認定し、
　　　　ホームページで公表している。認定を受けた処理業者の許可の有効期間を７年（通常５
　　　　年）とするとともに、産業廃棄物の排出事業者が優良な処理業者を選択しやすい環境を
　　　　整備することにより、産業廃棄物の処理の適正化を図ることを目的としている。
　　　オ　大阪湾広域臨海環境整備センターへの搬入
　　　　　大阪湾広域臨海環境整備センターが行っている廃棄物の受入業務の円滑な運営を図る
　　　　ため、他の関係自治体と協調しながら監視・指導を行っている。
　⑵　ＰＣＢ廃棄物処理計画の推進
　　　県内のＰＣＢ廃棄物の処理を総合的、計画的に実施するため、平成17年２月にＰＣＢ廃棄
　　物処理計画を策定した。県内のＰＣＢ廃棄物については、平成21年度から処分が開始されて
　　いる。
　⑶　産業廃棄物処理施設確保対策
　　　地域内循環システムの構築を目指して、排出事業者処理責任の原則を踏まえつつ、公共関
　　与による最終処分機能の確保を図るため、紀南地域において紀南環境広域施設組合により進
　　められている産業廃棄物を併せて処理する一般廃棄物最終処分場整備事業を支援する。
　⑷　ダイオキシン類等環境汚染対策事業
　　　産業廃棄物処理業者が、平成６年頃から橋本市で不適正な廃棄物の焼却処理を行ったため、
　　周辺土壌がダイオキシン類により汚染された。
　　　県は、平成14年から行政代執行により高濃度汚染土壌をジオメルト処理により無害化し、
　　低濃度汚染土をコンクリートボックスに封じ込める処理を平成16年９月に完了した。また、
　　平成17年度からは、水質のモニタリング調査を毎年行っているが問題は発生していない。
　　　平成25年度に土地の有効利用を図るため、自然エネルギーの供給拠点としての再生を目指
　　して、民間事業者による太陽光発電施設の誘致を進め、平成26年４月に発電を開始した。
　⑸　近畿ブロック内での組織活動
　　　産業廃棄物の適正処理を推進するため、近畿２府４県14政令市で組織する「近畿ブロック
　　産業廃棄物処理対策推進協議会」において、法制度部会、技術研修部会、不法投棄対策部会、
　　ＰＣＢ廃棄物広域処理部会及び大阪ＰＣＢ廃棄物処理事業監視部会を設け、廃棄物の処理及
　　び清掃に関する法律の施行に係る事務についての協議・調整や産業廃棄物の処理に関する情
　　報交換等を行っている。
　⑹　越境移動に関する指導
　　　県外から搬入される産業廃棄物については、「廃棄物処理計画」を適切に推進するととも
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　に、適正な産業廃棄物処理を確保するため「和歌山県産業廃棄物の越境移動に関する指導要
　綱」を策定し、これを規制している。

３　不法投棄対策
　⑴　不法投棄監視パトロール事業
　　　監視パトロールを不法投棄が多発する休日及び平日の夜間に重点的に実施し、不法投棄の
　　未然防止、早期発見、早期対応に取り組んでいる。
　⑵　不法投棄監視カメラ貸与事業
　　　依然としてなくならない廃棄物の不法投棄を撲滅するため、平成24年度から高性能な移動
　　式監視カメラを導入し、市町村と連携して不法投棄の監視体制の強化を図っている。
　⑶　産業廃棄物・土砂条例による監視体制の強化
　　　廃棄物を土砂に混入して処分することを防止するため、3,000㎡以上の土砂の埋立て行為を
　　許可制としている。また、排出事業者の産業廃棄物の保管を適正にするため100㎡以上の保管
　　地を届出させている。
　⑷　関係機関との連携
　　　関係機関と産業廃棄物の不適正処理に係る情報交換、連絡調整及び合同パトロール等を
　　行っている。
　　　ア　警察との連携
　　　　　和歌山県警では、平成13年４月に環境機動捜査隊（通称：和歌山エコポリス）を発足
　　　　させ、和歌山県環境犯罪クリーン作戦と称して、廃棄物の不法投棄事犯の根絶に向けた
　　　　取締を行っている。
　　　　　平成25年中においても、ヘリコプター等を活用して監視活動を行うとともに、50件54
　　　　名（前年より９件減２名増）を検挙した。
　　　イ　和歌山県廃棄物不法処理防止連絡協議会による連携
　　　　　構成員：県、警察本部、和歌山市、田辺海上保安部、和歌山海上保安部、
　　　　　　　　　一般社団法人和歌山県産業廃棄物協会
　　　ウ　地域産業廃棄物適正処理連絡会議による連携
　　　　　構成員：各振興局関係部、関係警察署、関係市町村
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　現在の社会経済活動を支えるエネルギーの大部分は石油・石炭等の化石燃料に依存しているが、
その供給から消費の各段階で、地球温暖化の主因である二酸化炭素の排出をはじめ、多くの環境
への負荷を発生させている。また、資源の枯渇や原油価格の変動による経済への影響についても
懸念されていることから、化石燃料への依存を低減するためには、エネルギー消費量を削減する
とともに、再生可能エネルギーの利用を促進することが求められている。
　さらに、地域に存在する自然資源をエネルギーとして活用することは、化石燃料代替としてだ
けではなく、地域の活性化や新たな産業育成など多くの効果をもたらすと期待できる。
　平成24年７月１日に再生可能エネルギーの固定価格買取制度を導入するための「電気事業者に
よる再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」が施行され、全国で再生可能エネル
ギーの普及が進んでいるところである。
　本県においても、住宅用太陽光発電設備の設置が進んでいる。また本県の日照時間が長いこと
が着目され、大規模な太陽光発電システム（メガソーラーシステム）の設置が進んでいる。
　一方、再生可能エネルギーを普及していくためには、不安定な出力対策やコストの低減などの
課題克服が必要となっている。

１　再生可能エネルギーの導入促進
　再生可能エネルギーは、エネルギー自給率の向上や地球温暖化対策に資するほか、分散型エネ
ルギーシステムとしてのメリットも期待できる貴重なエネルギーである。
　本県では、地域特性を活かし、太陽光発電や風力発電、バイオマスエネルギー、地熱発電（温
泉発電）等に代表される新エネルギーの利用を促進するとともに、黒潮の流れを利用した海流発
電やメタンハイドレートといった海洋資源の活用に向け調査研究を進めている。

２　太陽光発電設備の導入促進
　年間日照時間が長い本県の地域特性を活かした自然エネルギーの利用促進を図るため、県では
平成20年度から「住宅用太陽光発電設備導入促進補助制度」を導入しており、平成25年度は327件
に対して補助を実施した。さらに、太陽光発電設備の県有施設への率先導入や太陽光発電LED街
路灯の設置等にも取り組んでいる。今後も、太陽光発電設備の導入拡大を図ることにより、温室
効果ガスの削減による地球温暖化対策の取り組みを推進していく。
　また、平成24年４月、和歌山市のコスモパーク加太に県内初のメガソーラーの進出が決定し、
同年９月に運転開始した。その後も、ダイオキシン類汚染の無害化処理対策を講じた産業廃棄物
中間処理場跡地（橋本市）において進出が決定（平成26年４月運転開始）するなど、県内各地で
メガソーラーの計画、建設が進んでいる。

第２節 再生可能エネルギー利用及び省エネルギーの推進

Ⅰ　再生可能エネルギー利用の推進

現状と課題

取　組
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３　木質バイオマスの利用促進
　地球温暖化の防止、循環型社会の構築、山村地域の活性化といった多面的な観点から、木質バ
イオマスのエネルギー利用を推進するため、製材所や公共施設、農業分野などでの木質バイオマ
スボイラーの導入を支援し、エネルギーの地産地消に取り組む地域の創出に取り組んでいる。

４　小水力発電施設の導入促進
　農村地域における農業水利施設を利用した自然エネルギーの有効活用による低炭素型社会の実
現と発電収益による農家の経営の安定を図るため、平成21年度から「農村地域エコエネルギー導
入プロジェクト」を創設し、小水力発電施設の設置に取り組んでいる。

５　海洋再生可能エネルギーの創出
　海洋再生可能エネルギーの創出促進に向け、平成25年度に内閣官房総合海洋政策本部が公募し
ている海洋再生可能エネルギー実証フィールドへの申請等を行った。今後は、既存海域利用者及
び船舶航行等との調整を進め、実証フィールドの整備を進めていく。将来的には、和歌山県域に
海洋再生可能エネルギー関連事業を中心とした海洋産業を集結させ地域経済を活性化することを
目指している。

コスモパーク加太太陽光発電所

島ノ瀬ダム 発電機
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　省エネルギーの推進は、省資源や地球温暖化対策に寄与するだけでなく、家計や企業経営の改
善につながるなど経済的側面からも本県の持続的な発展にとって必要不可欠な取り組みである。
　省エネ機器や省エネ住宅などの普及を促進し、設備自体のエネルギー効率を改善することによ
り、社会全体をエネルギー効率の高い社会へと変革していくともに、省エネルギーに関する環境
教育や、クールビズやウォームビズなど省エネに配慮したライフスタイル・ビジネススタイルの
普及啓発等により環境意識を向上することで、一人ひとりが無駄なエネルギーの使用量を削減す
ることが必要である。

　環境に優しいライフスタイル・ビジネススタイルについての普及啓発や電気自動車等の低燃費
車の普及促進など、温室効果ガス排出抑制対策と共通の取組として推進している。

Ⅱ　省エネルギーの推進

現状と課題

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位指　標　項　目

・民生電灯需要量、都市ガス販売量とも、減少傾向にある。

エネルギー消費量（民生）電灯需要量
エネルギー消費量（民生）都市ガス販売量
エネルギー消費量（産業）都市ガス販売量

H24
H24
H24

2,663
17,904
20,8022

H19
H19
H19

2,814
18,723
231,634

－
－
－

百万kWh
千㎥
千㎥

－  
－  
－  

　和歌山県環境基本計画　省エネルギーの推進に関する環境指標

取　組
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　気候変動への国際的取組の必要性に対する認識は、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
の報告等を受けて広まり、「気候変動に関する国際連合枠組条約」の批准国により締約国会議
（COP）が毎年開催されており、この国際会議において温暖化問題の取組に関する協議が進んで
いる。1997年に京都市で開催されたCOP３において、先進国の温室効果ガス排出量に対し、法的
拘束力のある数値目標とその達成方法等を定める「京都議定書」が採択され、2008年から2012年
まで第一約束期間の取り組みが進められてきた。
　2009年７月のラクイラサミット宣言では、「先進国全体で、1990年または、より最近の複数の
年と比して2050年までに80％または、それ以上削減するとの目標を支持する。」ことが合意され
た。
　2013年11月には、ポーランドのワルシャワでCOP19が開催され、2013年から2020年の取り組み
とともに、2020年以降の削減目標設定や新しい法的枠組みづくりの作業が進められている。
　国の取り組みとしては、第四次環境基本計画において、長期的な目標として2050年までに80%
の削減をめざすこととしている。さらに、平成23年３月に発生した東日本大震災以降、エネル
ギー政策のあり方の見直しが進められている。また、京都議定書第一約束期間終了後の自主的削
減目標による対策が求められているため、COP19において2020年に日本の温室効果ガス排出量を
2005年比で3.8％削減する新しい目標を表明した。
　本県においても、本県の特性を活かした地球温暖化対策の基本的な事項を定めた和歌山県地球
温暖化対策条例を制定するとともに、平成23年３月には、本県の自然的・社会的条件を踏まえつ
つ、実効性のある対策・施策を確実に推進することを目指して「和歌山県地球温暖化対策実行計
画」を策定し地球環境保全のための施策を推進している。

　地球温暖化は、地球規模での気温の上昇に伴い、異常気象の発生や生態系への影響のほか、
我々人間社会にも直接大きく関わる食料や水などに影響を及ぼす。日本でも、海面上昇による高
潮等の被害や海岸浸食等の影響、農作物や生態系への影響、気温上昇に伴う猛暑日や熱帯夜の増
加による健康への影響が懸念されている。
　本県においても、地球温暖化の原因と考えられる温室効果ガスの排出抑制を目指した「温室効
果ガス発生抑制対策の推進」と、温室効果ガスの主要な物質である二酸化炭素の吸収を目指した
「二酸化炭素の吸収源対策の推進」に取り組んでいる。

第５章 地球環境の保全を目指した地域からの実践

第１節 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進
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　本県における温室効果ガス排出量の現状は、平成23年度では総排出量が20,052千トンとなってお
り、そのほとんどを二酸化炭素が占めている。平成２年度における排出量と比較すると、平成23
年では987千トン（5％）増加している。また、本県の温室効果ガス排出量は、日本全体の排出量
の概ね1.5％程度である。
　県内の部門別温室効果ガス排出量構成比は、産業部門が最も高く全体の約７割を占めている。
これは国の割合の約２倍にあたり、本県の産業構造上の地域特性が大きく影響している。次いで
運輸部門、民生家庭部門、民生業務部門の順となっている。
　このような本県の地域特性等を踏まえて、「環境と経済が両立した持続可能な社会の構築」に
向けた温室効果ガス排出量削減目標を設定している。

図表70　和歌山県の部門別温室効果ガス排出量

　和歌山県環境基本計画　温室効果ガス発生抑制対策の推進に関する環境指標
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位指　標　項　目

温室効果ガス排出量
（大規模排出事業者を除く。）
温室効果ガス排出量（県全域）

H23

H23

8,475

20,052

H20

H20

7,487

17,342

H32
(2020)
－

千t-CO2/年

千t-CO2/年

5,939

－  
・和歌山県地球温暖化対策実行計画では、大規模排出事業者を除く温室効果ガス排出量に関して目標を設定
　している。基準年である平成２年（1990年）度から８%増加、計画策定時から13%増加している。

Ⅰ　温室効果ガス排出抑制対策の推進

現状と課題
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１　和歌山県地球温暖化対策条例
　和歌山県地球温暖化対策条例（平成19年３月制定）は、「環境と経済が両立した持続可能な社
会（低炭素社会）の構築」に向けて、地球温暖化対策に関し、県、事業者、県民、環境保全活動
団体、観光旅行者等の責務を明らかにするとともに、本県の特性を活かした地球温暖化対策の基
本的な事項を定めることを目的としている。

　<条例の主な内容>
　⑴　事業活動に伴う温室効果ガスの排出の量が相当程度多い事業者（エネルギー使用量の原油
　　換算値が、合計して1,500kL ／年以上の事業者）について、排出抑制計画書・排出抑制計画等
　　報告書等の提出を義務化
　⑵　県内全域でのアイドリング・ストップの促進や、世界遺産登録地域内の大規模駐車場（自
　　動車の駐車の用に供する部分の面積が500㎡以上）での駐車場の設置者及び管理者に対して、
　　アイドリング・ストップ周知を義務化
　⑶　森林県の特徴を活かした吸収源対策の促進など

２　和歌山県地球温暖化対策実行計画
　和歌山県地球温暖化対策実行計画（平成23年３月策定）は、自然的・社会的条件を踏まえた県
全体の温室効果ガス排出量の削減目標を示し、「環境と経済が両立した持続可能な社会（低炭素
社会）の構築」に向けた本県の取組方針・施策を明らかにするものである。
　目標：2020年度の和歌山県内温室効果ガス排出量（大規模排出事業者を除く）を1990年比で
　　　　24％削減。
　　　　大規模排出事業者については、省エネルギー法における中長期目標に従い2008年度
　　　　（平成20年度）から12％改善を促していく。
　削減目標の達成に向けた施策：
　　基本方針Ａ：事業活動における地球温暖化対策の推進
　　基本方針Ｂ：環境に優しいライフスタイルへの転換
　　基本方針Ｃ：太陽光、木質バイオマス等の再生可能エネルギー利用促進
　　基本方針Ｄ：低炭素型の暮らしやすいまちづくり
　　基本方針Ｅ：森林整備、森林保全活動への支援

３　地球温暖化防止活動推進員・県地球温暖化防止活動推進センター・地球温暖化対策
　　地域協議会
　⑴　地球温暖化防止活動推進員の設置
　　　地球温暖化対策の推進に関する法律第23条第１項に基づき、平成16年度から和歌山県地球
　　温暖化防止活動推進員を設置し、平成25年度は127名の推進員が住民への啓発活動等を行った。
　⑵　県地球温暖化防止活動推進センターの設置
　　　地球温暖化対策の推進に関する法律第24条第１項に基づき、平成17年９月に特定非営利活
　　動法人「わかやま環境ネットワーク」を上記センターに指定（平成24年４月更新）し、推進

取　組



第５章　地球環境の保全を目指した地域からの実践

94

　　員の養成講座などを実施し、推進員相互の連携や情報発信に努めている。
　⑶　地球温暖化対策地域協議会の設立・活動支援
　　　地球温暖化対策の推進に関する法律第26条第１項に基づき、平成19年５月田辺市において、
　　紀南地域の推進員が中心となって「紀南地域地球温暖化対策協議会」の設立総会が開催され
　　県内で初の協議会が誕生し、平成20年４月、紀の川市において「紀の川市地球温暖化対策協
　　議会」、平成20年10月、橋本市において「橋本市地球温暖化対策協議会」（平成23年５月29
　　日、伊都・橋本地球温暖化対策協議会に名称変更）がそれぞれ設立された。当該地域協議会
　　等が地域において実施する温暖化対策の普及・啓発活動を支援している。

４　地球温暖化対策に関する啓発
　地球温暖化対策に関する知識の普及を図るため、本県独自の取り組みを積極的に情報発信する
とともに、テレビ和歌山「きのくに21」、和歌山放送のラジオスポットや県広報紙「県民の友」
などを通じて啓発活動を行っている。
　また、夏・冬の電力需給が高まる期間には県民や事業者への節電呼びかけを実施している。
　さらに、環境省が行うライトダウンキャンペーンや環境にやさしい買い物キャンペーンにも協
力し、参加呼びかけを行っている。
　⑴　ライトダウンキャンペーン
　　　夏至と七夕の20時に全国の施設で一斉消灯を行い電気を消すことでいかに照明を使用して
　　いるかを実感し地球温暖化について考えるイベント。県では参加施設募集を行い、平成25年
　　度は県内で73施設が参加した。
　⑵　環境にやさしい買い物キャンペーン
　　　10月1日～10月31日に実施。事業者が消費者に対して買い物袋の持参、簡易包装への協力、
　　環境配慮型商品の購入、量り売り商品の購入等を呼びかける取組。県では参加事業者募集を
　　行い、希望事業者へは作成したポスターを配付。平成25年度は県内で23事業者421店舗が参加
　　した。

５　クールビズの取り組み
　　関西夏のエコスタイルとして、５月１日～10月31日の期間にクールビズに取り組むため、関
　西エコオフィス宣言事務所をはじめ関係団体等に依頼し、適正冷房（28℃）の推進や軽装勤務
　の普及と定着の推進に取り組んでいる。

６　公共施設の地球温暖化対策
　　防災拠点、避難所等において、災害時の必要最小限の電力等を確保するため、太陽光等の再
生可能エネルギーによる発電設備や蓄電設備の導入を図る和歌山県地域グリーンニューディール
基金活用事業を実施している。
　平成25年度においては、避難所等の電源確保のために、太陽光発電設備と蓄電地を８市町に９
箇所、県施設1箇所に設置し、高台等の避難場所へ至る避難路に、自立型LED避難誘導灯を８市町
に123基設置している。
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７　「環境にやさしい自動車」の普及促進
　⑴　和歌山県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン
　　　次世代自動車の普及促進と県内における利用の利便性向上のため、地域の特色や、各種道
　　路政策、観光政策等を踏まえつつ、平成25年4月に和歌山県次世代自動車充電インフラ整備ビ
　　ジョンを策定した。
　　　一般社団法人次世代自動車振興センターが実施する「次世代自動車充電インフラ整備促進
　　事業」に補助金を申請するに際し、県のビジョンに整合した充電設備を設置する場合には充
　　電設備購入費と工事費の合計額の３分の２が補助対象になる。平成25年度は普通充電器60箇
　　所、急速充電器36箇所のビジョン確認申請を受け付けた。
　　　上記の補助金制度に加えて、ビジョンとの整合性が高い充電設備の設置事業に対して、県
　　の補助制度として電気自動車用充電設備設置補助金も併せて実施している。平成25年度は３
　　件の設置事業に対して補助金を交付した。
　⑵　環境負荷の小さい自動車等に対する特例措置
　　　環境負荷の小さい自動車等については、自動車税及び自動車取得税について以下の特例措
　　置を講じている。

　　①　自動車税の特例措置
　　　　自動車税について、排出ガス及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車は、その排
　　　出ガス性能等に応じ税率を軽減するとともに、新車新規登録から一定年数を経過した環境
　　　負荷の大きい自動車は税率を重くする特例措置（いわゆる「自動車税のグリーン化」）
　　　を講じている。

　ア　環境負荷の小さい自動車
　　　平成25年度に新車新規登録の次表の自動車については、登録の翌年度の１年間軽課

内　　容
電気自動車、燃料電池車、プラグインハイブリッド車、
天然ガス自動車（ポスト新長期規制からNOx10％低減）

★★★★かつH27年度燃費基準＋20％達成
（※H22年度燃費基準＋50％達成）

★★★★かつH27年度燃費基準＋10％達成
（※H22年度燃費基準＋38％達成）

★★★★かつH27年度燃費基準達成
（※H22年度燃費基準＋25％達成）

税率を概ね50%軽減
（新車新規登録の翌年度1年間）

税率を概ね25%軽減
（新車新規登録の翌年度1年間）

注：１　「★★★★」は、平成17年排出ガス基準75%低減達成である。
　　２　平成22年度燃費基準については、JCO8モード燃費値を算定していない自動車の場合に限り適用。

対　　　象　　　車（平成26年度）

対　　　象　　　車（平成26年度）
税率より概ね10％重課

（毎年）

　イ　環境負荷の大きい自動車
内　　容

注：重課の対象車に関し、電気自動車、天然ガス自動車、メタノール自動車、ガソリンハイブリッド自動車、
　　一般乗合用バス及び被けん引車は除外。

新車新規登録から11年を超えているディーゼル車
新車新規登録から13年を超えているガソリン車（又はLPG車）
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　　②　自動車取得税の特例措置　通常税率は、営業用・軽自動車２％、自家用３％

対象車
電気自動車、燃料電池車
プラグインハイブリッド車
天然ガス車（ポスト新長期規制からNOx10％低減）
クリーンディーゼル乗用車（ポスト新長期規制適合）

排出ガス要件 燃費要件 軽減率

非課税

80％軽減

60％軽減

平成27年度燃費基準20％向上達成車
（※平成22年度燃費基準50％向上達成車）

平成27年度燃費基準10％向上達成車
（※平成22年度燃費基準38％向上達成車）

平成27年度燃費基準達成車
（※平成22年度燃費基準25％向上達成車）

H17年排出ガス基準
75％低減達成
（★★★★）

非課税
80％軽減
60％軽減
80％軽減
60％軽減
非課税
80％軽減
60％軽減
80％軽減
60％軽減

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準達成車

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準達成車

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車

H17年排出ガス基準
75％低減達成
（★★★★）

H17年排出ガス基準
50％低減達成
（★★★）

ポスト新長期規制から
NOxかつPM10％

低減

ポスト新長期規制
適合

ガソリンハイブリッド乗用車
ガソリン乗用車

（2.5t以下のバス・トラックを含む）

ガソリンハイブリッドバス・トラック
ガソリンバス・トラック
（2.5t超～3.5t以下）

ディーゼルハイブリッドバス・トラック
ディーゼルバス・トラック

（2.5t超）

※　「H22年度燃費基準」については、JC08モード燃費値を算定していない自動車の場合に限り適用。
注：「ポスト新長期規制」とは、ディーゼル車等において、平成21年以降（車両総重量等により、平成21年、
　　22年と異なる）に適用される排出ガス規制をいう。

　　ア　新車に対する特例措置（平成26年度）
　　　　次の自動車を取得した場合は、それぞれ軽減税率を適用。

対象車
電気自動車、燃料電池車
プラグインハイブリッド車
天然ガス車（ポスト新長期規制からNOx10％低減）
クリーンディーゼル乗用車（ポスト新長期規制適合）

排出ガス要件 燃費要件 控除額

45万円

30万円

15万円

平成27年度燃費基準20％向上達成車
（※平成22年度燃費基準50％向上達成車）

平成27年度燃費基準10％向上達成車
（※平成22年度燃費基準38％向上達成車）

平成27年度燃費基準達成車
（※平成22年度燃費基準25％向上達成車）

H17年排出ガス基準
75％低減達成
（★★★★）

45万円
30万円
15万円
30万円
15万円
45万円
30万円
15万円
30万円
15万円

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準達成車

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準達成車

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車

H17年排出ガス基準
75％低減達成
（★★★★）

H17年排出ガス基準
50％低減達成
（★★★）

ポスト新長期規制から
NOxかつPM10％

低減

ポスト新長期規制
適合

ガソリンハイブリッド乗用車
ガソリン乗用車

（2.5t以下のバス・トラックを含む）

ガソリンハイブリッドバス・トラック
ガソリンバス・トラック
（2.5t超～3.5t以下）

ディーゼルハイブリッドバス・トラック
（3.5t超）

※　「H22年度燃費基準」については、JC08モード燃費値を算定していない自動車の場合に限り適用。
注：「ポスト新長期規制」とは、ディーゼル車等において、平成21年以降（車両総重量等により、平成21年、
　　22年と異なる）に適用される排出ガス規制をいう。

　　イ　中古車に対する特例措置（平成26年度）
　　　　次の自動車を取得した場合は、取得価格からそれぞれの額を控除。
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　⑶　グリーン購入方針
　　　本県では、環境への負荷の少ない持続可能な社会の構築を図ることを目的とした「国等に
　　よる環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づき「グリーン購入
　　方針」を策定し、重点的に購入する公用車（自動車）として、電気自動車、天然ガス自動車、
　　メタノール自動車、ハイブリッド自動車など、省エネ法の基準に合う車などの条件を定め、
　　その積極的な導入を図っている。

８　エコドライブ等の推進
　⑴　アイドリング・ストップ運動の取り組み
　　　自動車の駐停車時における不必要なエンジン使用を停止することは、大気汚染や騒音、悪
　　臭の防止など、「自動車による公害防止」の観点から取り組まれていたが、近年、地球温暖
　　化の要因となる二酸化炭素の排出の抑制の観点からも推進している。
　　　本県では、「和歌山県地球温暖化対策条例」に基づき、県内全域でのアイドリング・ス
　　トップの促進や、世界遺産登録地域内の大規模駐車場（自動車の駐車の用に供する部分の面
　　積が500㎡以上）での駐車場の設置者及び管理者に対して、アイドリング・ストップ周知の
　　義務化など、アイドリング・ストップに関する施策を推進しており、今後も、引き続き、関
　　係機関と連携して啓発活動を実施していくことにしている。

対象車
電気自動車、燃料電池車
プラグインハイブリッド車
天然ガス車（ポスト新長期規制からNOx10％低減）
クリーンディーゼル乗用車（ポスト新長期規制適合）

排出ガス要件 燃費要件 軽減率

非課税

80％軽減

60％軽減

平成27年度燃費基準20％向上達成車
（※平成22年度燃費基準50％向上達成車）

平成27年度燃費基準10％向上達成車
（※平成22年度燃費基準38％向上達成車）

平成27年度燃費基準達成車
（※平成22年度燃費基準25％向上達成車）

H17年排出ガス基準
75％低減達成
（★★★★）

非課税
80％軽減
60％軽減
80％軽減
60％軽減
非課税
80％軽減
60％軽減
80％軽減
60％軽減

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準達成車

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準達成車

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車

H17年排出ガス基準
75％低減達成
（★★★★）

H17年排出ガス基準
50％低減達成
（★★★）

ポスト新長期規制から
NOxかつPM10％

低減

ポスト新長期規制
適合

ガソリンハイブリッド乗用車
ガソリン乗用車

（2.5t以下のバス・トラックを含む）

ガソリンハイブリッドバス・トラック
ガソリンバス・トラック
（2.5t超～3.5t以下）

ディーゼルハイブリッドバス・トラック
ディーゼルバス・トラック

（2.5t超）

※　「H22年度燃費基準」については、JC08モード燃費値を算定していない自動車の場合に限り適用。
注：「ポスト新長期規制」とは、ディーゼル車等において、平成21年以降（車両総重量等により、平成21年、
　　22年と異なる）に適用される排出ガス規制をいう。

　　ア　新車に対する特例措置（平成26年度）
　　　　次の自動車を取得した場合は、それぞれ軽減税率を適用。

対象車
電気自動車、燃料電池車
プラグインハイブリッド車
天然ガス車（ポスト新長期規制からNOx10％低減）
クリーンディーゼル乗用車（ポスト新長期規制適合）

排出ガス要件 燃費要件 控除額

45万円

30万円

15万円

平成27年度燃費基準20％向上達成車
（※平成22年度燃費基準50％向上達成車）

平成27年度燃費基準10％向上達成車
（※平成22年度燃費基準38％向上達成車）

平成27年度燃費基準達成車
（※平成22年度燃費基準25％向上達成車）

H17年排出ガス基準
75％低減達成
（★★★★）

45万円
30万円
15万円
30万円
15万円
45万円
30万円
15万円
30万円
15万円

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準達成車

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車
平成27年度燃費基準達成車

平成27年度燃費基準10％向上達成車
平成27年度燃費基準５％向上達成車

H17年排出ガス基準
75％低減達成
（★★★★）

H17年排出ガス基準
50％低減達成
（★★★）

ポスト新長期規制から
NOxかつPM10％

低減

ポスト新長期規制
適合

ガソリンハイブリッド乗用車
ガソリン乗用車

（2.5t以下のバス・トラックを含む）

ガソリンハイブリッドバス・トラック
ガソリンバス・トラック
（2.5t超～3.5t以下）

ディーゼルハイブリッドバス・トラック
（3.5t超）

※　「H22年度燃費基準」については、JC08モード燃費値を算定していない自動車の場合に限り適用。
注：「ポスト新長期規制」とは、ディーゼル車等において、平成21年以降（車両総重量等により、平成21年、
　　22年と異なる）に適用される排出ガス規制をいう。

　　イ　中古車に対する特例措置（平成26年度）
　　　　次の自動車を取得した場合は、取得価格からそれぞれの額を控除。
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　⑵　ノーマイカーデー運動
　　　自動車交通の増加は、排気ガスによる大気汚染、地球温暖化、交通渋滞や交通事故の増加
　　などの問題を引き起こすとともに、公共交通機関の衰退をもたらし、高齢者や子どもの移動
　　手段に大きな影響を与えている。
　　　そのため、本県では、平成15年11月から、地球温暖化防止のための二酸化炭素削減、公共
　　交通機関の維持、道路における渋滞の緩和を目的に、通勤に自家用車を利用している職員を
　　対象に、公共交通機関や単車、自転車、徒歩、相乗りによる通勤を促す「ノーマイカーデー
　　運動」に取り組んでいる。
　　　平成16年４月からは、運動の対象を和歌山市内の行政機関に拡大し、10月には行政と民間
　　会社等で構成する「和歌山県ノーマイカーデー運動推進協議会」を設置した。また、平成19
　　年12月からは、県民を対象に公共交通機関や単車、自転車、徒歩、相乗りによる通勤・通
　　学・買い物等を促す「県民ノーマイカーデー運動」に取り組んでいる。平成25年度について
　　も民間事業者や行政機関に広くノーマイカーデー運動への参加を呼びかけた結果、平成26年
　　３月末現在、参加団体は民間・行政機関併せて34団体となっている。

　京都議定書の森林に関する吸収量／排出量の算定方法に基づき日本が国際連合枠組条約事務局
（UNFCCC）へ提出している報告書の算定方法に基づくと、本県の森林の二酸化炭素吸収量は
460千ｔ－CO2となる。これは、日本全体の森林吸収量の約１％であり、本県の温室効果ガス総排
出量の約2.5％に相当する。今後とも、林業生産活動に基づく森林環境保全事業や「企業の森」事
業等、多様な主体による森林整備、紀州材の需要拡大等に努める必要がある。

１　森林吸収源対策に係る森林整備事業
　⑴　「森林環境保全整備事業」（健全な森林を造る）
　　　循環型資源となる木材利用を推進するとともに、県土の保全、水資源のかん養等森林の持
　　つ多様な機能が発揮できる森林整備を総合的に実施し、森林の二酸化炭素吸収量の効果的な
　　確保を図っている。
　⑵　「治山事業」（保安林の適切な管理、保全）
　　　過密化した保安林に対し、本数調整伐等の適切な森林整備を行い、保安林機能を向上させ
　　るとともに、二酸化炭素吸収源となる森林の保全を図っている。
　⑶　｢企業の森｣事業
　　　民間の資本を導入した新しい環境林整備の手法として「企業の森」事業を展開している。
　　　これは、企業や労働組合等の民間資金を荒廃した森林に導入し、環境保全のための森林整
　　備活動を民間主導で進めていく新しい森づくり施策である。環境保全に関心の高い企業や労
　　働組合、NPO等の多様な団体に対し社会貢献できる森林を提供し、森林整備作業に取り組ん
　　でもらうことで、荒廃した森林が適正管理された健全な森林に整備される。また日常の森林

Ⅱ　二酸化炭素の吸収源対策の推進

現状と課題

取　組
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　　管理業務が地元森林組合に委託されることで山に新しい雇用が生まれ、森林作業のため定期
　　的に訪れる企業・団体関係者と地域住民との交流が地域の活性化を大いに促進する。
　　　平成25年度末現在で60企業・団体が参画し（総活動面積：約219.8ha）、それぞれ趣向を凝
　　らした森づくりを行っている。
　⑷　森林による二酸化炭素の吸収等環境保全活動認証事業の創設
　　　この認証事業は「企業の森」事業参画企業の環境保全活動を評価・認証することにより、
　　森林県である本県の地域特性を活かした地球温暖化対策を推進するため平成19年４月に創設
　　した。
　　　この事業では、県林業試験場の試算による植栽樹木１００年分の材積量をもとに、ＩＰＣ
　　Ｃガイドラインに準じて二酸化炭素の吸収量を算定している。
　　　また、認証に当たっては、森林簿による土壌・立地条件の確認及び現地調査を実施してい
　　る。
　　　認証した団体には、紀州材で製作した記念の「認証プレート」と「認証書」を交付すると
　　ともに、環境問題に積極的に取り組む企業・団体として、広くＰＲしている。
　　　平成25年度末現在で41団体・植栽面積120.35haを認証した。100年間で約51,300トンの二酸
　　化炭素の吸収が見込まれる。

２　紀州材の需要と販路の拡大
　⑴　紀州材需要拡大対策支援事業
　　　和歌山県木材利用方針及び市町村木材利用方針に基づき、公共建築物等や住宅への紀州材
　　利用を促進し、木材産業の活性化を図っている。
　　　平成25年度に、本事業で使用した紀州材は、7,692㎥であった。（公共建築物：496㎥、
　　住宅：7,196㎥）
　　　また、この事業で使用した紀州材（全てスギを使用したと仮定）の中には、1,208トンの炭
　　素（4,428トンの二酸化炭素に相当）が蓄えられている。建築用の部材等に木材を利用するこ
　　とで、炭素が貯蔵され、二酸化炭素の排出を抑制するなど長期にわたり地球温暖化防止に寄
　　与する。
　⑵　紀州材販路拡大支援事業
　　　木材関係業者間の水平連携を促進し、紀州材の販路拡大を目指し、県外における紀州材製
　　品記念市開催、展示会への出展、住宅相談会の開催等を支援している。将来的に住宅着工戸
　　数の減少が予測される中で、木材需要の縮小が懸念されており、既存の販路以外の新規販路
　　を開拓することが課題である。

３　森林整備の担い手の確保
　県では、森林の環境保全対策を進める中で、雇用の創出と、山村地域の活性化を図る施策とし
て緑の雇用事業に取り組んできた。
　また、平成23年度からは、県が実施している林業多能工技術者養成事業（グリーンワーカー育
成研修）に加え、農林水産省（林野庁）の事業として実施されている「緑の雇用」現場技能者育
成対策事業を活用し、林業生産や健全な森づくりを担う人材の育成、確保に努めている。
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　地球環境問題には、地球温暖化問題の他にオゾン層の破壊や酸性雨、海洋汚染、野生生物種の
減少、熱帯林の減少、砂漠化、開発途上国の公害問題、有害廃棄物の越境移動等があり、これら
の問題は我が国をはじめとする先進諸国における日常生活や事業活動に伴う資源やエネルギーの
大量消費、中国をはじめとする新興国の経済発展、開発途上地域における貧困や人口の急増等が
複雑に絡まりあって発生している。これらの地球規模の環境問題の解決を目指した地域での取り
組みとして、「オゾン層破壊防止対策の推進」、「酸性雨防止対策の推進」及び「環境保全に係
る国際協力の推進」を施策の柱としている。

　オゾン層は高度10～50kmの成層圏にあり、太陽光に含まれる有害な紫外線を吸収し人間や動植
物をその影響から守っている。このオゾン層がフロン類により破壊され、地上に到達する紫外線
の量が増加することによって、人の健康被害や生態系に影響を与えることが懸念されている。
　この問題に対応するための国際的な取り決めとして1985年にオゾン層の保護に関するウィーン
条約が、1987年にオゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書が採択され、オゾン層
破壊物質の生産削減等が合意された。我が国では、1988年に特定物質の規制等によるオゾン層の
保護に関する法律を制定し、特定フロン類については1995年末に生産が全廃されている。
　また、既に製造・使用されているエアコンや冷蔵庫等に充填されたフロン類については、廃棄
時等に大気中に排出しないよう、家電リサイクル法及び特定製品に係るフロン類の回収及び破壊
の実施に関する法律（フロン回収・破壊法）に基づき、製品中に含まれるフロン類を回収するこ
とが義務づけられている。なお、現行フロン回収・破壊法が改正となり、「フロン類の使用の合
理化及び管理の適正化に関する法律」として平成27年４月１日に施行されることになった。
　オゾン層の破壊防止のためには、消費者、メーカー、回収業者等がそれぞれの責務を果たし、
協力していくことが必要である。

　フロン類の回収は都道府県知事の登録を受けた者でなければ行うことができない。本県におけ
る登録状況は次のとおりである。

第２節 その他の地球環境問題対策の推進

現状と課題

Ⅰ　オゾン層破壊防止対策の推進

取　組

第一種回収 第一種回収
　　６６
　　　６
　　１４
　　　５
　　　５

　　　９
　　２９
　　１５
　　　４
　３４９
　５０２

和歌山市
海南保健所管内
岩出保健所管内
橋本保健所管内
湯浅保健所管内

御坊保健所管内
田辺保健所管内
新宮保健所管内
串本支所管内
県外

計

　図表71　フロン回収破壊法関係登録状況

　　　第一種フロン類回収業者：廃棄される業務用冷凍空調機器（第一種特定製品）からフロン類を回収することを業と
　　　　　　　　　　　　　　　して行う者。

（注）第一種回収：第一種フロン類回収業者の登録事業者数

平成26年３月31日現在
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　酸性雨とは、主に化石燃料の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物や窒素酸化物などが、大気中で雨
水等に取り込まれて生じる酸性の強い雨のことで、欧米では湖沼等が酸性化し、生物が棲めなく
なる、森林が枯れるといった影響や、歴史的建造物の腐食等の被害が報告されている。酸性雨の
影響は原因物質の発生源から数千キロも離れた地域にも及び、国境を越える広域的な環境問題と
いえる。
　本県でも酸性雨が観測されているが、今のところ森林や水域等生態系への明らかな影響は報告
されていない。

　環境省からの委託を受け、串本町潮岬にある酸性雨観測所でサンプリングし、県環境衛生研究
センターで測定を行い、大陸からの影響や県南部の酸性雨の実態を調査した。

　地球環境問題は人類の生存基盤に関わる問題であり、一つの国、一つの地域の取り組みだけで
は解決できない課題である。また、資源や食糧の多くを海外に依存するわが国にとっては自らの
問題であり、身近な取り組みが地球環境の保全につながるという認識のもと、国・県・民間団体
等が連携して国際協力を推進し、問題を解決していく必要がある。
　本県でも公害問題に取り組む中で培ってきた多くの経験・技術を生かし、友好交流関係にある
地域を中心に、地球環境保全の推進に貢献していくほか、国際機関への支援や連携をより充実し
ていく必要がある。

　友好提携先である中華人民共和国山東省と連携し、平成20年度から環境交流事業を実施してい
る。本県からは環境技術者を約１週間山東省へ派遣し、山東省政府関係者、省内自治体の環境担
当者、環境専門学校学生、企業の環境分野担当者等に
対し、環境に関する講義や現場指導等を行っている。
また、山東省からの環境研修団を本県で受入れ、講義
や、環境対策に取り組んでいる企業・環境関連施設の
視察等を通じて、山東省の技術者の環境管理に関する
能力の向上を支援している。平成25年度は、10月と１
月に本県から環境技術者を派遣し、11月と２月に山東
省からの環境研修団を受け入れた。この事業を通じて、
これまで環境技術者を６回述べ12名派遣し、研修団を
６回76名受け入れている。

Ⅱ　酸性雨防止対策の推進

取　組

取　組

Ⅲ　環境保全に係る国際協力の推進

現状と課題

現状と課題

（環境技術者による現地講義）
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　「すべての人々とともに築く環境の時代」の達成に向けて、環境教育・環境学習を充実させる
とともに、事業者や県民とともに環境保全に向けて行動するために「各主体への環境保全意識の
普及啓発」と「連携の強化と協働の推進」を２つの施策の柱とし、取り組みを進める。

　社会を構成するすべての個人や団体が、環境を保全することは人間が人間らしく幸せに生きる
ことにつながっているとの意識を持ち、また、それぞれの役割に応じて自主的・積極的に環境保
全に取り組むように、すべての人々の環境保全意識の向上と、個々の取り組みを中心となって推
進する人材の育成を目指して、「環境教育・環境学習の充実」と「環境保全意識の普及啓発」の
２つの方向で取り組みを進める。

　今日の環境問題は、私たち一人ひとりの生活のあり方から社会経済構造のあり方まで、幅広い
分野に根ざす問題となっており、これを解決していくには、まず、すべての人々が自らの活動と
環境のかかわりを十分理解し、今までの価値観を転換していく必要がある。その意味で環境教育
や環境学習は環境問題解決の根幹をなすものといえる。
　学校教育の中では、総合的な学習の時間をはじめ、各教科、道徳、特別活動等で相互に連携を
図りながら、環境教育が総合的に進められている。
　また、平成23年６月15日には、環境保全活動・環境教育推進法（旧法）が改正され、環境教育
等促進法（「環境教育等による環境保全の取り組みの促進に関する法律」）として平成24年10月
１日には完全施行された。この改正により、ますます複雑化する環境問題に対処するため、国民、
民間団体、学校、事業者、国及び地方公共団体が相互に協力して活動を行う協働取組の推進など
が追加された。
　すべての人々が環境に関心をもち、それぞれの責任と役割を認識し、環境保全行動につなげて
いくためには、「地域教育コミュニティ」を基盤とした教育実践などとも連携しながら、子ども
から大人まですべての年齢層を対象として、様々な場において環境教育・環境学習を総合的に推
進することが必要である。

第６章 すべての人々とともに築く環境の時代

第１節 各主体への環境保全意識の普及啓発

Ⅰ　環境教育・環境学習の充実

現状と課題
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１　和歌山県環境教育等行動計画
　環境問題の解決のためには、環境保全活動や行政・事業者・民間団体等の協働がますます重要
になっていることを受け、環境教育等促進法が施行された。これを受け本県では環境学習・環境
保全活動のさらなる推進のため、平成25年９月の第１回環境教育推進協議会開催後、協議、平成
26年２月のパブリックコメントを経て、和歌山県環境教育等行動計画（環境学習・環境保全活動
の手引き『エコナビわかやま』）を平成26年４月に策定し公表した。

２　環境学習アドバイザーの派遣
　平成15年７月から環境学習アドバイザー派遣事業を継続して実施している。
　平成16年度からは対象を学校だけでなく、市町村、事業者、住民団体等に拡大し、環境学習に
関する研修会、講演会、学習会等に環境分野の有識者である環境学習アドバイザーを派遣してい
る。平成25年度の派遣実績は、延べ66件、2,855名の参加者であった。
　なお、平成25年４月１日現在、環境学習アドバイザーの登録者は57名である。
　また、平成25年度も環境学習アドバイザーの指導力向上と相互の交流を図るため、県環境学習
セミナーを開催するとともに、県教育委員会が実施する「エコティーチャー養成研修会」に、講
師として環境学習アドバイザーを派遣した。

３　学校における環境教育
　環境問題は身近な事象から地球規模で進行している事象にまで及んでいるため、学校教育にお
いては、児童生徒一人ひとりに、人間と環境とのかかわりについての理解と認識を深めさせると
ともに、身近な生活や環境に配慮した行動のできる資質や能力の育成が求められている。
　そのため、各学校においては、総合的な学習の時間をはじめ、各教科、道徳、特別活動などの
教育活動全般を通じ、自然の大切さを学び、自然を保護するための実践的な学習をはじめ、さま
ざまな環境学習に取り組んでいる。
　このような学校の環境教育、環境保全への取り組みに対して、平成15年度から「きのくにエコ
スクール事業」によって次のような支援を行っている。
　・本県学校における環境教育の基本となる「学校における環境教育指針」を作成し、全公立
　　小・中学校及び県立学校に配付している。

　和歌山県環境基本計画　環境教育・環境学習の充実に関する環境指標
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位指　標　項　目

環境学習アドバイザー派遣回数
自然公園の園地整備箇所数
自然観察会等開催数
みどりの少年団員数
森林インストラクター数
環境カウンセラー数

H25
H25
H25
H25
H25
H25

66
88
38
37
27
22

H21
H22
H21
H22
H22
H21

57
87
38
37
27
23

H27
－
－
H27
H27
－

回
ヵ所
回
団体
人
人

70
111
35
50
30
－  

・環境学習アドバイザーの派遣回数は、増えている。
・自然公園園地整備はほぼ横ばいである。
・自然観察会等開催数は目標値を達成している。

・みどりの少年団数は、ほぼ横ばいである。
・森林インストラクターは、ほぼ横ばいである。

取　組
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　・循環型社会に対応するため、学校経営上のチェック項目を含んだ「きのくにエコスクール基
　　準」を作成し、全公立小・中学校及び県立学校に配付している。
　・「きのくにエコスクールにおける環境学習実践事例集」を作成し、全公立小・中学校及び県
　　立学校に配付している。
　・環境学習プログラムや教材の充実に関し、「学校における環境教育指針」に基づいて環境教
　　育を進めるための教師用の指導書である「わかやま環境学習プログラム」を環境部局と教育
　　委員会の協働により作成し、全公立小・中学校及び県立学校に配付している。
　・環境学習アドバイザー等を活用して、「エコティーチャー養成研修会」を県内２会場で開催
　　し、学校における環境教育の中心的役割を果たす人材の育成に取り組んでいる。

　また、平成25年度には、和歌山県地球温暖化防止活動推進員と連携して県内小学校において、
「グリーンカーテン事業」を実施している。この事業は、屋外で育てたゴーヤーの葉で日差しを
さえぎり、室温の上昇を抑え、冷房に使う電気を節約して二酸化炭素の排出を減らそうとする取
り組みであり、地球温暖化防止の啓発につなげるものである。自然を活かした総合的な環境学習
として県内38小学校を対象として実施している。

４　自然観察会の実施
　自然とのふれあいは、私たちの心を豊かにするとともに、自然保護の意識を高める上でも非常
に重要である。私たちの身近に存在する自然について、できるだけ多くの方々にふれあってもら
うため、自然観察会等各種の行事を開催している。平成25年度は、熊野枯木灘海岸県立自然公園
で長井坂ウォーキングと琴の滝・雫の滝観察会を開催し、ラムサール条約湿地に登録された串本
沿岸海域においてスノーケリングによる海中観察会を開催した。

図表72　学校教育における環境学習の取組
学　習　区　分 　 　 取　組　内　容

自然環境を理解するための学習

地域の社会・文化環境理解のための学習

勤労・奉仕体験的な学習

地球規模の環境問題理解のための学習

・学校内外の樹木、草花、野鳥等の自然観察学習
・自然と親しむ自然体験学習
・野外での宿泊を伴う自然教室
・大気汚染、水質汚濁等の調査
・地域の古老から聞き取る生活変化の調査
・家庭、地域のごみ調べ
・河川の汚染調査
・海や湖沼の赤潮調査
・クリーンセンターや終末処理場の見学
・地域の清掃活動
・花いっぱい運動
・牛乳パックや空き缶、新聞紙等のリサイクル活動
・酸性雨の調査
・大気汚染の調査
・熱帯雨林破壊や地球温暖化の理解
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５　自然公園指導員・和歌山県自然公園指導員の育成・確保
　本県では、市町村長等の推薦に基づき、自然保護行政に協力していただける方を国立公園・国
定公園内においては自然公園指導員として環境省に推薦するとともに、県立自然公園内において
は、和歌山県自然公園指導員として選任している。
　自然公園指導員・和歌山県自然公園指導員は、自然環境の保護と適正な利用のための指導的な
立場に立つものとして、それぞれ地域の自然保護活動の中心的な立場を担って活動している。

　今日の環境問題の解決に向けて、すべての人々が自主的に環境保全行動に取り組むためには、
環境教育・環境学習への取り組みと並行して、環境保全意識を育むための普及啓発が大切である。
特に、本県の豊かな自然を保護し適切に利用していくには、県民の自然に対する理解を深め、自
然を尊ぶ心を培うことが必要である。 
　本県では、環境問題に関する講演会の開催や緑の少年団活動への支援、自然とのふれあい体験、

自然観察会　琴の滝

串本海中観察会

自然観察会　雫の滝

スノーケリング講習会

Ⅱ　環境保全意識の普及啓発

現状と課題
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自然観察会などを通して、県民の環境に対する正しい理解と環境保全活動への参加意識を高める
ための普及啓発事業を行っている。今後も、学校、地域、家庭、職場、環境保全活動など様々な
場において、子どもから大人まですべての年齢層を対象に普及啓発を総合的に進めることが必要
である。

１　環境月間における環境保全啓発活動
　事業者及び国民の間に、広く環境保全についての関心と理解を深めるとともに、積極的に環境
保全に関する活動を行う意識を高めることを趣旨として、環境基本法は６月５日を「環境の日」
と定めている。県でも環境省の主唱するように毎年この「環境の日」を含む６月を環境月間とし、
様々な広報・啓発活動を行っている。

２　わかやま環境賞
　環境保全に関する実践活動が、他の模範となる個人又は団体を表彰し、その活動事例を広く県
民に紹介することにより、県民の環境保全に関する自主的な取り組みを促進することを目的に平
成14年２月に創設した表彰制度である。
　平成25年（第12回）は、19団体の応募の中から「和歌山県環境表彰選考委員会」の選考を経て、
美化活動、リサイクル推進や緑化活動に取り組んだ４団体が受賞（環境賞３、特別賞１）した。

取　組

図表73　和歌山環境賞　受賞者一覧

平成25年度

年度 受賞部門 受賞部門 活動内容
大塔中学校の校区内における環境学習を通
じた美化活動
地域と連携した廃食油の回収とバイオディ
ーゼル燃料精製

高炉徐冷スラグを100％使用したコンクリ
ート製品の開発
長年にわたる柱本区域における美化活動や
緑化活動

大塔小中一貫教育研究委
員会（田辺市）
社会福祉法人つわぶき会
つわぶき授産工場
（和歌山市）
和歌山県コンクリート製
品協同組合（和歌山市）
柱本クラブ（森を守る会）
（橋本市）

※　順不同
※　平成25年度は、わかやま環境大賞の受賞者なし。

わかやま環境賞
　（３団体）

　特別賞
（１団体）

環境月間における啓発活動（グリーンカーテン大作戦）
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３　全国水生生物調査の実施
　川に棲む生物を調べ水のきれいさを知るとともに、水辺に親しむことで水環境保全に対する関
心を高めることを目的として「全国水生生物調査」を実施している。
　平成25年度の県内の参加者は308人で、11河川18地点で調査を実施した。その結果、15地点で水
質階級Ⅰ（きれいな水）、３地点で水質階級Ⅱ（少し汚い水）と判定された。

４　親子生き物観察教室～干潟観察会～の開催
　次代を担う子どもたちが、身近な海への関心と自然環境の大切さ等を学ぶことを目的に、体験
型環境学習を実施している。具体的には、毎年夏休みに干潟に棲む貝やカニなどの生き物観察教
室を開催している。
　平成25年度は32組90名の応募があり、28組75名が参加した。

５　こどもエコクラブ活動支援
　平成７年度から環境省の呼びかけで全国各地に、子どもたちが地域の中で仲間と一緒に地域の
環境や地球環境問題について学習、活動する「こどもエコクラブ」が設立された（平成23年度か
ら財団法人日本環境協会へ事業移管）。
　本県においても環境生活総務課に事務局を設置し、市町村事務局を通じてこどもエコクラブの
活動を支援している。
　平成25年度は、県内で6クラブが登録し、113名のクラブ員及び46名のサポーターが環境保全活
動や自然観察会などを行っている。

６　みどりの少年団育成
　自然や人を愛する心豊かな人間に育つことを目的として、子どもたちが自然の中で緑を愛し、
守り、育てる活動を助成している。
　平成25年度は37団体2,682名の少年団員が登録しており、学校の緑化、地域の清掃活動や森林保
全活動等に参加している

７　森林・林業に関する普及啓発
　森林の機能、森の文化、林業の大切さを理解し、森林・林業を守ろうとする意識を高めるため、
小・中学校等を対象に教室での学習や間伐・枝打ちなどの林業体験、炭焼き、木工体験など幅広

干潟観察会 コメツキガニ
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い普及啓発活動を実施し、平成25年度では県内の93校で延べ4,500人の参加を得た。
　また、森林への関心や理解を深めるための教材の作成も行った。

８　環境保全のための広報・啓発用冊子の作成
　環境保全の重要性を広く県民に訴え意識の高揚を図るため、広報・啓発用冊子やポスター、パ
ンフレット等を作成し、配布する他、学習会等においての利用を促している。

　図表74　環境に関する広報・啓発用印刷物等

A4判
28ページ

A4判
32ページ

B5判

カレンダー形式で毎月の電気・ガス・水道等の使用量を記入する
ことにより、CO2排出量の計算ができ、各家庭でのCO2削減に向
けた工夫を紹介している。また、和歌山の素晴らしい自然や毎月
の旬の食材について、写真付きで紹介している。
文具・機器類、コンクリート資材、園芸資材等の和歌山県
認定リサイクル製品を紹介している。
すぐれた景観を有する和歌山県の自然公園等を紹介してい
る。

名　　　　称 サイズ・発行部数等 内　　　　　　容

平成26年度版環境家計簿カレンダー

和歌山県認定リサイクル製品紹介
パンフレット

和歌山県の自然公園パンフレット
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　様々な環境への取り組みにおいて、県民、事業者、民間団体及び行政が連携した推進体制を
築くことを目指して、「民間団体の育成と連携の強化」、「事業者の環境保全活動への支援」、
「広域ネットワークによる連携の強化」の３つの方向で取り組みを進める。

　地域における環境保全活動が、組織的に展開されるなど、地域における民間団体の役割に対す
る期待が高まっている。
　本県では、ボランティアやNPOを育成することを目的とした和歌山県ボランティア・NPO活
動促進基本方針を策定しており、ボランティア・NPO活動に関する各種情報提供を行うとともに、
県民や市町村に対する普及啓発を行い、これら活動の育成・促進に取り組んでいる。このような
状況を踏まえ、県民一人ひとりの活動が民間団体での活動につながり、また、民間団体どうしが
連携してお互いの活動が充実するような方向を目指す必要がある。

１　「わかやま環境ネットワーク」への支援
　地球温暖化対策の推進に関する法律第24条第１項に基づき、平成17年９月に特定非営利活動法
人「わかやま環境ネットワーク」を和歌山県地球温暖化防止活動推進センターに指定（平成24年
４月更新）するとともに、地球温暖化防止に関する広報活動や啓発イベント等の取り組みを支援
している。

２　河川愛護会・スマイルリバー事業
　河川の美化・河川愛護思想の普及啓発のため、河川の清掃・除草など美化活動に取り組む自治
会やＮＰＯ等のボランティア団体を、表彰・奨励金（河川愛護会）や物品の支給・ボランティア
活動保険への加入等（スマイルリバー事業）により支援している。

　事業者が自発的に環境負荷の削減に取り組むための仕組みとして、環境マネジメントシステム
の構築の必要性が注目され、多くの事業者がISO14001やエコアクション21の認証取得に取り組ん
でいる。県内では、ISO14001で112社、エコアクション21で38社が認証を取得しており、環境配慮
の取り組みが行われている。
　また、消費者の関心も事業者の環境経営に向けられる傾向にあることから、企業の社会的責任
（CSR）において積極的に環境配慮に取り組む企業が増えており、これらの事業者の自主的な取
り組みを支援していくことが必要である。

第２節 連 携 の 強 化 と 協 働 の 推 進

現状と課題

現状と課題

Ⅰ　民間団体の育成と連携の強化

Ⅱ　事業者の環境保全活動への支援

取　組
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　さらに、環境問題を一つのビジネス分野とした事業開発が広まっており、ESCO事業や太陽光発
電など地球温暖化対策や省エネルギー・再生可能エネルギー開発に関する様々な民間事業が活発
になっている。県としても、これらの企業活動を育成、支援していく必要がある。

１　ISO14001の認証を取得するための融資制度を設けている。
２　ISO14001、エコアクション21の認証を取得した建設業者に対し、県の入札参加資格審査にお
　いて加点している。

　地域が主体的に考え、行動していくという流れが本格化し、地域の知恵が試される時代に進ん
できている。より良い知恵を引き出し、その実効性を地域で担保していくためには、県独自で考
えることにこだわらず、同様の課題や特徴を有している団体などと柔軟なネットワークを構築し
ながら取り組みを進めていくことが必要である。
　平成22年12月には、府県域を越えた行政課題に取り組むため、和歌山県、大阪府、京都府、兵
庫県、滋賀県、徳島県及び鳥取県の2府5県が参加して関西広域連合が設立された。平成24年には、
政令市も参加し、府県域を越えた環境問題の解決に取り組んでいる。

１　関西広域連合　広域環境保全の取り組み
　関西広域連合広域環境保全局では、京都議定書に続く新たな枠組みや名古屋議定書などを踏ま
え、関西でのこれまでの取組の経験や蓄積を活かしながら、関西共通又は府県を越えて共通する
広域的課題に対処していくことにより、関西を環境先進地域とすることを目指した取り組みを進
めている。
　⑴　「関西広域環境保全計画」の策定・推進
　　　関西における環境分野の広域的課題に対処していくため、目指すべき姿や施策の方向性、
　　取り組むべき施策等を定めた「関西広域環境保全計画」を策定している。
　　　この計画では、「地球環境問題に対応し、持続可能な社会を実現する関西」を目標に、　
　　様々な主体とともに関西全体で広域的な環境保全に取り組んでいくこととしている。
　⑵　温室効果ガス削減のための広域取組
　　　温室効果ガスの排出削減に係る住民や事業者に対する啓発事業の広域的な取組、関西スタ
　　イルのエコポイント事業の実施に向けた検討や、信頼性の高い温室効果ガス削減に関するク
　　レジットの広域活用などに係る調査検討、電気自動車の普及促進に向けた広域的な取組を行

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位指　標　項　目

・ISO14001認証取得事業所数は、計画策定時（平成21年度データ）から９事業所減少している。
ISO14001認証取得事業所数 H25112H21121－事業所 －  

　和歌山県環境基本計画　事業者の環境保全活動への支援に関する環境指標

現状と課題

Ⅲ　広域ネットワークによる連携の強化

取　組

取　組
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　　うことにより、温室効果ガスの削減を図ることとしている。 
　⑶　府県を越えた鳥獣保護管理の取組（カワウ対策）
　　　　府県をまたがり広域的に移動し被害を与えている野生鳥獣のうち、近年特に被害が深刻
　　　化しているカワウについて、モニタリング調査（生息動向調査等）、被害防除に関する事
　　　例調査研究等を実施し、これを踏まえカワウ広域保護管理計画を策定するとともに、構成
　　　団体が協調して実施する効果の高い被害対策等について検討している。

２　関西広域連合　エネルギー検討会の取り組み
　東日本大震災を受け、新たなエネルギー社会づくりが必要となった。このため、緊急時におけ
る自主的なエネルギーの確保を含む地域の需要サイドからの視点に立ったエネルギー政策の見直
しが不可欠であることから、 「エネルギー検討会」を設置して検討を進めている。主な検討項目
は、「電力需給の検証と節電対策の推進」、「関西における中長期のエネルギー政策のあり方や
関西広域連合として取組むべき具体的な施策の検討」である。
　平成25年度には、関西における望ましいエネルギー社会の実現に向け、「関西エネルギープラ
ン」を策定した。
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１．県環境基本計画の進捗に係る目標の達成状況一覧

1　人と自然とが共生する社会の構築
⑴　自然環境の保全
　①豊かな自然環境の保全

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位

（計画期間　平成23～27年度）

和歌山県環境基本計画　指標項目体系

林種別森林面積　育成単層林
林種別森林面積　育成複層林
林種別森林面積　天然生林
自然公園面積　国立公園
自然公園面積　国定公園
自然公園面積　県立自然公園
自然公園面積　合計
自然環境保全地域面積
自然環境保全地域指定箇所数
保安林面積
多自然川づくり実施延長

1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①

H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25

208,453
5,132
126,636
11,980
16,746
21,583
50,309
329
7

131,622
55.16

H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H21

209,314
5,117
126,113
11,980
16,746
21,583
50,309
329
7

127,754
43.76

H27
H27
H27
－
－
－
－
－
－
－
－

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha
ヵ所
ha
km

207,830
6,700
125,600
－  
－  
－  
－  
－  
－  
－  
－  

　②生物の多様性の保全
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

鳥獣保護区面積
特別保護地区面積

1-(1)-②
1-(1)-②

H25
H25

31,656
1,049

H22
H22

33,685
1,050

－
－

ha
ha

34,500
1,050

　②森林や農地、沿岸域等の保全と公益的機能の維持・増進
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

耕地面積
森林整備面積
森林蓄積量
県内木材需要量
エコファーマー取組面積

1-(2)-②
1-(2)-②
1-(2)-②
1-(2)-②
1-(2)-②

H25
H25
H25
H24
H25

34,600
6,187
98,050
248,000
1,147

H22
H21
H22
H21
H21

35,200
9,300
96,490
319,000
1,283

H27
H29
H27
－
H25

ha
ha
千㎥
㎥
ha

35,000
12,500
101,370
－  
1,450

　③自然を活かした地域づくり
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

体験型観光客数1-(2)-③ H2526H2128－万人 －  

⑵　自然環境とのふれあいと活用
　①自然環境とのふれあいの推進

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

自然公園利用者数
自然歩道整備延長

1-(2)-①
1-(2)-①

H24
H25

21,764
233.9

H20
H22

20,573
228.3

－
H27

千人
km

－  
298.3
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1　人と自然とが共生する社会の構築
⑴　自然環境の保全
　①豊かな自然環境の保全

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位

（計画期間　平成23～27年度）

和歌山県環境基本計画　指標項目体系

林種別森林面積　育成単層林
林種別森林面積　育成複層林
林種別森林面積　天然生林
自然公園面積　国立公園
自然公園面積　国定公園
自然公園面積　県立自然公園
自然公園面積　合計
自然環境保全地域面積
自然環境保全地域指定箇所数
保安林面積
多自然川づくり実施延長

1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①
1-(1)-①

H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25

208,453
5,132
126,636
11,980
16,746
21,583
50,309
329
7

131,622
55.16

H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H22
H21

209,314
5,117
126,113
11,980
16,746
21,583
50,309
329
7

127,754
43.76

H27
H27
H27
－
－
－
－
－
－
－
－

ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha
ha
ヵ所
ha
km

207,830
6,700
125,600
－  
－  
－  
－  
－  
－  
－  
－  

　②生物の多様性の保全
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

鳥獣保護区面積
特別保護地区面積

1-(1)-②
1-(1)-②

H25
H25

31,656
1,049

H22
H22

33,685
1,050

－
－

ha
ha

34,500
1,050

　②森林や農地、沿岸域等の保全と公益的機能の維持・増進
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

耕地面積
森林整備面積
森林蓄積量
県内木材需要量
エコファーマー取組面積

1-(2)-②
1-(2)-②
1-(2)-②
1-(2)-②
1-(2)-②

H25
H25
H25
H24
H25

34,600
6,187
98,050
248,000
1,147

H22
H21
H22
H21
H21

35,200
9,300
96,490
319,000
1,283

H27
H29
H27
－
H25

ha
ha
千㎥
㎥
ha

35,000
12,500
101,370
－  
1,450

　③自然を活かした地域づくり
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

体験型観光客数1-(2)-③ H2526H2128－万人 －  

⑵　自然環境とのふれあいと活用
　①自然環境とのふれあいの推進

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

自然公園利用者数
自然歩道整備延長

1-(2)-①
1-(2)-①

H24
H25

21,764
233.9

H20
H22

20,573
228.3

－
H27

千人
km

－  
298.3

⑶　豊かな生活空間の保全と創造
　①まちの緑や水辺、美しい景観の保全と創造

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

都市公園面積
電線類の地中化延長

1-(3)-①
1-(3)-①

H24
H25

7.7
50.89

H21
H22

7.7
44.4

－
H27

㎡/人
km

9.8
53.7

２　快適な生活環境の保全
⑴　快適な生活環境の保全
　①大気環境の保全

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

環境基準達成率　二酸化いおう
環境基準達成率　二酸化窒素
環境基準達成率　一酸化炭素
環境基準達成率　浮遊粒子状物質
環境基準達成率　微小粒子状物質
環境基準達成率　光化学オキシダント
光化学スモッグ発令回数 注意報
光化学スモッグ発令回数 予報

2-(1)-①
2-(1)-①
2-(1)-①
2-(1)-①
2-(1)-①
2-(1)-①
2-(1)-①
2-(1)-①

H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25
H25

100
100
100
90
12.5
0
0
8

H21
H21
H21
H21
－
H21
H21
H21

100
100
100
100
－  
0
0
2

H27
H27
H27
H27
H27
H27
H27
H27

%
%
%
%
%
%
回
回

100
100
100
100
100
100
0
0

　②歴史的・文化的資源の保存と活用
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

県内の歴史的名所を訪れたり、
伝統的行事を見学した人の数

1-(3)-② H258,535,733H218,963,788－

　②水環境の保全
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

環境基準達成率　BOD
環境基準達成率　COD
地下水に係る環境基準達成率
汚水処理人口普及率
下水道普及率
下水道接続率
農業集落排水施設等普及率
漁業集落排水整備率
浄化槽普及率
水洗化率
上水道使用量
工業用水使用量
工業回収水利用率

2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②
2-(1)-②

H25
H25
H25
H24
H24
H24
H24
H25 
H24
H23
H24
H23
H23

80
100
99
55.2
22.7
77.2
4.9
77
27.5
60

423.1
1,673
70

H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21
H20
H20
H20

86.7
95.5
88
50.1
19.5
74.5
4.9
60
25.7
73

440.8
1,680
68.3

H27
H27
H27
H29
H29
－
H29
H27
H29
－
－
－
－

%
%
%
%
%
%
%
%
%
%

㍑/人日
千㎥/日
%

100
100
100
70
31.1
－  
4.9
90

34.0 
－  
－  
－  
－  

　④騒音・振動・悪臭公害対策の推進
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

騒音に係る環境基準達成率（一般地域）
騒音に係る環境基準達成率（道路に面する地域）
自動車騒音要請限度以下の割合

2-(1)-④
2-(1)-④
2-(1)-④

H25
H25
H25

100
95.6
100

H21
H21
H21

92.9
69.2
100

H27
H27
H27

%
%
%

100
100
100

－

人 －
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　⑤化学物質による環境汚染の未然防止
目　標 計画策定時 現況値

年 度値年 度値年 度目標値
単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

大気中のダイオキシン類濃度の環境基準達成率
水質中のダイオキシン類濃度の環境基準達成率
底質中のダイオキシン類濃度の環境基準達成率
土壌中のダイオキシン類濃度の環境基準達成率

2-(1)-⑤
2-(1)-⑤
2-(1)-⑤
2-(1)-⑤

H25
H25
H25
H25

100
100
100
100

H21
H21
H21
H21

100
100
100
100

H27
H27
H27
H27

%
%
%
%

100
100
100
100

３　環境への負荷の少ない循環型社会の構築
⑴　健全な資源循環システムの構築
　①廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用の促進

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

一般廃棄物排出量　総排出量
一般廃棄物排出量　一人1日あたり
一般廃棄物再生利用率
一般廃棄物最終処分量
産業廃棄物排出量
産業廃棄物再生利用率
産業廃棄物最終処分量

3-(1)-①
3-(1)-①
3-(1)-①
3-(1)-①
3-(1)-①
3-(1)-①
3-(1)-①

H24
H24
H24
H24
H24
H24
H24

381,019
1,022
14.1
49,065
372
65
16

H21
H21
H21
H21
H21
H21
H21

387,731
1,025
14.3
51,303
384
59
16

H27
－
H27
H27
H27
H27
H27

t/年
g/人日
%
t/年
万t/年
%

万t/年

366,000
－  
25

38,000
419
60
10

５　すべての人々とともに築く環境の時代
⑴　各主体への環境保全意識の普及啓発
　①環境教育・環境学習の充実

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

環境学習アドバイザー派遣回数
自然公園の園地整備箇所数
自然観察会等開催数
みどりの少年団員数
森林インストラクター数
環境カウンセラー数

5-(1)-①
5-(1)-①
5-(1)-①
5-(1)-①
5-(1)-①
5-(1)-①

H25
H25
H25
H25
H25
H25

66
88
38
37
27
22

H21
H22
H21
H22
H22
H21

57
87
38
37
27
23

H27
－
－
H27
H27
－

回
ヵ所
回
団体
人
人

70
111
35
50
30
－  

４　地球環境の保全を目指した地域からの実践
⑴　地球温暖化対策の推進
　①温室効果ガス発生抑制対策の推進

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

温室効果ガス排出量（大規模排出事業者を除く。）
温室効果ガス排出量

4-(1)-①
4-(1)-①

H23
H23

8,475
20,052

H20
H20

7,487
17,342

H32
－

千t-CO2/年
千t-CO2/年

5,939
－  

⑵　再生可能エネルギー利用及び省エネルギーの推進
　②省エネルギーの推進

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

エネルギー消費量（民生）電灯需要量
エネルギー消費量（民生）都市ガス販売量
エネルギー消費量（産業）都市ガス販売量

3-(2)-②
3-(2)-②
3-(2)-②

H24
H24
H24

2,663
17,904 
208,022 

H19
H19
H19
　

2,814
18,723
231,634

－
－
－

百万kWh
千㎥
千㎥

－  
－  
－  
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⑵　連携の強化と協働の推進
　②事業者の環境保全活動への支援

目　標 計画策定時 現況値
年 度値年 度値年 度目標値

単位和歌山県環境基本計画　指標項目体系

ISO14001認証取得事業所数5-(2)-② H25112H21121
－

事業所 － 

２ ． 放 射 能 の 測 定 調 査 結 果

　本県では、原子力規制委員会委託事業に基づき、環境放射能水準調査を実施している。平成25
年度は、定時降水中の全β放射能測定、大気浮遊塵等のγ線放出核種の測定および空間線量率測
定を実施し、その結果は表１のとおりであった。
　また、国内外における原子力関係の事象が発生した場合、その影響を調査するため、強化モニ
タリングとして追加調査を実施する。平成25年度は、前年度に引き続き福島第一原子力発電所事
故による影響の追跡調査を実施し、その結果は、表２のとおりであった。
　なお、空間放射線量率測定結果等については、原子力規制委員会ホームページにて随時公表さ
れている。
表１　環境放射能水準調査結果
①降水試料中の全β放射能測定結果（降雨ごとに測定）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（採取場所：和歌山市）
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②ゲルマニウム半導体検出器によるγ線放出核種測定結果
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③モニタリングポストによる空間放射線量率測定結果（24時間連続測定）
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表２　強化モニタリング調査結果
（福島第一原子力発電所事故による影響の追跡調査）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（測定器：ゲルマニウム半導体検出器）

（参考）
　放射能の単位
　ベクレル（Bq）：放射能の単位（国際単位）で１秒間に壊変する原子核の数。かつては、キュ
　　　　　　　　　 リー（Ci）という単位が用いられていた。１Bq=2.7×10-11Ci
　グレイ（Gy）　：放射線の強さの単位（国際単位）で、物質に吸収された放射線のエネルギー
　　　　　　　　　 を表したもの。(吸収線量)１Gy = １J/kg
　シーベルト（Sv）：シーベルトは実効線量、等価線量等を示す単位。
　実効線量　　　 ：人への影響を評価するにあたって被ばくした部位を考慮したもの。組織・臓
　　　　　　　　　 器の等価線量に組織荷重係数を乗じ、全身について合計して算出する。
　等価線量　　　 ：人への影響を評価するにあたって放射線の種類及びエネルギーを考慮したも
　　　　　　　　　 の。組織・臓器の吸収線量に放射線荷重係数を乗じて組織・臓器毎に算出す
　　　　　　　　　 る。
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３．和歌山県の環境をめぐる最近の動き
と　　ご　　き　　で月年

平成20年

平成21年

平成22年

３月
７月

８月

９月

10月
２月

４月

７月

９月

10月
11月

２月

３月

和歌山県自然環境保全のグランドデザイン策定
県環境審議会
・産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例案
　について（諮問・答申）
・平成19年度水質・土壌部会、自然環境部会、鳥獣部会及び温泉部会におけ
　る審議結果等について（報告）
和歌山県公害防止条例施行規則の一部改正
　　（ベルトコンベア・粉砕施設・ふるいの粉じんに係る特定施設の規模変更）
　　（平成20年８月15日県規則第64号、公布の日から施行）
一般国道42号湯浅御坊道路拡幅事業環境影響評価方法書に対する知事意見を
都市計画決定権者に提出
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例　公布
県環境審議会
・和歌山県立自然公園の指定及び公園計画の決定等について（諮問・答申）
・平成20年度自然環境部会、鳥獣部会及び温泉部会における審議結果等につ
　いて（報告）
和歌山県地球温暖化防止活動推進センター指定（更新）
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例　施行
県立自然公園見直し
県環境審議会
・平成20年度水質・土壌部会、鳥獣部会、温泉部会における審議結果等につ
　いて（報告）
微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準の設定
　　（平成21年９月９日環境省告示第33号）
廃棄物広域処分場整備計画（フェニックス計画）大阪沖廃棄物受入れ開始
水質汚染に係わる環境基準についての一部改正
　　（平成21年11月30日環境省告示第78号）
　・1,4－ジオキサンの追加及び1,4－ジクロロエチレンの環境基準見直し
地下水の水質汚濁に係わる環境基準についての一部改正
　　（平成21年11月30日環境省告示79号）
　・1,4－ジオキサン、塩化ビニルモノマー及び1,2－ジクロロエチレンの追加
県環境審議会
・和歌山県立自然公園の指定及び公園計画の決定について（諮問・答申）
・平成21年度自然環境部会及び鳥獣部会における審議結果等について（報告）
古座川県立自然公園追加
「天神崎の自然を大切にする会」を新公益法人制度に基づく公益財団法人第
１号に認定
和歌山県地球温暖化対策条例の一部改正
　　（平成22年３月25日県条例第13号、平成23年４月１日施行）
和歌山県地球温暖化対策条例施行規則の一部改正
　　（平成22年３月26日県規則第18号、平成22年４月１日・平成23年４月１
　　　日施行）
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と　　ご　　き　　で月年
平成22年 ３月

４月

５月

６月

７月

環境基本法に基づく騒音に係る環境基準の類型指定に関する告示を廃止
　　（和歌山県告示第174号）
・平成22年４月より、環境基本法に基づく騒音に係る環境基準の類型指定に
　関する権限を市に委譲
悪臭防止法に基づく悪臭物質の排出を規制する地域に関する告示を廃止
　　（和歌山県告示第177号）
・平成22年４月より、悪臭防止法に基づく悪臭物質の排出を規制する地域指
　定に関する権限を各市（和歌山市を除く。）に委譲
改正土壌汚染対策法の施行
騒音規制法に基づく地域の指定及び規制基準に関する告示の一部改正
　　（和歌山県告示第175号）
・平成22年４月より、騒音規制法に基づく地域の指定及び規制基準に関する
　権限を各市（和歌山市を除く。）に委譲
振動規則法に基づく地域の指定及び規制基準に関する告示の一部改正
　　（和歌山県告示第176号）
・平成22年４月より、振動規制法に基づく地域の指定及び規制基準に関する
　権限を各市（和歌山市を除く。）に委譲
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例の一
部改正
　　（平成22年３月25日条例第16号、平成22年４月１日施行）
・土砂汚染対策法に規定する汚染土壌のたい積及び汚染土壌処理施設におけ
　る埋立て等の行為を規制の対象から除外
・産業廃棄物処理業の許可施設における保管を届出の対象から除外
「一般国道42号湯浅御坊道路拡幅　環境影響評価準備書」に対する知事意見
を都市計画決定権者に提出
廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律
　　（平成22年5月19日法律第34号公布）
・廃棄物を排出する事業者による適正な処理を確保するための対策の強化、
　廃棄物処理施設の維持管理対策の強化、廃棄物処理業の優良化の推進等排
　出抑制の徹底、適正な循環的利用の確保、焼却時の熱利用の促進等
大気汚染防止法及び水質汚濁防止法の一部を改正する法律
（平成22年５月10日法律第31号公布、平成22年８月10日、平成23年４月１日施行）
・事業者による記録改ざん等への厳正な対応、排出基準超過に係る地方自治
　体による対策の推進、汚水の流出事故による水環境の被害拡大の防止、事
　業者による自主的な公害防止の取組の推進
排水基準を定める省令の一部を改正する省令の一部を改正する省令
　　（平成22年環境省令第10号）
・ほう素及びその化合物、ふっ素及びその化合物並びにアンモニア、アンモ
　ニウム化合物亜硝酸化合物及び硝酸化合物の暫定排水基準の見直し
窒素含有量又は燐含有量についての排水基準に係る湖沼を定める件の一部を
改正する件
　　（告示）（平成22年７月27日環境省告示第42号公布同日施行）

と　　ご　　き　　で月年
平成22年

平成23年

平成24年

８月
11月

３月

４月

５月

６月
10月

２月

３月

和歌山県自然公園シンポジウム開催
「和歌山共同発電所１号機リプレース計画環境影響評価方法書」に対する知
事意見を事業者に提出
県環境審議会
・和歌山県環境基本計画の改定について
・平成22年度水質・土壌部会、自然環境部会及び鳥獣部会における審議結果
　等について
　　（報告）
大気汚染防止法施行規則の一部を改正する省令
　　（平成23年３月16日環境省令第３号公布、平成23年４月１日施行）
・法改正に伴う、自主測定の対象、記録保存等、所要の改正
水質汚濁に係る環境基準の水域類型の指定の一部改正
　　（平成23年３月22日和歌山県告示第283号、284号、285号、286号、287号）
・類型の見直し（日方川、古座川上流、市田川）
和歌山県地球温暖化対策実行計画策定
第３次和歌山県環境基本計画策定
環境影響評価法の一部改正　（平成23年法律第27号）
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例の一
部改正
　　（平成23年３月16日条例第９号、平成23年４月１日施行）
・廃棄物処理法、ＰＣＢ特措法の規定による届出を行った保管行為を届出の
　対象から除外
和歌山県自然公園指導員発足
財団法人紀南環境整備公社理事会において紀南地域における公共関与の最終
処分場候補地を決定
和歌山石油精製株式会社との公害防止協定覚書の変更（測定地点の変更）
南方熊楠シンポジウム開催
水質汚濁に係る環境基準についての一部改正及び地下水の水質汚濁に係る環
境基準についての一部改正（平成23年10月27日環境省告示第94号、95号）
・カドミウムの基準値の改正
化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減計画　策定
化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量規制基準　告示
　　（和歌山県告示第124号）
第３次和歌山県廃棄物処理計画策定
和歌山地域公害防止計画策定（第９次）
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と　　ご　　き　　で月年
平成22年

平成23年

平成24年

８月
11月

３月

４月

５月

６月
10月

２月

３月

和歌山県自然公園シンポジウム開催
「和歌山共同発電所１号機リプレース計画環境影響評価方法書」に対する知
事意見を事業者に提出
県環境審議会
・和歌山県環境基本計画の改定について
・平成22年度水質・土壌部会、自然環境部会及び鳥獣部会における審議結果
　等について
　　（報告）
大気汚染防止法施行規則の一部を改正する省令
　　（平成23年３月16日環境省令第３号公布、平成23年４月１日施行）
・法改正に伴う、自主測定の対象、記録保存等、所要の改正
水質汚濁に係る環境基準の水域類型の指定の一部改正
　　（平成23年３月22日和歌山県告示第283号、284号、285号、286号、287号）
・類型の見直し（日方川、古座川上流、市田川）
和歌山県地球温暖化対策実行計画策定
第３次和歌山県環境基本計画策定
環境影響評価法の一部改正　（平成23年法律第27号）
産業廃棄物の保管及び土砂等の埋立て等の不適正処理防止に関する条例の一
部改正
　　（平成23年３月16日条例第９号、平成23年４月１日施行）
・廃棄物処理法、ＰＣＢ特措法の規定による届出を行った保管行為を届出の
　対象から除外
和歌山県自然公園指導員発足
財団法人紀南環境整備公社理事会において紀南地域における公共関与の最終
処分場候補地を決定
和歌山石油精製株式会社との公害防止協定覚書の変更（測定地点の変更）
南方熊楠シンポジウム開催
水質汚濁に係る環境基準についての一部改正及び地下水の水質汚濁に係る環
境基準についての一部改正（平成23年10月27日環境省告示第94号、95号）
・カドミウムの基準値の改正
化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減計画　策定
化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量規制基準　告示
　　（和歌山県告示第124号）
第３次和歌山県廃棄物処理計画策定
和歌山地域公害防止計画策定（第９次）
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と　　ご　　き　　で月年
平成24年

平成25年

平成26年

４月

８月

10月
12月

２月
４月
６月
３月

地域の自主性及び自立制を高めるための改革の推進を図るための関係法律の
整備に関する法律により、騒音規制法・振動規制法・環境基本法・悪臭防止
法の一部が改正され平成24年４月１日に施行される。
　下記の事務を市の長が行うこととなる。
①　騒音規制法関係
　　　地域の指定及び規制基準の設定に関する事務、常時監視の事務等
②　振動規制法関係
　　　地域の指定及び規制基準の設定に関する事務等
③　環境基本法関係
　　　騒音に係る環境基準に係る地域及び地域の類型の指定に関する事務
④　悪臭防止法関係
　　　地域の指定及び規制基準の設定に関する事務等
和歌山県環境影響評価条例施行規則の一部改正
　　（平成24年８月17日県規則第51号　平成24年10月１日施行）
環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律完全施行
和歌山県環境影響評価条例の一部改正
　　（平成24年12月28日県条例第81号　平成24年４月１日施行）
南紀熊野ジオパーク推進協議会設立
和歌山県次世代自動車充電インフラ整備ビジョン　策定
放射性物質による環境の汚染の防止のための関係法律の整備に関する法律公布
エコナビわかやま ～和歌山県環境学習・環境保全活動の手引き～ 策定
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４．用　　　  語　　　  解　　　  説

用　語 解　　　説

あ行

環境マネジメントシステムの国際規格の一つで、国際標準化機構
（ISO）で制定した環境管理と改善の手法を標準化・体系化したもの。
①計画（Plan）、②実行（Do）、③点検（Check）、④見直し
（Action）というPDCAサイクルを構築し、継続的に実施することで
環境への負荷の軽減を図る。
自動車の人待ち、荷下ろしなどの駐停車時に不必要なアイドリングを
自粛すること。
富栄養化によってプランクトンが異常増殖し海水が着色する現象。魚
介類の大量へい死等をもたらす場合がある。
いおう酸化物は、二酸化いおう（SO2亜硫酸ガス）、三酸化いおう
（SO3無水硫黄）などのいおう酸化物の総称である。
化石燃料の不完全燃焼などによって生成される無色無臭の気体で、大
気汚染物質の一つ。自動車から多く排出され、交通量の多い幹線道路
等で問題になる。
産業廃棄物以外のすべての廃棄物で、日常生活に伴って生じる家庭ご
みやし尿、事業活動に伴って排出された廃棄物のうち産業廃棄物に含
まれないものをいう。
植物プランクトンや海藻が増殖するために必要な物質で、窒素、リン
等の塩類の総称。
全ての事業者が、環境への取り組みを効果的、効率的に行うことを目
的に、環境に取り組む仕組みを作り、取り組みを行い、それらを継続
的に改善し、その結果を社会に公表するための方法について、環境省
が策定したガイドラインです。エコアクション21ガイドラインに基づ
き、取り組みを行う事業者を、審査し、認証・登録する制度が、エコ
アクション21認証・登録制度です。
自然環境や歴史文化を対象とし、それらを体験し学ぶとともに、対象
となる地域の自然環境や歴史文化の保全に責任をもつ観光のあり方を
いう。効果として、環境保全、観光振興、地域振興が期待される。
持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律に基づいて、た
い肥等を使った土づくりと化学肥料・農薬の低減を行う農業生産方式
の導入計画を都道府県知事に提出し、認定を受けた農業者の愛称名。
ESCO事業者による省エネルギーに関する包括的なサービスの提供と
省エネルギー効率の保証により、工場やビルの省エネルギーを実現し、
省エネルギー改修にかかる全ての経費を光熱水費の削減分でまかなう
事業。

ISO14001

アイドリング・ス
トップ

赤潮

いおう酸化物（Ｓ
ＯＸ）

一酸化炭素

一般廃棄物

栄養塩類

エコアクション21

エコツーリズム

エコファーマー

ESCO事業
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か行

長期安定的に、かつ広域的に廃棄物を適正に処理し、併せて港湾の秩
序ある整備を図るために、和歌山県を含めた近畿2府4県168市町村が
参画している事業で、大阪湾に広域処分場を設置して、対象地域から
発生する一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分を行っている。
都市の中で建築物などのない空間。都市内における遊びやレクリエー
ションの場であるとともに、防災の役割も担っている。
下水道、農業集落排水施設等を利用できる人口に合併処理浄化槽を利
用している人口を加えた値を、総人口で除して算定した、汚水処理施
設の普及状況の指標。
太陽からの有害な紫外線を吸収し地球上の生物を保護する重要な役割
を果たすオゾン層が、フロンガスなどによって破壊されること。健康
被害や生物への被害が心配される。
大気中の二酸化炭素やメタン、一酸化二窒素、代替フロン等のガスは
太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがある。これらの
ガスを温室効果ガスという。

大阪湾フェニック
ス計画（大阪湾圏
域広域処理場整備
計画）

オープンスペース

汚水処理人口普及率

オゾン層の破壊

温室効果ガス

用　語 解　　　説
県内を４kmメッシュ（和歌山市内は２kmメッシュ）に区切り、５年
サイクルで全地点の地下水質（硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素など25項
目。平成22年度から27項目）を調査している。
他地域から人為的に持ち込まれた生物のこと。外来種の侵入により、
地域本来の生態系が破壊されたり（侵略的外来種問題）、在来種との
交雑により、種内、種間の多様性が低下したり（遺伝子汚染問題）す
るなどの問題が生じることがある。
どんぐりを集めてそれを貯金してもらう。集められたどんぐりを苗木
に養成して払い戻し、地域の緑化に役立てるシステム。
石炭、石油、天然ガスなど地下に埋蔵する燃料の総称。動植物の死骸
が数百万年以上を経て燃料となったもの。
小売業者、製造業者等による家電製品等の廃棄物の収集、再商品化等
に関し、これを適正かつ円滑に実施するための措置を講じることによ
り、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り、もって
生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とし
た法律。
開発事業の実施に際し、環境にどのような影響を及ぼすかについて、
調査、予測をして評価を行い、さらにその結果を公表して地域の人々
の意見を聴き、環境保全のための対策をより十分なものとすること。

（地下水の）概況調査

外来種

かしの木バンク

化石燃料

家電リサイクル法

環境影響評価（環
境アセスメント）

環境学習を推進するため県が平成15年度に創設した制度で地球環境や
自然観察など様々な分野の有識者を登録し、学校や事業者、住民団体
等が実施する研修会等に派遣するもの。
家庭での電気、ガス、水道、灯油、ガソリンなどの使用量や支出額を
集計して、二酸化炭素などの環境負荷を計算できるように設計された
家計簿。環境家計簿は、二酸化炭素排出量を減らす実践的な行動につ
ながるとともに、他の環境問題の解決にも貢献し、なおかつ家計の節
約にも結びつけることを目的としている。
環境基本法の中で大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係
る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環
境を保全する上で維持されることが望ましい基準。
正式には「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」と
いう。持続可能な社会を構築するために一人ひとりが環境についての
理解を深め、環境保全活動に取り組む意欲を高めるための様々な支援
を行い、環境教育を進めるために必要な事柄を定めている。
緑や水辺もエネルギー資源と同様に生活環境を豊かで快適なものにす
るための重要な資源であると考え、それを環境資源と呼ぶ。
工場騒音や自動車騒音、人の足音や話し声、楽器など不特定多数の音
が混ざりあった、一般環境での騒音。
昭和47年６月ストックホルムで開かれた国連環境会議を記念して毎年
６月５日を「世界環境デー」と定めることが同年12月の第27回国連総
会において決議された。わが国においては、環境基本法で６月５日を
「環境の日」と定めている。また、環境省の主唱により６月を環境月
間として各種啓発行事が実施されている。
農薬や化学肥料の使用を抑え堆肥を活用するなど、生産性を維持しな
がら自然環境に配慮し環境への負荷を低減した、持続的な農業のこと。
企業が自ら環境方針や行動計画を定め、実施、点検及び見直しという
一連の行動を継続的に行い、事業活動に伴う環境負荷や環境リスクを
低減する経営システム。
化学物質の環境中への放出など、人間活動による環境への負荷により、
環境上の様々な経路を通じ、人の健康や生態系等に影響を及ぼす可能
性を示す概念。
広域連合とは、府県や市町村が広域的事務を共同処理する仕組みで、
地方自治法で議会や行政委員会を持つ特別地方公共団体として位置づ
けられている。関西広域連合は、府県同士の広域連合としては全国初
の取り組みで、救急医療連携や防災など府県域を越えた行政課題に取
り組むため、和歌山県、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、徳島県及
び鳥取県の２府５県が参加して、平成22年12月に設立された。

環境学習アドバイ
ザー

環境家計簿

環境基準

環境教育等促進法

環境資源

環境騒音

環境の日

環境保全型農業

環境マネジメント
システム

環境リスク

関西広域連合
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か行

長期安定的に、かつ広域的に廃棄物を適正に処理し、併せて港湾の秩
序ある整備を図るために、和歌山県を含めた近畿2府4県168市町村が
参画している事業で、大阪湾に広域処分場を設置して、対象地域から
発生する一般廃棄物及び産業廃棄物の最終処分を行っている。
都市の中で建築物などのない空間。都市内における遊びやレクリエー
ションの場であるとともに、防災の役割も担っている。
下水道、農業集落排水施設等を利用できる人口に合併処理浄化槽を利
用している人口を加えた値を、総人口で除して算定した、汚水処理施
設の普及状況の指標。
太陽からの有害な紫外線を吸収し地球上の生物を保護する重要な役割
を果たすオゾン層が、フロンガスなどによって破壊されること。健康
被害や生物への被害が心配される。
大気中の二酸化炭素やメタン、一酸化二窒素、代替フロン等のガスは
太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがある。これらの
ガスを温室効果ガスという。

大阪湾フェニック
ス計画（大阪湾圏
域広域処理場整備
計画）

オープンスペース

汚水処理人口普及率

オゾン層の破壊

温室効果ガス

用　語 解　　　説
県内を４kmメッシュ（和歌山市内は２kmメッシュ）に区切り、５年
サイクルで全地点の地下水質（硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素など25項
目。平成22年度から27項目）を調査している。
他地域から人為的に持ち込まれた生物のこと。外来種の侵入により、
地域本来の生態系が破壊されたり（侵略的外来種問題）、在来種との
交雑により、種内、種間の多様性が低下したり（遺伝子汚染問題）す
るなどの問題が生じることがある。
どんぐりを集めてそれを貯金してもらう。集められたどんぐりを苗木
に養成して払い戻し、地域の緑化に役立てるシステム。
石炭、石油、天然ガスなど地下に埋蔵する燃料の総称。動植物の死骸
が数百万年以上を経て燃料となったもの。
小売業者、製造業者等による家電製品等の廃棄物の収集、再商品化等
に関し、これを適正かつ円滑に実施するための措置を講じることによ
り、廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り、もって
生活環境の保全及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とし
た法律。
開発事業の実施に際し、環境にどのような影響を及ぼすかについて、
調査、予測をして評価を行い、さらにその結果を公表して地域の人々
の意見を聴き、環境保全のための対策をより十分なものとすること。

（地下水の）概況調査

外来種

かしの木バンク

化石燃料

家電リサイクル法

環境影響評価（環
境アセスメント）

環境学習を推進するため県が平成15年度に創設した制度で地球環境や
自然観察など様々な分野の有識者を登録し、学校や事業者、住民団体
等が実施する研修会等に派遣するもの。
家庭での電気、ガス、水道、灯油、ガソリンなどの使用量や支出額を
集計して、二酸化炭素などの環境負荷を計算できるように設計された
家計簿。環境家計簿は、二酸化炭素排出量を減らす実践的な行動につ
ながるとともに、他の環境問題の解決にも貢献し、なおかつ家計の節
約にも結びつけることを目的としている。
環境基本法の中で大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係
る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環
境を保全する上で維持されることが望ましい基準。
正式には「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律」と
いう。持続可能な社会を構築するために一人ひとりが環境についての
理解を深め、環境保全活動に取り組む意欲を高めるための様々な支援
を行い、環境教育を進めるために必要な事柄を定めている。
緑や水辺もエネルギー資源と同様に生活環境を豊かで快適なものにす
るための重要な資源であると考え、それを環境資源と呼ぶ。
工場騒音や自動車騒音、人の足音や話し声、楽器など不特定多数の音
が混ざりあった、一般環境での騒音。
昭和47年６月ストックホルムで開かれた国連環境会議を記念して毎年
６月５日を「世界環境デー」と定めることが同年12月の第27回国連総
会において決議された。わが国においては、環境基本法で６月５日を
「環境の日」と定めている。また、環境省の主唱により６月を環境月
間として各種啓発行事が実施されている。
農薬や化学肥料の使用を抑え堆肥を活用するなど、生産性を維持しな
がら自然環境に配慮し環境への負荷を低減した、持続的な農業のこと。
企業が自ら環境方針や行動計画を定め、実施、点検及び見直しという
一連の行動を継続的に行い、事業活動に伴う環境負荷や環境リスクを
低減する経営システム。
化学物質の環境中への放出など、人間活動による環境への負荷により、
環境上の様々な経路を通じ、人の健康や生態系等に影響を及ぼす可能
性を示す概念。
広域連合とは、府県や市町村が広域的事務を共同処理する仕組みで、
地方自治法で議会や行政委員会を持つ特別地方公共団体として位置づ
けられている。関西広域連合は、府県同士の広域連合としては全国初
の取り組みで、救急医療連携や防災など府県域を越えた行政課題に取
り組むため、和歌山県、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、徳島県及
び鳥取県の２府５県が参加して、平成22年12月に設立された。

環境学習アドバイ
ザー

環境家計簿

環境基準

環境教育等促進法

環境資源

環境騒音

環境の日

環境保全型農業

環境マネジメント
システム

環境リスク

関西広域連合
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三重、奈良、和歌山の三県にまたがる「紀伊山地の自然」がなければ
成立しなかった「山岳霊場」と「参詣道」及び周囲を取り巻く「文化
的景観」が一体となって世界遺産として登録された。世界でも類を見
ない資産として価値が高い。
企業は事業活動を行なう中で、社会的な公正さや環境への配慮などを
通じて、係わりのある利害関係者（消費者、取引先、地域社会、株主、
従業員など）に責任ある行動を取るべきだという考え。
和歌山県内の森林資源について、企業や労働組合などが、森林所有者、
森林組合と賃借契約等を結び、森林整備や様々な活動の場として利用
することにより、県内の森林環境保全に様々なかたちで取り組んでも
らう事業を総称するもの。
地球温暖化問題に関する初めての政府レベルの検討の場として、
WMO（世界気象機関）とUNEP（国連環境計画）が共同して1988年
11月に設立した国連の組織の一つである。地球温暖化に関する最新の
自然科学的及び社会科学的知見を取りまとめ、地球温暖化防止政策に
科学的な基盤を与えることを目的としている。
環境配慮に関する学校経営上のチェック項目などを含んだ学校版ISO
基準。環境問題についての基本概念や学校・家庭で実践してほしい内
容をチェックする表などで構成している。
1997年12月京都で開催されたCOP3で採択された気候変動枠組条約の
議定書。先進各国は2008年～12年における温室効果ガスの削減数値目
標（日本６%、アメリカ７%、EU８%など）を約束した。2004年11月、
ロシアが批准し要件を満たしたため、2005年２月16日発効した。
近畿を中心に、２府７県にまたがり、路線延長3,258㎞にわたる全国
で８つ目の長距手軽で楽しく、また安全に歩くことができるように
テーマを決めた247の１日コースが設定されている。

適正な冷暖房設定温度のもと、快適に過ごすための工夫をする仕組み。

再生資源を利用した製品やリサイクルしやすい製品など、環境への影
響が少ない製品、サービスを優先的に選択・購入すること。
水質汚濁に係る環境基準のうち、人の健康の保護に関する項目で、カ
ドミウム、全シアンなど27項目が定められている。
県産品で確保できる資材における使用した県産品資材の金額の割合

　　県産品活用率＝　使用した県産品資材費
　　　　　　　　　　県産品で確保できる資材費
資源の有効利用と環境産業の育成を図り循環型社会を構築するため、
県内の廃棄物の減量化・リサイクルの推進に役立つとして県が認定し
たリサイクル製品。
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農地や森林などが持つ、水源かん養機能や国土保全機能、自然維持機
能など、私たちに利益をもたらす機能のこと。
公害とは、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわた
る大気汚染、水質汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪
臭によって人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。
大気中の窒素酸化物や炭化水素等が太陽の紫外線により光化学反応を
起こして発生する二次汚染物質で、オゾン、ＰＡＮ（パーオキシアセ
チルナイトレート）など酸化物質の総称をいう。光化学オキシダント
は、日射量の多い夏季に発生しやすく、目や喉を刺激したり、農作物
に被害をおよぼしたりすることがある。
降下ばいじんとは、大気中の汚染物質のうち自己の重力により、また
は雨水とともに地上に降下するばいじんや粉じん等をいう。
水質汚濁防止法で、「「公共用水域」とは、河川、湖沼、港湾、沿岸
海域その他公共の用に供される水域及びこれに接続する公共溝渠、か
んがい用水路その他公共の用に供される水路（下水道法第二条第三号
及び第四号に規定する公共下水道及び流域下水道であって、同条第六
号に規定する終末処理場を設置しているもの（その流域下水道に接続
する公共下水道を含む。）を除く。）をいう。」と定義している。
次世代を担う子どもたちが地域において、楽しく主体的に環境学習及
び環境保全活動を行えるよう、環境省は、全国にこどもエコクラブを
発足させた。環境省の委託により、㈶日本環境協会に全国こどもエコ
クラブ事務局を置き、会員手帳、バッチ、ニュースレター等を作成、
会員に配布するほか、環境学習のためのプログラムや学習教材の提供
等を行うもので、地方公共団体及び各種団体等と協力して事業を進め
ることにより、子どもたちの環境学習及び環境保全活動の推進を図る
ものである。

公益的機能

公害

光化学オキシダン
ト（Ｏｘ）

降下ばいじん（Ｓ
Ｄ）

公共用水域

こどもエコクラブ

用　語 解　　　説
一般廃棄物及び産業廃棄物を埋立処分するために必要な場所及び施
設・設備の総体をいう。産業廃棄物処分場には、安定型（廃プラス
チック等）、管理型（汚泥等）、しゃ断型（有害物質を含む廃棄物）
がある。
太陽光、太陽熱、風力、地熱、バイオマスなど通常エネルギー源枯渇
の心配がないエネルギーのこと。ダムなどの建設を伴わない小規模の
水力発電も再生可能エネルギーに含まれる。
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えがら、汚でい、廃油・廃
酸・廃アルカリ・廃プラスチック類等。これに対し、家庭ごみやし尿
などは一般廃棄物という。

最終処分場

再生可能エネルギー

産業廃棄物
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三重、奈良、和歌山の三県にまたがる「紀伊山地の自然」がなければ
成立しなかった「山岳霊場」と「参詣道」及び周囲を取り巻く「文化
的景観」が一体となって世界遺産として登録された。世界でも類を見
ない資産として価値が高い。
企業は事業活動を行なう中で、社会的な公正さや環境への配慮などを
通じて、係わりのある利害関係者（消費者、取引先、地域社会、株主、
従業員など）に責任ある行動を取るべきだという考え。
和歌山県内の森林資源について、企業や労働組合などが、森林所有者、
森林組合と賃借契約等を結び、森林整備や様々な活動の場として利用
することにより、県内の森林環境保全に様々なかたちで取り組んでも
らう事業を総称するもの。
地球温暖化問題に関する初めての政府レベルの検討の場として、
WMO（世界気象機関）とUNEP（国連環境計画）が共同して1988年
11月に設立した国連の組織の一つである。地球温暖化に関する最新の
自然科学的及び社会科学的知見を取りまとめ、地球温暖化防止政策に
科学的な基盤を与えることを目的としている。
環境配慮に関する学校経営上のチェック項目などを含んだ学校版ISO
基準。環境問題についての基本概念や学校・家庭で実践してほしい内
容をチェックする表などで構成している。
1997年12月京都で開催されたCOP3で採択された気候変動枠組条約の
議定書。先進各国は2008年～12年における温室効果ガスの削減数値目
標（日本６%、アメリカ７%、EU８%など）を約束した。2004年11月、
ロシアが批准し要件を満たしたため、2005年２月16日発効した。
近畿を中心に、２府７県にまたがり、路線延長3,258㎞にわたる全国
で８つ目の長距手軽で楽しく、また安全に歩くことができるように
テーマを決めた247の１日コースが設定されている。

適正な冷暖房設定温度のもと、快適に過ごすための工夫をする仕組み。

再生資源を利用した製品やリサイクルしやすい製品など、環境への影
響が少ない製品、サービスを優先的に選択・購入すること。
水質汚濁に係る環境基準のうち、人の健康の保護に関する項目で、カ
ドミウム、全シアンなど27項目が定められている。
県産品で確保できる資材における使用した県産品資材の金額の割合

　　県産品活用率＝　使用した県産品資材費
　　　　　　　　　　県産品で確保できる資材費
資源の有効利用と環境産業の育成を図り循環型社会を構築するため、
県内の廃棄物の減量化・リサイクルの推進に役立つとして県が認定し
たリサイクル製品。
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農地や森林などが持つ、水源かん養機能や国土保全機能、自然維持機
能など、私たちに利益をもたらす機能のこと。
公害とは、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわた
る大気汚染、水質汚濁、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下及び悪
臭によって人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。
大気中の窒素酸化物や炭化水素等が太陽の紫外線により光化学反応を
起こして発生する二次汚染物質で、オゾン、ＰＡＮ（パーオキシアセ
チルナイトレート）など酸化物質の総称をいう。光化学オキシダント
は、日射量の多い夏季に発生しやすく、目や喉を刺激したり、農作物
に被害をおよぼしたりすることがある。
降下ばいじんとは、大気中の汚染物質のうち自己の重力により、また
は雨水とともに地上に降下するばいじんや粉じん等をいう。
水質汚濁防止法で、「「公共用水域」とは、河川、湖沼、港湾、沿岸
海域その他公共の用に供される水域及びこれに接続する公共溝渠、か
んがい用水路その他公共の用に供される水路（下水道法第二条第三号
及び第四号に規定する公共下水道及び流域下水道であって、同条第六
号に規定する終末処理場を設置しているもの（その流域下水道に接続
する公共下水道を含む。）を除く。）をいう。」と定義している。
次世代を担う子どもたちが地域において、楽しく主体的に環境学習及
び環境保全活動を行えるよう、環境省は、全国にこどもエコクラブを
発足させた。環境省の委託により、㈶日本環境協会に全国こどもエコ
クラブ事務局を置き、会員手帳、バッチ、ニュースレター等を作成、
会員に配布するほか、環境学習のためのプログラムや学習教材の提供
等を行うもので、地方公共団体及び各種団体等と協力して事業を進め
ることにより、子どもたちの環境学習及び環境保全活動の推進を図る
ものである。

公益的機能

公害

光化学オキシダン
ト（Ｏｘ）

降下ばいじん（Ｓ
Ｄ）

公共用水域

こどもエコクラブ

用　語 解　　　説
一般廃棄物及び産業廃棄物を埋立処分するために必要な場所及び施
設・設備の総体をいう。産業廃棄物処分場には、安定型（廃プラス
チック等）、管理型（汚泥等）、しゃ断型（有害物質を含む廃棄物）
がある。
太陽光、太陽熱、風力、地熱、バイオマスなど通常エネルギー源枯渇
の心配がないエネルギーのこと。ダムなどの建設を伴わない小規模の
水力発電も再生可能エネルギーに含まれる。
事業活動に伴って生じた廃棄物のうち、燃えがら、汚でい、廃油・廃
酸・廃アルカリ・廃プラスチック類等。これに対し、家庭ごみやし尿
などは一般廃棄物という。

最終処分場

再生可能エネルギー

産業廃棄物
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主として化石燃料の燃焼により生じる硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化
物（NOx）が、大気中で雨等に溶けて生じる、pH5.6以下の雨のこと。
森林被害や湖沼の酸性化などの影響がある。
河川や海水の汚れの度合いを示す指標。水中の有機物などの汚濁源と
なる物質を、通常、過マンガン酸カリウム等の酸化剤で酸化するとき
に消費される酸素量をmg ／１で表したものであり、数値が大きいほ
ど水中の汚濁物質の量も多いということを示している。環境基準では、
海域及び湖沼の汚濁指標として採用されている。また、年間の環境基
準達成状況は、75％値により評価を行う。
都市の成長にともない市街地の開発が郊外へと拡大し、都市の周辺に
残る農地や里山が、無秩序に虫が食いちらすように宅地化されていく
こと。
個々の航空機騒音の単発騒音暴露レベル（LAE）に夕方（午後７時
～午後10時）のLAEには５デシベル、深夜（午後10時～翌７時）の
LAEには10デシベルを加え、１日の騒音エネルギーを加算したのち、
１日の時間平均をとって評価した指標であり、単位はデシベルである。
平成25年４月から航空機騒音に係る環境基準の評価指標として用いら
れている。
廃棄物（ごみ）の総排出量のうち、再生資源としてリサイクルされる
量。リサイクル率は、その総排出量に対する割合。
太陽光、太陽熱、水力、風力、地熱、バイオマスなど自然にある利用
可能なエネルギー。
県自然環境保全地域。人の手がほとんど入っていない、すぐれた自然
環境を維持している地域で、その自然環境を保全することが特に必要
であるとして自然環境保全条例に基づき指定された地域。
すぐれた自然の風景地の保護とその利用及び生物多様性の確保を目的
として指定された公園で、国立公園、国定公園及び都道府県立自然公
園がある。また、自然公園の区域は、その風致景観の質により特別地
域と普通地域に分けられ、開発にあたっては、それぞれ許可及び届出
が必要である。
将来の世代が必要とする資源や環境の状況を損なうことがないように
現在の世代が必要とする経済社会活動を営みながら、成長を続ける社
会のこと。
官能試験法による臭気の数量化方法のひとつ。臭気を希釈して丁度に
おわなくなったときの希釈倍数を臭気濃度といい、これを指数化した
もの。

酸性雨

COD（化学的酸素
要求量）

市街地のスプロー
ル化現象

時間帯補正等価騒
音レベル（　　）

資源化量・リサイ
クル率

自然エネルギー

自然環境保全地域

自然公園

持続可能な社会
（持続的発展が可
能な社会）

臭気指数

Lden
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主として化石燃料の燃焼により生じる硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化
物（NOx）が、大気中で雨等に溶けて生じる、pH5.6以下の雨のこと。
森林被害や湖沼の酸性化などの影響がある。
河川や海水の汚れの度合いを示す指標。水中の有機物などの汚濁源と
なる物質を、通常、過マンガン酸カリウム等の酸化剤で酸化するとき
に消費される酸素量をmg ／１で表したものであり、数値が大きいほ
ど水中の汚濁物質の量も多いということを示している。環境基準では、
海域及び湖沼の汚濁指標として採用されている。また、年間の環境基
準達成状況は、75％値により評価を行う。
都市の成長にともない市街地の開発が郊外へと拡大し、都市の周辺に
残る農地や里山が、無秩序に虫が食いちらすように宅地化されていく
こと。
個々の航空機騒音の単発騒音暴露レベル（LAE）に夕方（午後７時
～午後10時）のLAEには５デシベル、深夜（午後10時～翌７時）の
LAEには10デシベルを加え、１日の騒音エネルギーを加算したのち、
１日の時間平均をとって評価した指標であり、単位はデシベルである。
平成25年４月から航空機騒音に係る環境基準の評価指標として用いら
れている。
廃棄物（ごみ）の総排出量のうち、再生資源としてリサイクルされる
量。リサイクル率は、その総排出量に対する割合。
太陽光、太陽熱、水力、風力、地熱、バイオマスなど自然にある利用
可能なエネルギー。
県自然環境保全地域。人の手がほとんど入っていない、すぐれた自然
環境を維持している地域で、その自然環境を保全することが特に必要
であるとして自然環境保全条例に基づき指定された地域。
すぐれた自然の風景地の保護とその利用及び生物多様性の確保を目的
として指定された公園で、国立公園、国定公園及び都道府県立自然公
園がある。また、自然公園の区域は、その風致景観の質により特別地
域と普通地域に分けられ、開発にあたっては、それぞれ許可及び届出
が必要である。
将来の世代が必要とする資源や環境の状況を損なうことがないように
現在の世代が必要とする経済社会活動を営みながら、成長を続ける社
会のこと。
官能試験法による臭気の数量化方法のひとつ。臭気を希釈して丁度に
おわなくなったときの希釈倍数を臭気濃度といい、これを指数化した
もの。
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製品等が廃棄物等となることが抑制され、並びに製品等が循環資源と
なった場合においてはこれについて適正に循環的な利用が行われるこ
とが促進され、及び循環的な利用が行われない循環資源については適
正な処分が確保され、もって天然資源の消費を抑制し、環境への負荷
ができる限り低減される社会のこと。（循環型社会形成推進基本法第
２条）
資源消費や環境負荷の少ない「循環型社会」の構築を促すことを目的
として、廃棄物処理やリサイクルを推進するための政策の基本的方向
を示した法律。
「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」において「新エネ
ルギー利用等」として規定されており、「技術的に実用化段階に達し
つつあるが、経済性の面での制約から普及が十分でないもので、石油
代替エネルギーの導入を図るために特に必要なもの」と定義している。
太陽光発電や太陽熱利用、風力発電、地熱発電、バイオマス発電など
がこれに該当する。
河川や湖沼、海岸などで、水辺に降りることができたり、水に触れた
り入ったりすることができるような、水辺との親しみやすさ。
林野庁が平成３年に創設した資格制度で、森林を利用する国民に、森
林や林業に関する知識を与え、森林の案内や森林内での野外活動の指
導を行う専門家のこと。
主に都市住民を対象とした野外レクリエーションの場として、保健休
養と環境教育の働きをもつ森林。
森林や農耕地が樹木、落葉、土壌などの中で水を長期にわたって貯留、
流下させることにより、洪水や渇水の防止や河川流量の安定化などを
行う機能のこと。
水洗化人口とは、公共下水道、浄化槽、農業集落排水等に接続してい
る人口。水洗化率とは、総人口に対する水洗化人口の割合。
「ごみを出さない」「一度使って不要になった製品や部品を再び使
う」「出たごみはリサイクルする」という廃棄物処理やリサイクルの
優先順位のこと。「リデュース（Reduce＝ごみの発生抑制）」「リ
ユース（Reuse＝再使用）」「リサイクル（Recycle＝再資源化）」
の頭文字を取ってこう呼ばれる。
水質汚濁に係る環境基準で、生活環境を保全するうえで維持すること
が望ましい基準として設定された項目である。これには、pH、
BOD、COD等９項目あり、基準値は、河川、湖沼、海域別に、水道、
水産、工業用水等の利用目的に適応した類型によって項目ごとに定め
られている。

循環型社会

循環型社会形成推
進基本法

新エネルギー

親水性

森林インストラク
ター

森林公園

水源のかん養

水洗化人口・水洗
化率

３Ｒ

生活環境項目
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生活圏周辺などの保安林について、森林のもつ様々な公益的機能のう
ち保健休養機能に重点を置いて手入れし、やすらぎと潤いのある森林
空間として整備した森林。
「し尿排水」と「日常生活に伴って排出される台所、洗濯、風呂等か
らの排水（生活雑排水）」とをいう。生活排水の１日１人当たりの
BOD負荷量は、し尿排水が約30％生活雑排水が約70％である。
地球上には3,000万種以上の生物が様々な環境に適応して生息し、相
互の関係を築きながら同時に、その生息環境を支えている。生態系は
多様な生物が生息するほど健全であり安定しているといえる。
天然の鉱物で、熱や摩擦等に強い特性があるため過去には建築資材と
して使用されていたが、その粉じんを吸引すると肺がん、悪性中皮腫
などの病気の原因となるおそれがある。大気汚染防止法では、石綿を
使用している建築物等の解体等作業時における事前届出、飛散防止対
策の実施を義務づけている。
瀬戸内海環境保全特別措置法第４条の規定に基づき、和歌山県の区域
において、瀬戸内海の保全に関し実施すべき施策について定めた計画。
騒音レベルとは、騒音計を用いて得られる騒音の大きさであり、単位
はデジベル（dB）を用いる。騒音規制法における騒音の測定は、計
量法第71条の条件に合格した騒音計で、周波数補正回路Ａ特性（音圧
レベルを人間の聞こえ方に合うように補正したもの）を用いる。
工場や事業場が集中している地域で、排出基準（濃度規制）のみでは
環境基準を達成、維持することが困難な地域に適用される規制方式。
汚染物質の排出量（総量、濃度と排ガス量又は排水量との積）を規制
する。県では、大気汚染についてはいおう酸化物（北部臨海工業地
域）、水質汚濁については化学的酸素要求量・窒素含有量及びりん含
有量（瀬戸内海地域）が総量規制の対象項目となっている。
工場・事業場が集合し、発生施設ごとの排出規制では環境基準の確保
が困難である場合に、汚濁物質の地域全体の排出総量を削減するため
に用いられる規制手法に対応するための計画。個々の発生施設ごとの
排出基準より厳しい基準が設けられる。

生活環境保全林

生活排水

生物の多様性

石綿

瀬戸内海の環境保全に
関する和歌山県計画

騒音レベル（Noise 
level）

総量規制

総量削減計画

た行
用　語 解　　　説

有機塩素化合物の生産過程や廃棄物の焼却過程等で非意図的に生成さ
れる。ダイオキシン類対策特別措置法では、ポリ塩化ジベンゾパラジ
オキシン、ポリ塩化ジベンゾフラン及びコプラナーポリ塩化ビフェニ
ルをダイオキシン類としている。その毒性から、人の健康を保護する
ための環境基準等が定められている。

ダイオキシン類

無線又は有線回路により遠隔地の測定局のデータを中央監視局で一元
的に収集するもので、通信回線とコンピュータとの組み合わせにより
システム化される。広域にわたる大気の汚染状況の常時監視・測定な
どに用いられている。
河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との
調和にも配慮し、河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境
及び多様な河川景観を保全・創出するために、河川管理を行うこと。
単発的に発生する騒音の１回の発生ごとのＡ特性で重み付けられたエ
ネルギーと等しいエネルギーを持つ継続時間１秒の定常音の騒音レベ
ルであり、単位はデシベルである。
二酸化炭素などの温室効果ガスの増加により、宇宙空間に放出される
熱が地球表面にとどまり、地上の気温が上昇すること。自然環境や生
活環境への悪影響が心配される。
地球温暖化対策を地域で推進するためにつくられる行政・事業者・住民
からなる組織。2002年の地球温暖化対策推進法の改正で盛り込まれた。
地球温暖化対策推進法に基づき、市民などによる地球温暖化防止の活
動を支援し助言するため、都道府県知事が委嘱する運動員。
地球温暖化対策推進法に基づき設置が定められた地球温暖化防止に向
けた普及啓発のための組織。全国に1箇所及び都道府県又は指定都市
等に各1箇所を指定することができると決められている。
「地元で生産された農林畜水産物を地元で消費する」という意味で使
われている言葉。地産地消を進めることは、消費者が求めている新鮮
で安全・安心な農産物等を提供することによる「食と農」の信頼の回
復につながる。また、化学肥料や農薬の削減、食料の遠距離輸送にと
もなうエネルギー資源の抑制という効果も期待される。
自然公園などの自然環境のすぐれた地域を結び、歩きながら地域の自
然、歴史、文化などにふれ、自然保護に対する理解を深めることを目
的として環境省が計画し、各都道府県が整備を進めている歩道。和歌
山県内では53ルートが計画されている。
鳥獣の保護繁殖のために必要があると認められ設定された地域。全て
の鳥獣の捕獲が禁止され、鳥獣の生息・繁殖に必要な保護事業が実施
できる。
鳥獣保護区には、環境大臣の指定する国指定鳥獣保護区と、都道府県
知事の指定する県指定鳥獣保護区とがあり、土地に対する規制等に変
わりはない。鳥獣保護区の種類は、森林鳥獣生息地の保護区、大規模
生息地の保護区、集団渡来地の保護区、集団繁殖地の保護区、希少鳥
獣生息地の保護区、生息地回廊の保護区、身近な鳥獣生息地の保護区
に分けられる。

大気汚染常時監視
体制（テレメータ
システム）

多自然川づくり

単発騒音曝露レベ
ル（ＬAE）

地球温暖化

地球温暖化対策地
域協議会
地球温暖化防止活
動推進員

地球温暖化防止活
動推進センター

地産地消

長距離自然歩道

鳥獣保護区
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無線又は有線回路により遠隔地の測定局のデータを中央監視局で一元
的に収集するもので、通信回線とコンピュータとの組み合わせにより
システム化される。広域にわたる大気の汚染状況の常時監視・測定な
どに用いられている。
河川全体の自然の営みを視野に入れ、地域の暮らしや歴史・文化との
調和にも配慮し、河川が本来有している生物の生息・生育・繁殖環境
及び多様な河川景観を保全・創出するために、河川管理を行うこと。
単発的に発生する騒音の１回の発生ごとのＡ特性で重み付けられたエ
ネルギーと等しいエネルギーを持つ継続時間１秒の定常音の騒音レベ
ルであり、単位はデシベルである。
二酸化炭素などの温室効果ガスの増加により、宇宙空間に放出される
熱が地球表面にとどまり、地上の気温が上昇すること。自然環境や生
活環境への悪影響が心配される。
地球温暖化対策を地域で推進するためにつくられる行政・事業者・住民
からなる組織。2002年の地球温暖化対策推進法の改正で盛り込まれた。
地球温暖化対策推進法に基づき、市民などによる地球温暖化防止の活
動を支援し助言するため、都道府県知事が委嘱する運動員。
地球温暖化対策推進法に基づき設置が定められた地球温暖化防止に向
けた普及啓発のための組織。全国に1箇所及び都道府県又は指定都市
等に各1箇所を指定することができると決められている。
「地元で生産された農林畜水産物を地元で消費する」という意味で使
われている言葉。地産地消を進めることは、消費者が求めている新鮮
で安全・安心な農産物等を提供することによる「食と農」の信頼の回
復につながる。また、化学肥料や農薬の削減、食料の遠距離輸送にと
もなうエネルギー資源の抑制という効果も期待される。
自然公園などの自然環境のすぐれた地域を結び、歩きながら地域の自
然、歴史、文化などにふれ、自然保護に対する理解を深めることを目
的として環境省が計画し、各都道府県が整備を進めている歩道。和歌
山県内では53ルートが計画されている。
鳥獣の保護繁殖のために必要があると認められ設定された地域。全て
の鳥獣の捕獲が禁止され、鳥獣の生息・繁殖に必要な保護事業が実施
できる。
鳥獣保護区には、環境大臣の指定する国指定鳥獣保護区と、都道府県
知事の指定する県指定鳥獣保護区とがあり、土地に対する規制等に変
わりはない。鳥獣保護区の種類は、森林鳥獣生息地の保護区、大規模
生息地の保護区、集団渡来地の保護区、集団繁殖地の保護区、希少鳥
獣生息地の保護区、生息地回廊の保護区、身近な鳥獣生息地の保護区
に分けられる。

大気汚染常時監視
体制（テレメータ
システム）

多自然川づくり

単発騒音曝露レベ
ル（ＬAE）

地球温暖化

地球温暖化対策地
域協議会
地球温暖化防止活
動推進員

地球温暖化防止活
動推進センター

地産地消

長距離自然歩道

鳥獣保護区
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鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律に基づき、都道府県が定める
計画。鳥獣保護区、鳥獣捕獲許可、鳥獣保護事業などについて定める。
河川、湖沼、海域などの水底を形づくっている粘土、シルト、砂、礫
などの堆積物や岩のことをいう。底質は、貝類や水生昆虫類、藻類を
はじめとしたいろいろな底生生物の生活の場である。水質汚濁の進行
に伴って、有機物質や重金属類などが沈積し、底質中に蓄積される。
そのため、底質を調べることによって、汚濁の進行傾向や速度につい
て、有用な情報を得ることができる。また、一度底質に移行した各種
物質の一部は、溶出や巻き上がり現象によって再び水質に対して大き
な影響を及ぼすことが知られている。
二酸化炭素などの温室効果ガスの排出が少ない社会のことであり、究
極的には、その排出を自然が吸収できる量以内にとどめる（カーボ
ン・ニュートラルな）社会を目指すものである。
音の強さなどの物理量をある標準的な基準的量と対比して、相対的な
比較検討を行うのに用いる単位のことであり、騒音や振動のレベルを
表す場合に用いる。
大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭の７項
目。環境基本法第２条第３項に規定されている。
一定の時間内に測定された騒音をエネルギー量として平均し、その平
均値から音の大きさ（デシベル）を求めた値であり騒音の評価手法と
して国際的に用いられている。
「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」に基づく計画で、増え
すぎたり、減りすぎたりした動物の種の地域個体群を特定し、適正な
個体数に導くための計画。
都市公園法に基づく公園または緑地で、都市における緑とオープンス
ペースを確保し、レクリエーションの場、災害時の避難地として重要
な役割を持つ。
有害物質の使用・製造等を行う事業所等が廃止になった時の敷地や、
3,000㎡以上の形質を変更する土地に土壌汚染のおそれがある等の場
合、土壌調査を命令し、汚染のある場合は区域指定を行い適切な措置
等を命じることができる法律。
大気中の二酸化いおうや二酸化窒素等の汚染度を知るために簡易的に
用いられる測定方法。トリエタノールアミン溶液に浸し、乾燥後、補
集容器内に装着し、ある一定の期間、大気中に暴露することで、酸化
物質である二酸化いおうや二酸化窒素等を補集する。このろ紙を分析
することにより目的物質の濃度を測定する。

鳥獣保護事業計画

底質

低炭素社会

デシベル（dB）

典型７公害

等価騒音レベル
（ＬAeq）

特定鳥獣保護管理
計画

都市公園

土壌汚染対策法

トリエタノールア
ミン含浸ろ紙・
パッシブ法
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鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律に基づき、都道府県が定める
計画。鳥獣保護区、鳥獣捕獲許可、鳥獣保護事業などについて定める。
河川、湖沼、海域などの水底を形づくっている粘土、シルト、砂、礫
などの堆積物や岩のことをいう。底質は、貝類や水生昆虫類、藻類を
はじめとしたいろいろな底生生物の生活の場である。水質汚濁の進行
に伴って、有機物質や重金属類などが沈積し、底質中に蓄積される。
そのため、底質を調べることによって、汚濁の進行傾向や速度につい
て、有用な情報を得ることができる。また、一度底質に移行した各種
物質の一部は、溶出や巻き上がり現象によって再び水質に対して大き
な影響を及ぼすことが知られている。
二酸化炭素などの温室効果ガスの排出が少ない社会のことであり、究
極的には、その排出を自然が吸収できる量以内にとどめる（カーボ
ン・ニュートラルな）社会を目指すものである。
音の強さなどの物理量をある標準的な基準的量と対比して、相対的な
比較検討を行うのに用いる単位のことであり、騒音や振動のレベルを
表す場合に用いる。
大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭の７項
目。環境基本法第２条第３項に規定されている。
一定の時間内に測定された騒音をエネルギー量として平均し、その平
均値から音の大きさ（デシベル）を求めた値であり騒音の評価手法と
して国際的に用いられている。
「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」に基づく計画で、増え
すぎたり、減りすぎたりした動物の種の地域個体群を特定し、適正な
個体数に導くための計画。
都市公園法に基づく公園または緑地で、都市における緑とオープンス
ペースを確保し、レクリエーションの場、災害時の避難地として重要
な役割を持つ。
有害物質の使用・製造等を行う事業所等が廃止になった時の敷地や、
3,000㎡以上の形質を変更する土地に土壌汚染のおそれがある等の場
合、土壌調査を命令し、汚染のある場合は区域指定を行い適切な措置
等を命じることができる法律。
大気中の二酸化いおうや二酸化窒素等の汚染度を知るために簡易的に
用いられる測定方法。トリエタノールアミン溶液に浸し、乾燥後、補
集容器内に装着し、ある一定の期間、大気中に暴露することで、酸化
物質である二酸化いおうや二酸化窒素等を補集する。このろ紙を分析
することにより目的物質の濃度を測定する。

鳥獣保護事業計画

底質

低炭素社会

デシベル（dB）

典型７公害

等価騒音レベル
（ＬAeq）

特定鳥獣保護管理
計画

都市公園

土壌汚染対策法

トリエタノールア
ミン含浸ろ紙・
パッシブ法

な行
用　語 解　　　説

年間の日間平均値の全データをその値の小さいものから順に並べ
0.75×n番目（nは日間平均値のデータ数）のデータ値。0.75×nが整
数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。
化石燃料の燃焼などによって発生する大気汚染物質の一つ。目の粘膜
への刺激や、呼吸機能に影響を与える。
大気中の二酸化炭素などの温室効果ガスを吸収し、比較的長期間にわ
たり固定することのできる森林や海洋などのこと。京都議定書では、
先進締約国が温室効果ガス削減目標を達成する手段として、新規植林、
再植林、土地利用変化などの活動を考慮することが規定されている。
大気汚染物質の一つで、物の燃焼によって発生する。呼吸器系への影
響がある。
農薬の適正使用の推進および環境にやさしい病害虫・雑草防除技術の
普及を図るための指導者向け技術指針
農用地の土壌汚染防止等に関する法律に基づき農用地における特定有
害化学物質（カドミウム、銅、ヒ素）の濃度が高い場合に、都道府県
が指定する地域。
将来にわたる公共交通機関の維持、道路における渋滞の緩和及び地球
規模での温暖化防止を目的として、自家用車の利用を控える日を設定
し、自家用車から公共交通機関、単車、自転車、徒歩又は相乗りへの
移動手段の転換を促す運動である。

75％値（75％水質
値）

二酸化いおう

二酸化炭素の吸収
源

二酸化窒素

農作物病害虫及び
雑草防除指針

農用地土壌汚染対
策地域

ノーマイカーデー
運動

は行
用　語 解　　　説

大気汚染防止法では、次の物質をばい煙と定義している。
⑴　燃料その他物の燃焼に伴い発生するいおう酸化物
⑵　燃料その他物の燃焼または熱源としての電気の使用に伴い発生す
るばいじん
⑶　物の燃焼、合成、分解その他の処理（機械的処理を除く）に伴い
発生する物質のうち、人の健康または生活環境に係る被害を生ずるお
それがある物質で、政令で定めるもの（有害物質という）。
また、ばい煙のうち指定ばい煙（いおう酸化物及び窒素酸化物）につ
いては、指定地域を対象として総量規制が導入される。
木材、海草、生ゴミ、糞尿、プランクトンなど、化石燃料を除いた再
生可能な生物由来の有機エネルギーや資源のこと。燃焼時に二酸化炭
素の発生が少ない自然エネルギーとして注目されている。
生産段階で発生する環境への負荷の防止費用あるいはその除去費用を、
排出者である企業が負担するべきという考え方。

ばい煙

バイオマス

排出事業者処理責
任
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排水基準は、水質汚濁防止法及び県条例に規定されている工場・事業
場からの排水の規制を行うための基準であり、カドミウムなどの有害
物質やBOD などの生活環境項目ごとに定められている。
正式には「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の
促進に関する法律」という。有害性のある様々な化学物質の環境への
排出量を把握することなどにより、化学物質を取り扱う事業者の自主
的な化学物質の管理の改善を促進し、化学物質による環境の保全上の
支障が生ずることを未然に防止することを目的とした法律。
河川等の汚れの度合いを示す指標。水中の汚染物質（有機物）が微生
物によって無機化あるいはガス化するときに必要とされる酸素量から
求める。単位はmg/Lで表す。この数値が大きいほど水中の汚濁物質
の量が多いことを示している。環境基準では、河川の汚濁指標として
採用されている。また、年間の環境基準達成状況は、75％値により評
価を行う。
PCB、PCBを含む油又はPCBが塗布され、染み込み、付着し、若しく
は封入された物が廃棄物となったもの。具体的には、PCB使用高圧ト
ランス・コンデンサや業務用・施設用蛍光灯等のPCB使用安定器など
がある。
潮の満ち引きで海に沈んだり現れたりする砂泥地。魚介類だけでなく、
それらを餌にする鳥類も集まるなど、多様な生物の生息地である。
大気中に浮遊する粉じんで、その粒径が2.5ミクロン以下のものをい
う。大気汚染物質の一つで、呼吸器系等への影響がある。
水の出入の少ない閉鎖性水域では、工場排水、家庭排水、農業排水な
どにより、水中の栄養塩類である窒素、りんなどが増えると藻類やプ
ランクトンなどが太陽光線を受けて爆発的に増殖し、腐敗過程でさら
に水中に窒素やりんが放出され、次第に栄養塩が蓄積される現象のこ
とである。
樹齢や樹高の異なる樹木から構成される森林。皆伐をしないため、裸
地化することがなく、土壌の流亡が避けられ災害にも強い。
大気中を浮遊する粒子状物質のうち、粒径が10ミクロン以下のものを
いう。いおう酸化物や窒素酸化物とともに代表的な大気汚染物質のひ
とつである。
冷蔵庫、エアコンの冷媒、電子部品の洗浄などに使われるガスで、炭
化水素に塩素、フッ素が結合した化合物をいう。このうち、オゾン層
を破壊する力の強いCFC-11など5物質を特定フロンという。また特定
フロンの代替として開発された、塩素を含まないフロン系物質をフロ
ン代替物質という。

排水基準

PRTR法

BOD（生物化学的
酸素要求量）

PCB廃棄物

干潟

微小粒子状物質
（PM2.5）

富栄養化

複層林

浮遊粒子状物質
（SPM）

フロン

オゾン層の破壊や地球温暖化を招くフロンを大気中にみだりに放出す
ることを禁止するとともに、機器の廃棄時における適正な回収及び破
壊処理の実施等を義務付けた法律。
内湾のような水の入れかわりの少ない海域。汚濁物質が滞留しやすく
なる。

フロン回収破壊法

閉鎖性海域

ま行

や行

ら行

用　語 解　　　説
子供たちが森林での学習活動や地域の奉仕活動、レクリエーション活
動などを通じて、“自然を愛し、人を愛し、自ら社会を愛する心豊か
な人間に育っていく”ことを目的とした自主的な団体。
点在する生物生息空間を水や緑で結ぶこと。鳥や昆虫、動物たちがつ
たって移動することができ、動植物の生育環境としても重要である。
「民間非営利団体」と翻訳される。広義には営利を目的としない民間
組織は全てＮＰＯであるが、一般的には公益的活動を行う非営利・非
政府の民間組織を指す。ＮＧＯ（Non-Governmental Organization）
とほぼ同義であるが、ＮＰＯのうち主に国際的な活動を行う組織を特
にＮＧＯと呼ぶこともある。
沿岸の海域で藻類などが群落状に生い茂る場所。魚介類にとってすみ
かであるとともに、産卵や生育の場として重要である。

緑の少年団

緑のネットワーク

民間非営利団体
（ N P O ：
N o n - P r o fi t 
Organization）

藻場

用　語 解　　　説
継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物質で大
気の汚染の原因となるもの。

有害大気汚染物質

用　語 解　　　説
正式名称：特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約。
登録湿地の保全及び湿地の適正な利用を目的として、1971年、イラン
のカスピ海湖畔の町ラムサールで採択された条約
水質汚濁と騒音の環境基準について、国が類型別に基準値を示し、こ
れに基づき都道府県が各類型を地域にあてはめ、指定すること。
レッドリストに掲載された種について、分布、生育・生息環境、絶滅
危惧要因などの詳細な情報を盛り込んだ資料集。国や県などが発行し
ている。

ラムサール条約

類型指定

レッドデータブック
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オゾン層の破壊や地球温暖化を招くフロンを大気中にみだりに放出す
ることを禁止するとともに、機器の廃棄時における適正な回収及び破
壊処理の実施等を義務付けた法律。
内湾のような水の入れかわりの少ない海域。汚濁物質が滞留しやすく
なる。

フロン回収破壊法

閉鎖性海域

ま行

や行

ら行

用　語 解　　　説
子供たちが森林での学習活動や地域の奉仕活動、レクリエーション活
動などを通じて、“自然を愛し、人を愛し、自ら社会を愛する心豊か
な人間に育っていく”ことを目的とした自主的な団体。
点在する生物生息空間を水や緑で結ぶこと。鳥や昆虫、動物たちがつ
たって移動することができ、動植物の生育環境としても重要である。
「民間非営利団体」と翻訳される。広義には営利を目的としない民間
組織は全てＮＰＯであるが、一般的には公益的活動を行う非営利・非
政府の民間組織を指す。ＮＧＯ（Non-Governmental Organization）
とほぼ同義であるが、ＮＰＯのうち主に国際的な活動を行う組織を特
にＮＧＯと呼ぶこともある。
沿岸の海域で藻類などが群落状に生い茂る場所。魚介類にとってすみ
かであるとともに、産卵や生育の場として重要である。

緑の少年団

緑のネットワーク

民間非営利団体
（ N P O ：
N o n - P r o fi t 
Organization）

藻場

用　語 解　　　説
継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物質で大
気の汚染の原因となるもの。

有害大気汚染物質

用　語 解　　　説
正式名称：特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約。
登録湿地の保全及び湿地の適正な利用を目的として、1971年、イラン
のカスピ海湖畔の町ラムサールで採択された条約
水質汚濁と騒音の環境基準について、国が類型別に基準値を示し、こ
れに基づき都道府県が各類型を地域にあてはめ、指定すること。
レッドリストに掲載された種について、分布、生育・生息環境、絶滅
危惧要因などの詳細な情報を盛り込んだ資料集。国や県などが発行し
ている。

ラムサール条約

類型指定

レッドデータブック
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わ行
用　語 解　　　説

ゴルフ場において使用される農薬の安全かつ適正な使用及び管理の確
保と農薬による被害防止を図るために必要な事項を定めた、県民の健
康保護と生活環境の保全を目的とした要綱。
和歌山県の境界を越えて流入又は流出する産業廃棄物の処理について、
県の方針を明らかにするために平成９年６月16日に施行された要綱。
和歌山県外の事業場で生じた産業廃棄物は知事の許可を得た場合を除
き、和歌山県内で処分し又は保管をしてはならないと定め、和歌山県
内の事業場で生じた産業廃棄物はなるべく県内で処分しなければなら
ないと定めている。
「ユネスコ世界遺産の意義」を踏まえ、和歌山県の世界遺産に対する
保存と活用の基本姿勢を明確にするもの。
県地球温暖化対策地域推進計画と県地球温暖化防止実行計画を統合し、
「環境と経済の両立する低炭素社会」の実現に向けた県の目標、施策
等を明らかにする。（地球温暖化対策の推進に関する法律第20条の
３）
ボランティア及びNPOの社会的認知度を更に向上させ、組織や活動
の広がりを図る一貫性のある支援施策を展開するため、その方向や基
本的な考え方を盛り込んだ県の基本方針を定めたもの。

和歌山県ゴルフ場
農薬安全使用指導
要綱

和歌山県産業廃棄
物の越境移動に関
する指導要綱

和歌山県世界遺産
条例

和歌山県地球温暖
化対策実行計画

和歌山県ボラン
ティア・NPO活動
促進基本方針
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５．和歌山県環境生活部　環境行政担当課

◆環境生活総務課
　TEL　０７３（４４１）２６７４
　URL　http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/032000/econet/　
　　　　環境基本計画の管理・推進に関すること
　　　　環境学習・環境保全活動に関すること
　　　　温泉法に関すること
　　　　地球温暖化対策の推進に関すること
　　　　環境影響評価の審査指導に関すること
　　　　環境審議会に関すること
　　　　リサイクル法に関すること
　　　　リサイクル製品の認定及び利用促進に関すること

◆自然環境室
　TEL　０７３（４４１）２７７９
　URL　http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/032000/032500/
　　　　自然環境保全法及び自然環境保全条例に関すること
　　　　自然公園法及び県立自然公園条例に関すること
　　　　国立公園、国定公園、県立自然公園及び近畿自然歩道の施設整備に関すること
　　　　鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の施行に関すること
　　　　ジオパークに関すること

◆循環型社会推進課
　TEL　０７３（４４１）２６７５
　URL　http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/031800/
　　　　循環型社会の形成推進に関すること
　　　　一般廃棄物処理施設に係る市町村指導に関すること
　　　　一般廃棄物処理施設の施設整備補助・交付金に関すること
　　　　廃棄物処理計画の推進に関すること
　　　　大阪湾フェニックス適正受入協議会に関すること
　　　　産業廃棄物処理施設、処理業等の指導に関すること
　　　　産業廃棄物処理業者の指導に関すること
　　　　産業廃棄物排出事業者の指導に関すること 

◆廃棄物指導室
　TEL　０７３（４４１）２６８１
　URL　http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/031800/032200/haitaihp/　　　
　　　　不法投棄・不適正処理対策の実施に関すること
　　　　橋本市日本工業所問題に関すること
　　　　マニフェスト活用等不法投棄重点監視推進事業及び電子マニフェストに関すること
　　　　特定事業の許可等土砂の埋立てに関すること
　　　　産業廃棄物の保管の届出に関すること
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◆環境管理課
　TEL　０７３（４４１）２６８８
　URL　http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/032100/
　　　　大気汚染防止法、騒音・振動規制法及び悪臭防止法に係る工事・事業場の監視指導に関
　　　　すること
　　　　大気等環境基準の監視に関すること
　　　　有害大気汚染物質の監視測定に関すること
　　　　特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保に関する法律（フロン回収・破壊
　　　　法）に関すること
　　　　大気、騒音、振動及び悪臭等の環境保全に係る啓発に関すること
　　　　水質汚濁防止法に関すること
　　　　水質環境基準の監視に関すること
　　　　海水浴場、ダム貯水池等の水質調査に関すること
　　　　水質の保全・土壌汚染対策等に係る啓発に関すること
　　　　ダイオキシン類対策特別措置法に関すること
　　　　特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（ＰＲＴＲ
　　　　法）に関すること
　　　　化学物質の調査に関すること
　　　　公害防止計画の策定・進行管理に関すること
　　　　公害紛争調停に関すること
　　　　環境保全協定等の締結、変更、指導、承認に関すること

◆和歌山県環境衛生研究センター
　TEL　０７３（４２３）９５７０
　URL　http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/031801/
　　　　公害の状況を監視、公害試料の検査・分析及び環境・公害に係る調査研究
　　　　放射能・酸性雨の測定及び調査研究
　　　　化学物質等の調査研究
　　　　温泉・残留農薬の試験研究

◆食品・生活衛生課
　TEL　０７３（４４１）２６２０
　URL　http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/031600/top.html
　　　　水道法に関すること

◆和歌山県動物愛護センター・和歌山県鳥獣保護センター
　TEL　　０７３（４８９）６５００
　URL　　http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/031601/animal.html
　　　　　動物の愛護及び管理に関すること
　　　　　傷病鳥獣の治療及び飼育に関すること
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